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総括研究報告書 

 

研究代表者 立石 清一郎（産業医科大学 医学部 両立支援科学 准教授） 

研究要旨：  

医療機関における両立支援は、医療職が「仕事のことがわからない」、などの理由から低調な

状況が続いている。一主治医の意見書が「本人・主治医・事業者のコミュニケーションツール」

であることから、効果的な意見書は事業者の視点も理解したうえで記載される必要がある。産

業医が事業者に提案し実施された就業上の配慮についての事例検討では、事業者の義務で

ある「安全配慮」、本人の申し出に基づく「合理的配慮」、事業者が配慮では解消されない就

業能力低下を解決するための「要求業務量の変更」に分類された（立石、2018）。「労働者の

症状・意向を踏まえつつ事業者にとって意思決定に資する意見書」を作成するためには、以

下の 3 つの条件が必要である。①医療スタッフが仕事のことをイメージできるような簡便なツー

ルが示されていること、②「症状」（医療者文脈での理解の整理）ごとに、多様な「配慮例」（事

業者文脈での解決策の提示）が示され医療職が、事業者が発行する勤務情報提供書などを

参考に、簡便に配慮事項を検討することに資するツールが示されること、③症状と配慮の関係

性を明確にし、事業者に受け入れやすい意見書作成の研修会を実践すること。この 3 つの条

件を解決するために、令和２年度の分担研究として、以下を行った。【研究１】映像コンテンツ

の作成【研究２】症状別配慮集【研究３】意見書を作成する医療面接の教育コンテンツ作成【研

究４】合理的配慮の観点から症状ごとの就業配慮の整理【研究５】放射線・化学療法等に関す

る配慮事項の検討【研究 6】手術を含む集学的療法の際の就業上の留意点の整理。 
 デジタルコンテンツ収集の主な目的は、「主治医が職場のことをイメージできること」である。

新型コロナウイルス感染症の流行により、種々の条件が重なり多くが撮影不可となり新たに撮

影を許可いただける事業場のリクルートを行った。現在収集されているものが、化学工場、ライ

ン作業、食品工場などであり、通常の事務作業や土木建築などの撮影実施を行いたい。ま

た、後述する症状別配慮集に記載される危険作業や高負荷作業の多くは収集できる見通しが

立ち意見書を作成するための映像資機材は十分収集できると考える。 
【症状別配慮集について】 
 医療の場面においては、患者と診察するときにプロブレムリストを作成し、そのリストごとに主

訴、他覚的所見、評価、解決計画を検討する枠組み（SOAP）が定着している。医療職に意見

書を作成する枠組みとしては、同様の枠組みを提示するほうが理解を得られやすく、患者の主

訴や他覚的所見プロブレムを整理できるマトリクス表を整理した。横軸には症状や他覚的所見

を並べ、意見書に必須である職場で配慮すべき作業内容を縦軸に並べ必要な配慮内容を記

載するというシンプルな構成である。この方法論はシンプルで理解しやすいという半面、注意

すべき点が多数存在することが必要である。 



【研修について】 
 そこで、令和３年度について遠隔研修会を企画することを前提として、両立支援診療ビデオ

と難病等に関する合理的配慮の漫画を作成した。両立支援診療ビデオは、緩和ケアのイーラ

ーニングでの緩和ケア診療ビデオに着想を得て作成を行った。多くの医療職が、両立支援の

イメージがわかないことから、両立支援をイメージできるような診察ビデオを作成し限定公開を

行っている。評価については、目的通り、両立支援のイメージを持つことができるようになったと

いう意見が得られている。現状では、大腸がんのケースを作成し、意見書を作成するまでの流

れが理解できるようになっているが、テロップを省いた研修会で使用できるバージョンも作成し

たので、これをもとに研修会の構成を令和 3 年度に検討し実施を行う。 
研究分担者 

永田 昌子（産業医科大学 産業生態科学研究所  産業保健経営学 学内講師） 

柴田 善幸（産業医科大学 産業医実務研修センター 副センター長） 

白土 博樹 （北海道大学 医学研究院連携研究センター療養・就労両立医学教室 教授） 

江口 尚（産業医科大学 産業生態科学研究所  産業精神保健学 教授） 

田中 文啓（産業医科大学病院 病院長） 

高橋 都（岩手医科大学・医学部・客員教授） 

森 晃爾 (産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 教授) 

原田有理沙（産業医科大学 医学部 両立支援科学 助教） 
 

研究協力者 
橋本博興（産業医科大学病院 両立支援科） 
高木 絵里子（コニカミノルタ 産業医） 
小倉 康平 （産業医科大学 医学部 両立支援科学 非常勤助教）



A. 研究の背景と目的 
 医療機関における両立支援は、医療職

が「仕事のことがわからない」、などの理

由から低調な状況が続いている。一方、

事業者の立場では、主治医の作成した意

見書がわかりづらく対応に苦慮している

ケースが散見されている（森、2016）。主

治医の意見書が「本人・主治医・事業者

のコミュニケーションツール」であるこ

とから、効果的な意見書は事業者の視点

も理解したうえで記載される必要がある。 

 産業医が事業者に提案し実施された就

業上の配慮についての事例検討（428 事

例）では、事業者の義務である「安全配

慮」、本人の申し出に基づく「合理的配慮」、

事業者が配慮では解消されない就業能力

低下を解決するための「要求業務量の変

更」に分類された（立石、2018）。すなわ

ち、この概念整理で作成された意見書は、

事業者にとって理解しやすい分類である

ことが期待できる（立石、2019）。 

 上記のことから、主治医が「労働者の

症状・意向を踏まえつつ事業者にとって

意思決定に資する意見書」を作成するた

めには、以下の 3つの条件が必要であり、

それぞれについて必要な研究を遂行する。 

①医療スタッフが仕事のことをイメージ

できるような簡便なツールが示されてい

ること 

→研究１．ひとめでわかる職種ごとの

デジタルコンテンツ 2020～2021年度 

 

②「症状」（医療者文脈での理解の整理）

ごとに、多様な「配慮例」（事業者文脈で

の解決策の提示）が示され医療職が、事

業者が発行する勤務情報提供書などを参

考に、簡便に配慮事項を検討することに

資するツールが示されること 

 →研究２．症状ごとの就業配慮事例集

2020年度～2021年度 

 

③症状と配慮の関係性を明確にし、事業

者に受け入れやすい意見書作成の研修会

を実践すること 

→研究３．就業配慮事例集を用いた主

治医による意見書作成研修および資料公

開 2020～2021年度  

しかしながら、研究計画作成当初には

なかった新型コロナウイルス感染症の世

界的流行を受けて、集合教育について実

現可能性がほとんど失われたことから、

教育に利用可能な資機材の作成として、

あらたに患者診察ビデオの作成と、難病

等に関連する合理的配慮の漫画を作成す

ることで広報活動を行うこととした（別

添１）。 
 
B．方法 
 令和２年度の分担研究として、以下を行っ

た。 

【研究１】映像コンテンツの作成 

【研究２】症状別配慮集 

【研究３】意見書を作成する医療面接の教

育コンテンツ作成 

【研究４】合理的配慮の観点から症状ごとの

就業配慮の整理 

【研究５】放射線・化学療法等に関する配慮

事項の検討 

【研究 6】手術を含む集学的療法の際の就

業上の留意点の整理 

  
C．結果 

実施された分担研究ごとの要約を以下

に記す。 

【研究１】映像コンテンツの作成 

本分担研究では、多くの医療者に両立支

援の実践を促すため、医療者向けの映像

資料を作成することを目的とした。治療

と仕事の両立支援において、医療者が患

者の就業状況を正確に把握し、事業者に



対し適切な就業上の配慮を求めることが

重要である。しかし医療者は実際の仕事

の現場を知る機会が少なく、そこに潜む

危険有害因子や病状が業務に与える影響

を推察することは容易ではなく、適切な

意見を述べることができない現状がある。

そこで本分担研究では、医療者が実際の

仕事の様子をイメージし、より効果的に

患者の就労を支援するための映像コンテ

ンツを作成することとした。実務経験の

ある産業医が、自身が産業医として選任

されている事業者の協力を得て、映像コ

ンテンツを作成することとした。映像作

成者の要件として、1)疾病や後遺障害に

ついての医学的な知識を有していること、

2)疾病や後遺障害を持つ労働者について

就業上の配慮を実際に事業者に意見した

経験を有すること、3)当該事業場の環境

や行われている業務、危険有害因子に精

通していること、4)当該事業場の機密に

触れられる立場にあること、5)事業者の

機密情報や労働者の個人情報を適切に取

り扱うことができること、が挙げられた。

①石油化学工場（プラントオペレーター）、

②食品工場、③美容室、④保育園、につ

いて編集まで作成ができた。多くの危険

作業や高付加作業を収集することが可能

であった。新聞製作と化学工場（ライン

作業）については撮影のみ終了しており、

一定程度のコンテンツ収集が可能であっ

た。多くのコンテンツを収集する予定で

あったが、新型コロナウイルス感染症の

流行に伴う緊急事態宣言やまん延防止等

重点措置の影響をうけて、企業自体が移

動制限や出勤率減少をしている中で撮影

を行うこと自体が感染契機になる可能性

があり、撮影の困難感が生じている。令

和３年度についても理解を得られるよう

に努力をしながらコンテンツの充実を図

りたい。 

【研究２】症状別配慮集 

医療機関で実践される治療と仕事の両立

支援は、症状・治療の状況及び具体的な

作業内容を収集し医学的な評価を行った

うえで、就業上の意見を検討することが

必要である。しかしながら、医療職は限

られた診療時間で主治医意見書を作成せ

ざるを得ず、作業内容の情報を十分に取

得することが困難であることが主要因と

して、就業上の意見に過不足などが発生

し、意見書作成の意図が事業者に十分に

伝わらないケースが散見されている。医

療職は症状・治療に関するスペシャリス

トであることから、症状・治療などから

紐づく就業配慮のいくつかの典型例が示

されることで適切な意見書を作成しやす

くなる可能性がある。本研究では、意見

書に記載されるべき内容として、仕事に

よって病勢悪化の恐れがある症状（類型 1

型；藤野、産衛誌、2012）、あるいは、事

故・災害を引き起こす可能性のある症状

（類型 2 型；同）と定義して、配慮が必

要となりうる作業を抽出し、症状毎に整

理して症状と作業のマトリクス表を作成

した。マトリクス表に関して、内容や運

用方法について、産業医科大学病院医師

にインタビューを行い、得た意見をマト

リクス表に反映させた。「意見書に記載す

る例文があると良い」という意見も上が

ったため、次年度では例文を追加して症

状別配慮集を完成させる予定である。 

【研究３】意見書を作成する医療面接の教

育コンテンツ作成 

本分担研究では、両立支援を多くの医療

者の実践を促すために、医療者への教育

資料を作成することを目的とした。 



両立支援の重要性が注目され、医療機関

では両立支援が求められている。しかし、

両立支援に関する体系的な教育等の機会

はなく、また仕事の話を面接した経験が

ないため、両立支援に必要な職場情報等

の取得などは容易ではない。そのため、

面接の主要な目的である診断や治療に関

することが優先されてしまう現状がある。 

 そこで、本分担研究では、実際に意見

書作成のための医療面接の教育コンテン

ツを作成することとした。研究班メンバ

ー等で議論を重ね検討し意見書作成に必

要な 3 要素として、以下３つそれぞれに

盛り込むべき項目を抽出した。１）良好

なコミュニケーション形成、２）医療情

報取得、３）職場情報取得。撮影された

ビデオについては以下のものについて限

定公開を行っている。 

① 両立支援の良好面接事例 

https://youtu.be/Z9jbJ2SSIbY 

② 両立支援の改善すべき面接事例 

https://youtu.be/bI6BteKJD3M 

両立支援の標準的な診察風景を撮影する

ことができ、両立支援のイメージを医療

職に伝えやすくなったと考えられる。北

九州や鹿児島、兵庫での医療機関向けの

研修会で取り上げてみたが、医療職から

の評価は狙い通りのものが得られた。 

次年度は、他疾患を取り上げるバージョ

ンを作成しさらに両立支援のイメージが

わくようなコンテンツを作成していく。 

【研究４】合理的配慮の観点から症状ごとの

就業配慮の整理 

本研究班では、①医療スタッフが仕事の

ことをイメージできるような簡便なツー

ルが示されていること②「症状」（医療者

文脈での理解の整理） ごとに、多様な「配

慮例」（事業者文脈での解決策の提示）が

示され医療職が、事業者が発行する勤務

情報提供書などを参考に、簡便に配慮事

項を検討することに資するツールが示さ

れること③症状と配慮の関係性を明確に

し、事業者に受け入れやすい意見書作成

の研修会を実践することを目的としてい

る。その中で、本分担研究では、入力フ

ォーマットの作成、合理的配慮的要素、

主治医調査を担当する。2年間の研究期間

の初年度となる今年度は、入力フォーマ

ットの作成、合理的配慮要素の検討、主

治医調査を行うためには、主治医が意見

書を記載する具体的な状況をイメージす

ることが必要となるため、そのための、

意見書の作成に不慣れな主治医向けの事

例の作成を行うことを目的とした。「事業

場における治療と仕事の両立支援のため

のガイドライン」の「企業・医療機関連

携マニュアル（事例編）」の中の、【難病】

事例 1 を参考に、事例を作成した。事例

の作成にあたっては、合理的配慮に関す

る情報を主治医が患者からどのように収

集するかについて特に留意した。その上

で、事例の流れが明確になるように「マ

ンガ」の作成を行った。マンガの対象は、

両立支援に必要な主治医意見書の作成に

不慣れな臨床医とした。その内容につい

て、研究班内で内容を確認して、修正を

行った。次年度の本分担研究である入力

フォーマットの作成、合理的配慮要素の

検討、主治医調査に資する資料の準備が

できた。 

【研究５】放射線・化学療法等に関する配慮

事項の検討 

本分担研究においては、研究志向の強い

大学病院やがん診療連携拠点病院の医師

に対して、化学療法や放射線治療を受け

る患者における両立支援に対する義務感



だけでなく研究的興味を喚起しつつ、意

見書の記載促進を果たす。 

 まず、両立支援の効果を客観的に評価

することが重要と考え、「がん治療患者を

対 象 と し た 経 済 毒 性 (Financial 

Toxicity)に関する調査研究（プロトコー

ルひな型）」を、分担者が執筆し、研究代

表者のレビューを経て、冊子体で作成し

た、これにより、国際指標である

COST(Comrehensive Score for Financial 

Toxicity)を用いて、各医療機関の両立支

援の臨床研究が進むことを目指す。同経

済毒性は、無職となった場合に強いこと

から、がん診療において、療養・就労支

援をすることが、患者の経済毒性を低下

し、標準治療を受けやすくし、治療成績

の向上に繋がることを定量的に評価でき

ることが期待される。 

 続いて、現場の医師が意見書作成時に、

活用できるマニュアルとして、「大学病

院・がん診療連携拠点病院等における療

養と就労・就学・介護両立支援マニュア

ル（第一版）」を、冊子体で作成した。意

見書を書く場合には、法的な責任に関す

る知識不足に基づく不安が強いが、意見

書の記載方法を一旦習得すると、両立支

援はむしろ、説明を丁寧におこなうこと

で、患者・職場の病態の理解が進み、誤

解や説明不足に基づく医療訴訟も減らせ

ること、が期待できることを示した。 

これらの冊子体を、まず、内容の改善点

を指摘してもらうために、北海道大学医

学研究院の療養・就労両立支援医学分野

にて回覧した。続いて、日本国内の全大

学病院・全都道府県がん診療拠点病院、

北海道内のがん診療連携拠点病院に配布

した。 

【研究 6】手術を含む集学的療法の際の就

業上の留意点の整理 

「病気の治療と仕事の両立支援（両立支

援）」のためには、企業や産業医側の体制

整備に加え、実際に保険診療を行う医療

機関側の取り組みも非常に重要である。 

極めて予後不良で難治性がんの代表であ

る悪性胸膜中皮腫に対しては、従来「胸

膜肺全摘術（患側の肺と胸膜を一塊に摘

出する）」という非常に侵襲の高い手術に

加え、化学療法や放射線療法を行う集学

的治療が行われてきた。しかし、近年「胸

膜切除/肺剥皮術」という肺を温存する低

侵襲な手術が行われるようになり、術後

に ADL を保つことで、術後の化学療法を

行いながらも仕事との両立を行えた症例

を経験した。しかし、実際に手術を含む

集学的治療を行った患者において、治療

と仕事の両立が可能であった症例は非常

に少なく、悪性胸膜中皮腫における両立

支援に関しては解決すべき課題が多い。 

本研究では、これまで実際に手術を含む

集学的治療を施行した症例において、両

立支援により治療と仕事の両立が行えた

症例と行えなかった症例に関して情報収

集し、悪性胸膜中皮腫において両立支援

をさらに進めていくための課題や実際に

就業する上での留意点などを整理するこ

とで、多くの患者に両立支援を行うこと

ができる体制づくりに有用な情報を得る。

また、両立支援が進まない理由として、

医療スタッフの両立支援に関する関心の

低さも懸念されるため、これまで悪性胸

膜中皮腫に対して手術を含む集学的治療

を行いながら仕事との両立を行った症例

を示すことにより、一般的に就労が難し

い疾患であったとしても就労継続できる

ことを示し、医療スタッフの両立支援に

関する関心を高める。 



 

D. 考察 
 今回企画した 3 つの研究のうち２つが

フィールドワークであり、事業者や学会

の協力が得られなければ実施困難なもの

であったため、研究計画の一部変更や縮

小を余儀なくされた。しかしながら、お

おもとの目標である、「医療機関の医師が

意見書を作成することが可能になるため

の資機材作成」については十分な情報を

集めることが可能であった。以下、3つの

研究について総括を行う。 

【デジタルコンテンツの収集について】 

 デジタルコンテンツ収集の主な目的は、

「主治医が職場のことをイメージできる

こと」である。このため、当初は代表的

な業種のうち雇用関係のある業態として、

建設業、製造業、電気・ガス、情報通信

業、卸売業・小売業、金融業、学術研究、

宿泊業、飲食店、サービス業などを収集

する予定であり、研究スタート前にほと

んどの業種について内諾が得られている

状況であった。しかしながら、新型コロ

ナウイルス感染症の流行により、種々の

条件が重なり多くが撮影不可となり新た

に撮影を許可いただける事業場のリクル

ートを行った。リクルートを行う際に主

な論点になったことが、企業秘密をどう

扱うかという点と撮影で映る労働者の肖

像権をどうするか、という点である。こ

のような映像撮影を行う際には多くはメ

ディア業者を選定し、撮影から編集まで

一括して依頼することがほとんどである。

しかしながらこのような手法は、企業秘

密と肖像権の問題の解決ができないのみ

ならず、撮影参加人数が増えることによ

り新型コロナウイルス感染症の拡大を引

き起こす可能性があり、研究者らが手作

りで作成することを余儀なくされる事態

となった。このことは作成業種を絞らざ

るを得ず、手間がかかる問題が発生しエ

フォートが増大することにつながったが、

研究者らに動画・写真編集のノウハウも

残り、依頼仕様書などの企画文書を作成

することができたため、研究修了後も息

長く長い年月をかけて映像コンテンツを

収集することが可能になった。現在収集

されているものが、化学工場、ライン作

業、食品工場、美容室、保育園などであ

り、通常の事務作業や土木建築などの撮

影実施を行いたい。また、後述する症状

別配慮集に記載される危険作業や高負荷

作業の多く（夜勤など映像として撮影で

きないものは除く）は収集できる見通し

が立ち意見書を作成するための映像資機

材は十分収集できると考える。 

【症状別配慮集について】 

 医療の場面においては、患者と診察す

るときにプロブレムリストを作成し、そ

のリストごとに主訴、他覚的所見、評価、

解決計画を検討する枠組み（SOAP）が定

着している。医療職に意見書を作成する

枠組みとしては、同様の枠組みを提示す

るほうが理解を得られやすく、患者の主

訴や他覚的所見プロブレムを整理できる

マトリクス表を整理した。横軸には症状

や他覚的所見を並べ、意見書に必須であ

る職場で配慮すべき作業内容を縦軸に並

べ必要な配慮内容を記載するというシン

プルな構成である。この方法論はシンプ

ルで理解しやすいという半面、注意すべ

き点が多数存在することが必要である。 

 まず、症状と作業の対応が一対一対応

になってしまいがちであるということで

ある。例えば、呼吸困難の症状のある患

者に対しては重筋作業が影響が出がちで



あるが、通常このようなマトリクス表は

「重筋作業の禁止」というロジックにな

ることが多い。しかしながら、重筋作業

をすることができなければ職を失う人も

多く必ずしも労働者にとってメリットが

あるものとはならない。このような場合、

重筋作業を解決するためにはリスクアセ

スメントの改善の手法と同様の流れで検

討することが、労働者の作業性をたかめ

ることにつながりやすい。すなわち、①

根本的対策（重量物作業をなくす）、②工

学的対策（治具などの補助具で重量負荷

の軽減）、③管理的対策（作業工数を減ら

す）、④保護具（コルセットの着用）とい

う順で検討することで、労働者の負担を

減らし健康を損なわないようにすること

と、作業効率が損なわれないことが共存

することが可能になる。一方、このよう

な対応は職場のことをよく知ること、権

限がなければ対応することが困難である

こと、という問題点があり、結局は医療

職と職場が連携をとりながら最適解を県

とするという人の手が入ることが現状に

おいては絶対的に必要である。症状別配

慮集は医療職が簡便に意見書を作成する

ことのみの単純化したものとなることな

く、職場とのコミュニケーションが図れ

るようなツールになることが求められて

いる。次年度についてはこのような使い

方についても整理を行うことが必要であ

ると考えられる。また、症状別配慮集と

は別に放射線療法時について疼痛管理に

は分割照射でなく一括照射で疼痛コント

ロールを行うことが就業継続に資するこ

と、中皮腫などの難治性がんについては、

集学的療法の配慮の在り方のみならず、

術後の身体機能を考慮した治療方法を検

討することも医療職にとって重要である

ことが示され、ただ単に医療機関が意見

書を作成するための資機材ではなく、全

人的医療の一環として患者に社会的痛み

やスピリチュアルな痛みを緩和する枠組

みが提示できる基礎資料の作成がかなっ

た。 

【研修について】 

 本研究事業が最も新型コロナウイルス

感染症の影響を受けている。当初の予定

は学会と協働し学会開催中に研修会を行

うこととしていた。しかしながら、多く

の学会が、オンデマンド配信のみとなり、

現地開催をしていたとしても小規模であ

ったり、緊急事態宣言都道府県からの参

加はできなかったりと、予定を大幅に変

更することが余儀なくされた。 

 そこで、令和３年度について遠隔研修

会を企画することを前提として、両立支

援診療ビデオと難病等に関する合理的配

慮の漫画を作成した。両立支援診療ビデ

オは、緩和ケアのイーラーニングでの緩

和ケア診療ビデオに着想を得て作成を行

った。多くの医療職が、両立支援のイメ

ージがわかないことから、両立支援をイ

メージできるような診察ビデオを作成し

限定公開を行っている。評価については、

目的通り、両立支援のイメージを持つこ

とができるようになったという意見が得

られている。現状では、大腸がんのケー

スを作成し、意見書を作成するまでの流

れが理解できるようになっているが、テ

ロップを省いた研修会で使用できるバー

ジョンも作成したので、これをもとに研

修会の構成を令和 3 年度に検討し実施を

行う。また、難病のマンガについては、

就業配慮は、安全配慮義務に関連するよ

うな内容ばかりではなく、就業継続を阻

む環境や仕組みなどの障壁を解決するこ



との重要性を示すことができた。これは

症状別配慮集とも関連することであるが、

医学的な禁忌事項は安全配慮義務で説明

ができるが、例えばがん治療の後疲れや

すくなったので近くの駐車場を準備した、

といったような多様性を考えた働きやす

い環境整備は明らかにこれまで産業保健

や医療が取り扱ってきたテーマと異なる

内容である。この二つの概念が現状では

同じ配慮という言葉で混ざっているため

理解できない状況となっているので、こ

れを理解しやすい言語に変換することが

必要である。後者の概念は国際的には

Reasonable accommodation であるが、日

本の場合、障害者差別解消法などで合理

的配慮という言葉で説明がされて、障害

者や難病者に限定した形で使う方向とな

っているため、新しい用語の創設も必要

であると考えられる。 

 
 
E. 結論 
 医療機関における両立支援を拡充するた

めに、意見書の構造的に作成するための研

究を行っている。職場が見えるデジタルコン

テンツや研修プログラムについては新型コロ

ナウイルスの流行により当初予定の変更が

余儀なくされたが、意見書を作成するための

十分な資機材は準備できた。今後は、遠隔

での研修ができるような準備を行い実践して

いく。 
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デジタルコンテンツ 症状別配慮集 研修
症状の収集
（立石、原田、田中（難治がん）、金
城（女性）、両立支援科併任医師）

難治性疾患ケースの
収集（立石、田中）

配慮事項の検討：
・安全配慮的要素（永田、森）
・合理的配慮的要素（立石、江口）

症状と配慮の関係性の整理（立石、原田）

放射線治療・化
学療法特有症状
の整理
（白土）

シートの整合性の確認（全員）

産業医調査（永田）
主治医調査（江口）

両立支援ビデオの作成
（立石、原田、永田、森、
江口、柴田、高橋）

研修会の試行
（立石、柴田、高橋）

フィードバック

研修会の実践
（全員、両立支援実務家）

資料公開（立石）

学会と連携（田
中、高橋、森）

入力フォーマットの作成
（立石、原田、柴田、森、
永田、江口）

入力依頼、ビデオ撮影
（立石、柴田）

有効性・妥当性の検証
（柴田）

フィードバック

公開（立石）

協働



令和２年度 厚生労働科学研究費補助金 分担研究報告書 

医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究 

医療者が患者の就業状況を知るための映像コンテンツ作成 

研究分担者 立石 清一郎 （産業医科大学 医学部 両立支援科学  教授） 

研究分担者 原田 有理沙 （産業医科大学 医学部 両立支援科学  助教） 

研究要旨： 

【目的】本分担研究では、多くの医療者に両立支援の実践を促すため、医療者向けの

映像資料を作成することを目的とした。治療と仕事の両立支援において、医療者が患

者の就業状況を正確に把握し、事業者に対し適切な就業上の配慮を求めることが重

要である。しかし医療者は実際の仕事の現場を知る機会が少なく、そこに潜む危険有

害因子や病状が業務に与える影響を推察することは容易ではなく、適切な意見を述

べることができない現状がある。そこで本分担研究では、医療者が実際の仕事の様子

をイメージし、より効果的に患者の就労を支援するための映像コンテンツを作成するこ

ととした。 

【方法】実務経験のある産業医が、自身が産業医として選任されている事業者の協力

を得て、映像コンテンツを作成することとした。映像作成者の要件として、1)疾病や後

遺障害についての医学的な知識を有していること、2)疾病や後遺障害を持つ労働者

について就業上の配慮を実際に事業者に意見した経験を有すること、3)当該事業場

の環境や行われている業務、危険有害因子に精通していること、4)当該事業場の機

密に触れられる立場にあること、5)事業者の機密情報や労働者の個人情報を適切に

取り扱うことができること、が挙げられた。 

【結果】①石油化学工場（プラントオペレーター）、②食品工場、③美容室、④保育園、

について編集まで作成ができた。多くの危険作業や高付加作業を収集することが可

能であった。新聞製作と化学工場（ライン作業）については撮影のみ終了しており、一

定程度のコンテンツ収集が可能であった。 

【考察】多くのコンテンツを収集する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の流

行に伴う緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の影響をうけて、企業自体が移動制

限や出勤率減少をしている中で撮影を行うこと自体が感染契機になる可能性があり、

撮影の困難感が生じている。令和３年度についても理解を得られるように努力をしなが

らコンテンツの充実を図りたい。 

研究協力者 小倉 康平 （産業医科大学 医学部 両立支援科学 非常勤

助教） 

 

A. 背景と目的 

 医療機関の両立支援においては、主治医

は患者の就業状況を踏まえた就業上の配

慮を事業者に提案する意見書を作成する必



要がある。しかし、医療者は患者の就業現

場の環境や業務の内容が十分にはわから

ないために、患者が職場で直面しうる危険

有害因子や、患者の病状や後遺障害が業

務の遂行に与える影響を想起できず、効果

的な就業に関する意見を記述できない場合

がある。 

 そこで、本研究では、患者が医療者に口

述する職業名や業務内容、職場の環境など

の情報を補完し、主治医がより鮮明で具体

的なイメージを得るための情報ツールとして、

また患者の職業生活や事業者に求めるべき

就業上の配慮について主治医と患者がとも

に検討するためのコミュニケーションツール

として、職場の映像コンテンツを作成し、公

開する。映像コンテンツの利用は、医療機

関のより円滑な両立支援の達成に資するだ

けでなく、より密接な医師患者関係の構築に

も資することが期待できる。 

 

B. 要件と課題 

 映像コンテンツの具体的な利用につい

て、主治医と患者が病室や診察室でともに

映像コンテンツを見ながら具体的な職場の

環境や仕事の内容について話し合うことを

想定している。患者は仕事を続けるうえでの

不安や悩みを、ときに職域の専門用語を交

えながら打ち明ける。主治医は映像コンテン

ツからその内容を十分に理解し、事業者に

求めるべき就業上の配慮や、仕事を継続す

るうえで患者が注意すべき治療に関する事

項を説明することができる。事業者が行うべ

き就業上の配慮を主治医が意見するにあた

り、疾患が悪化せず安全に就労できるため

の医学的意見であることと同時に、職場環

境の物理的な限界・費用対効果・存在する

業務の範囲・人事労務管理の限界等の職

場の事情もふまえた事業者が実施可能な内

容であることもまた重要である。そのため、今

回の映像コンテンツでは、理想的な職場の

在り方を示す映像よりも、よりリアルな職場環

境や作業の映像が求められた。 

 期待する役割を果たす映像コンテンツとす

るためには、 

１）職域の専門的な内容を含みつつ職域外

の医療者でも容易に理解できること、 

２）仕事の特性を具体的に示す一方で、より

多くの患者に適用できる汎用性があること、 

３）職務の主な内容について十分な理解を

得られること、 

４）職業名から推察できない周辺業務にも触

れていること、 

５）仕事の紹介に留まらず、業務遂行上存在

する怪我や疾病の悪化につながり得る危険

有害因子・作業によって心身に与える負担

についても十分な情報を含むこと、 

６) 診療時間を考慮して、現場で使いやす

い尺であること、 

の 5 つの要件を満たす必要があった。 

 上記の要件を満たす映像コンテンツを作

成するにあたり、実際の作業の様子や職場

の風景を映像素材として収集時に、事業者

の機密情報や労働者の個人に関する情報

がどうしても映り込んでしまうことが想定され

た。 

企業の機密情報には、事業者の技術的

優位性を担保する独自の設備や技能に関

する情報に加え、企業体力・物理的限界・

労働者の技能等から職場として許容せざる

を得ない安全衛生上あるいは品質管理上の

課題に関する情報がある。いずれも映像コ

ンテンツとして公開された際に、事業者が不

利益を被るおそれがある。 

個人に関する情報としては、労働者の容

姿をはじめ、労働者の技能が映りこむ。安全

保護具には労働者の氏名や事業所名、所



属、職位などが印字されている場合もある。

いずれも公開された場合には個人や事業者

が特定され、不利益を被るおそれがある。 

よって、企業の機密情報と個人に関する

情報に配慮することが、映像コンテンツの作

成と公開における最大の課題であった。 

本課題への対応として、映像コンテンツの

作成から公開までの「撮影→編集→提供→

公開」の四つの段階の各々で配慮を行った。 

１）撮影：都度、事業者の撮影許可を取り、

公開したくない情報については極力映り込

まないように配慮した。 

２）編集：映り込んでしまった公開したくない

情報について、ぼかしや目隠しを入れる等

の修正を行った。 

３）提供：事業者に提供できる映像か確認し、

提供に同意いただけるまで撮影や編集のや

りなおしを行った。 

４）公開：目的外使用を禁止した。また、事業

者の意向に沿って、提供元を明示した。 

 

C. 方法 

 映像作成者と協力事業者 

 実務経験のある産業医が、自身が産業医

として選任されている事業者の協力を得て、

映像コンテンツを作成することとした。 

映像作成者の要件として、 

1)疾病や後遺障害についての医学的な知

識を有していること、 

2)疾病や後遺障害を持つ労働者について

就業上の配慮を実際に事業者に意見した

経験を有すること、 

3)当該事業場の環境や行われている業務、

危険有害因子に精通していること、 

4)当該事業場の機密に触れられる立場にあ

ること、 

5)事業者の機密情報や労働者の個人情報

を適切に取り扱うことができること、 

が挙げられた。 

研究協力を申し出た事業者（以下、協力

事業者）とのコミュニケーションは本研究に

おける重要な因子であった。企業の機密情

報や個人に関する情報に係る課題に対処し

ながら、事業者の協力を得て実際の作業の

様子や職場の風景を収集する必要があり、

また、映像コンテンツの公開や二次利用の

可能性を模索するにあたっては協力事業者

の意見を十分に反映させることも重要であっ

た。協力事業者の産業医は、3・4・5)を満た

すため素材の収集を担うに適していた。 

尚、収集した映像素材に含まれた企業の

機密情報、個人に関する情報の削除及び

修正を事業者と共同して行った。これは産

業医業務を行う中で培われた事業者との信

頼関係と、職場改善等に関する普段の議論

の経験から、職場の環境や作業内容など職

場の在り方やについてコンセンサスを得られ

ていたことが大きな要因であった。特に、何

を機密とし何を公開するかを検討するうえで

事業者に近しい価値観を有していたことに

は大きな意義があった。 

 

 映像作成の手順 

 映像コンテンツの作成は、STEP1：協力事

業者の選定と、STEP2：映像コンテンツの作

成の２段階で行った。各STEPの詳細を以下

に示す。 

 

STEP.1：協力事業者の選定 

① 事業者に映像コンテンツの作成につい

ての協力を依頼した。研究の目的およ

び意義を示す研究概要（添付 1）と映像

コンテンツの作成手順（添付 2）を文書

で提示した。 

 情報の取扱いの確認 

 企業の機密情報と個人に関する情報の削



除とデジタルデータの保護と取扱いの方法

を説明した。特に、完成した映像コンテンツ

はインターネットで公開され、ダウンロードに

よる不特定多数の利用者への提供と教育用

資料としての二次利用の可能性もあることか

ら、編集段階での機密情報と個人情報の削

除については事業者による確認を徹底する

必要がある旨は強調した。 

研究協力における秘密保持について秘

密保持誓約書（資料３）を作成し、事業者に

提出した。 

 研究協力の締結 

 説明に対し研究協力を承諾した事業者と

の間に研究協力を締結した。 

 

② 協力事業者との打ち合わせ 

 テーマの決定 

 事業内容に応じて作成する映像コンテン

ツのテーマを協力事業者と協議した。情報

保護の観点から一つの映像コンテンツに使

用する映像素材は可能な限り一つの協力事

業者のもとで撮影する必要があり、事業場内

で完結できるテーマを選定した。 

 撮影方法と撮影スケジュールの決定 

 映像コンテンツの作成手順、産業医活動と

の両立、事業の進捗などからおおよその撮

影方法と撮影スケジュールを協議した。 

実際には産業医が撮影や編集に要する

時間と、事業者による映像確認の時間は流

動的であったが、概ね想定通り、あるいはよ

り短い時間でプロジェクトを進めることができ

たことを申し添える。 

 

STEP.2：映像コンテンツの作成 

① 映像素材の収集 

協力事業場の産業医巡視等を行う際に

産業医がデジタルカメラ等の機材を持参し、

実際の作業の様子を撮影した。遠景で作業

姿勢や周囲の環境を、近景で作業者の手

元の様子や保護具を撮影した。撮影にあた

り極力作業の邪魔にならないよう配慮した

が、特に近景撮影では作業者や危険個所

に近づくおそれがあるため、安全管理者、

衛生管理者等による誘導を依頼した。 

映像素材は機密情報と個人情報を多分

に含むことから、データとその媒体の管理は

産業医が担うこととした。 

② 仮映像の作成 

 様々なテーマ（「溶接作業」「騒音環境」な

ど）に沿って①で撮影した映像素材をもとに

動画を構成し、仕事の紹介、作業方法の解

説、作業に伴う心身への負担、危険有害因

子とその対策などについて理解を促すため

の解説映像や字幕、映像エフェクトを加え

た。さらに映像の前後にオープニングとエン

ドロールの映像を追加し、著作者を明確に

して仮映像を作成した。 

仮映像の作成もまた機密情報と個人情報

に触れる機会が多く、また動画を構成する

中で意図しない意味付けがなされるおそれ

があるため、仮映像の作成はすべて撮影者

が行った。 

③ 仮映像の内容確認 

 協力事業者が仮映像の内容を確認した。

この段階では、動画の構成や仕事の紹介、

作業の解説、安全衛生対策の内容が協力

事業者の意図に沿っているかを主眼に確認

作業を行った。 

加えて仮映像に映りこんでいる企業秘密

や個人情報を指摘し、編集の方針を協議し

た。 

確認内容に見落としがないよう、チェックリ

ストと自由記述を併用したアンケート用紙

（添付 4）を提示したが、回答方法は記述に

限らず、口頭、メールなど協力事業者の希

望に合わせた。実際は編集内容を細かく指



定する場合は仮映像を見ながら口頭で、簡

易的な編集はメールを用いて行った。 

④ 編集映像の作成 

 ③の指摘事項に対し、仮映像の編集を行

い、編集映像を作成した。編集は主に背景

（機密となる設備や製品）のぼかし、作業者

の顔や氏名のモザイク掛け、雑音の削除、

解説映像・字幕・エフェクト等の追加、BGM

の追加を行った。 

⑤ 編集映像の内容確認 

 協力事業者が編集映像の内容を確認した

（添付 5）。提供前の最終確認となるため、編

集の方法や範囲、質を含めた詳細な確認を

徹底した。 

⑥ 編集映像の提供、HP での公開 

 完成映像の提供を受け、Web 上で公開す

る。現在、公開準備中である。 

 

D. 結果 

2021 年 4 月現在までに収集及び編集を

した映像コンテンツを以下に示す。 

① 石油化学工場 

プラントオペレーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

②食品工場 

ライン作業者 

 

 

 

 

 

 

 

③美容室 

 美容師、アシスタント 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

③TV 局 

 音声スタッフ、カメラマン、レポーター 

 

 

 

 

 

 

④保育園 

 保育士 （年齢別） 



他 4 事業について収集済みであり、現在、

編集作業中である。 

E. 考察

次年度は、さらに他職種での映像コンテ

ンツを収集し、公開を目指す。また素材単位

で映像を収集し、危険有害因子をテーマに

横断的な映像コンテンツの作成も検討して

いる。 



令和●年●月●日 

●● 殿

産業医科大学 両立支援科学 

准教授 立石清一郎 

映像コンテンツ作成のご協力のお願い 

平成 28年に「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」が発出され

ましたが、いまだに、企業および医療機関では試行錯誤しながら進めている状況です。特に、

医療機関では就業状況を踏まえたうえで就業上の配慮の提案を事業者に意見書の形で行う

必要がありますが、就業現場の環境や業務内容が十分にわからず何を記載していいかわか

らない、という現状があります。 

私どもは、医療職向けに患者の就業状況が一目でわかる職種ごとの映像コンテンツ（動画

または静止画）を作成し、職種ごとの注意すべき事項を提示する研究を行っております。 

（厚生労働科学研究補助金「医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究

（20JA1006）」及び「中小企業等における治療と仕事の両立支援の取り組み促進のための研

究（19JA1004）」） 

御社の産業保健スタッフおよび担当者に、職種ごとの静止画あるいは動画ファイル

（MPEG4など）の撮影およびその解説文の作成のご協力をお願いできますと幸いです。 な

お、撮影した映像については公開いたしますので、企業秘密が入らない形での提供をお願い

いたします。 

本研究は産業医科大学の倫理委員会および利益相反委員会の承認、及び学長の許可を得

て実施しています。 

本研究の趣旨をご理解いただき、ご協力賜れますようお願いいたします。 

記 

撮影期間：令和●年●月●日～●月●日 

場所：●社 ●●工場 

撮影者：産業医 小倉 康平 

提供物：職種ごとの静止画あるいは動画ファイル（MPEG4など）とその解説文 

提供先：立石清一郎（産業医科大学 両立支援科学 准教授） 

以上 

問合せ先：〒807-8555 北九州市八幡西区医生ヶ丘 1番 1号 

産業医科大学  両立支援科学 立石 清一郎 

tateishi@med.uoeh-u.ac.jp TEL 093-603-1611（8455） 

mailto:tateishi@med.uoeh-u.ac.jp


映像コンテンツの作成方法について 

 医療職向けに患者の就業状況を紹介する映像コンテンツ作成のための研究にご協力いた

だき、誠にありがとうございます。 

本研究における映像コンテンツの作成方法と手順について説明いたします。 

映像の作成を次のように進めてまいります。 

① 産業医巡視等の機会に、事業場の様子や作業の様子を撮影

産業医巡視等の際にデジタルカメラを持参し、実際の作業の様子を小倉が撮影しま

す。遠景で作業姿勢や周囲の環境を、近景で手元の様子や保護具を撮影します。極力

作業の邪魔にならないよう撮影を行いますが、特に近景撮影では作業者に近づくた

め、必要に応じて誘導をお願いいたします。 

② 撮影した映像をテーマごとに選別・編集し仮映像を作成（小倉が編集）

 様々なテーマ（「溶接作業」「騒音環境」など）に沿って①で撮影した素材をもとに

動画を作成し、作業方法や危険有害因子、その対策について説明を加えて映像コンテ

ンツの仮映像を作成します。仮映像の作成はすべて小倉が行い、素材を部外者に提示

することはありません。なおこの時点では設備や製品、作業者の顔などの編集を行い

ません。 

③ 仮映像の内容の確認（御社による内容の確認）

 仮映像の内容を御社で確認していただきます。仮映像に映りこんでいる企業秘密や

個人情報を指摘してください。作業内容や対策の説明についても誤りがないかも確認

してください。ご指摘はアンケート形式で承る方法を考えておりますが、口頭など別

の方法でも結構です。複数の関係者から意見を集める場合は、混乱を防ぐため、各指

摘事項について予め意見を統合していただきますようお願いいたします。 

④ 仮映像の再編集（小倉が編集）

③の指摘事項をふまえて仮映像の編集を行い、完成映像を作成します。編集は主に

背景（機密となる設備や製品）のぼかし、作業者の顔や氏名のモザイク掛け、雑音の

削除、理解を促すためのエフェクトの追加、BGM の追加となります。加えてオープ

ニングとエンドロールの映像を追加します。仮映像の編集（完成映像の作成）はすべ

て小倉が行い、編集中の仮映像を部外者に提示することはありません。 

⑤ 完成映像の確認（御社による最終確認）

 仮映像の内容を御社で確認していただきます（なお産業医科大学に提供する前の最

後の確認となりますのでご注意ください）。編集内容を確認し、不備や追加があれば

指摘してください。ご指摘はアンケート形式で承る方法を考えておりますが、口頭な

ど別の方法でも結構です。複数の関係者から意見を集める場合は、混乱を防ぐため、



各指摘事項について予め意見を統合していただきますようお願いいたします。 

⑥ 産業医科大学に完成映像を提供、産業医科大学の HP へのアップロード

 完成映像を小倉から産業医科大学に提供します。提供された映像コンテンツは産業

医科大学が管理し、両立支援のためのホームページから公開されます。この際、産業

医科大学によってオープニングとエンディングの編集や映像の追加が行われる場合が

ありますのでご了承ください（映像コンテンツの本編に新しい編集が加えられたり、

編集前の状態に戻ったりすることはありません）。 

以上となります。 

①の撮影に必要な期間は産業医巡視時の作業や撮影の状況に応じて決まります。そのた

め各テーマに必要な素材が集まり次第、それぞれ②以降の作成過程へと進みます。②～⑤

のステップごとには 2～4 週間を予定しており、作成過程（作成開始～完成）におおよそ 2

か月を要する見込みです。 

 映像コンテンツの作成方法などについてご不明の点がございましたら次の連絡先までお

問い合わせください。 

小倉 康平 

一般財団法人 君津健康センター 

産業保健部・医務局 

〒299-1141 千葉県君津市君津 1 番地 

Tel. 0439-55-6889  Fax. 0439-55-7190 

E-mail. k-ogura@kimiken.com

御社のご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。 

小倉 康平 



●●株式会社 御中

秘密保持契約書 

1. 私は、●●株式会社●●事業場で、労働安全衛生法第 13 に定める産業医の委嘱業務を実

施するにあたり、以下に例示される情報、その他貴社の経営、営業、技術に関する情報で秘密

とされるものについては、貴社の機密事項としての機密情報であることを認識し、不正に使用

せず、第三者に漏洩しないことを約束します。これは私が貴社の産業医としての委嘱契約を解

除した後も同様とします。

① 製品の企画・研究・開発、実験データ等に関する情報

② 製品の製造技術、設計に関する情報

③ 製品の製造原価、価格設定等に関する情報

④ 製造委託状況に関する情報

⑤ 事業戦略に関する情報

⑥ 顧客、財務、人事に関する情報

⑦ 他社との事業提携に関する情報

⑧ 貴社の子会社、関連会社等に関する情報

⑨ 上記以外の情報で貴社が特に秘密保持対象として指定した情報

⑩ その他、上記に準じ貴社にとって秘密とされる情報

 なお例外的に、第三者への貴社の情報開示を要望する場合は、下記 3 の手続きに従って、

貴社に照査、了承を得た場合にのみ、情報の開示を行うことを約束します。また開示された情

報またはその加工物によって生じた損害については、貴社に責任は無いものとし、私が責任を

もって対応します。 

2. 私は、産業医の委嘱業務中に入手した貴社書類、図面、写真、サンプル、電磁的・光学的記

録媒体、その他情報を記載または記録するもの等の各資料は大切に保管することを約束し、

特に第 1 条に規定された秘密情報に関するものは第三者に開示しません。またこれら各種資

料は、私が貴社の産業医としての委嘱業務を解除した場合は、すべて貴社に返却または破棄

します。

3. 私は、下記要件をすべて満たした場合に限り、第三者への貴社情報開示を行います。

① 情報を開示する目的、開示先を明らかにし、貴社に承認を得る。

② 開示を要望する情報（上記 1 の情報、または 2 の情報を記録するもの）は、事前に貴社に

て照査、承認を得る。なお、ここでいう情報は、貴社で入手した情報をもとに、情報を加工

したものを含む。

4. 私は、上記 1から 3のいずれかに違反した場合は、私に法的な責任が生じることを十分に理解

し、それにより貴社が被った損害を賠償することを約束します。

  年 月 日 

所 属 

氏 名 印 



仮映像についてご意見のお願い 

 医療職向けに患者の就業状況を紹介する映像コンテンツ作成のための研究にご協力いた

だき、誠にありがとうございます。映像の作成を次のように進めております。 

① 産業医巡視等の機会に、事業場の様子や作業の様子を撮影（小倉が撮影）

② 撮影した動画をテーマごとに選別・編集し仮映像を作成（小倉が編集）

③ 仮映像の内容の確認（御社による内容の確認）

④ 仮映像の修正、企業秘密や個人情報の削除（小倉が再編集）

⑤ 完成映像の確認（御社による最終確認）

⑥ 産業医科大学に完成映像を提供、産業医科大学の HP へのアップロード

 この度、御社で撮影させていただいた動画・静止画をもとに、業務紹介のための仮映像

を作成いたしました（上記②の段階）。つきましては御社の業務内容、機密事項、従業員

の個人情報等についてご確認いただき、映像の編集や削除、解説文の加筆や修正、および

その他のご要望についてご意見を頂戴したく存じます。ご多忙中大変恐縮ですが、本アン

ケートにご回答いただけますと幸甚に存じます。

君津健康センター 

小倉 康平 

以下の各質問について、当てはまるものすべてに ☑ をお願いいたします。 

また修正等が必要の際は、次の例を参考に具体的なご要望をお書きください。 

例）45 秒～50 秒に映っているヘルメットの名前にモザイクをかける 

1. 業務の内容（映像の大まかな流れ）について

☐特に指摘すべき事項はない

☐業務の内容に修正が必要である

☐安全衛生の内容に修正が必要である

具体的なご要望 



2. 機密事項、従業員の個人情報について

☐特に指摘すべき事項はない

☐機密に関する内容に修正が必要である

☐個人情報に関する内容に修正が必要である

具体的なご要望 

3. 御社の社名をエンドロールに記載いたしますか？

☐社名を記載する

☐社名を記載しない

☐エンドロールの内容について他の修正が必要である

具体的なご要望 

4. その他のご要望について

☐他に要望事項はない

☐他の要望事項がある

具体的なご要望 

貴重なご意見をありがとうございました。ご意見をもとに仮映像の編集を進めさせてい

ただきます。 



完成映像についてご意見のお願い 

 医療職向けに患者の就業状況を紹介する映像コンテンツ作成のための研究にご協力いた

だき、誠にありがとうございます。映像の作成を次のように進めております。 

① 産業医巡視等の機会に、事業場の様子や作業の様子を撮影（小倉が撮影）

② 撮影した動画をテーマごとに選別・編集し仮映像を作成（小倉が編集）

③ 仮映像の内容の確認（御社による内容の確認）

④ 仮映像の修正、企業秘密や個人情報の削除（小倉が再編集）

⑤ 完成映像の確認（御社による最終確認）

⑥ 産業医科大学に完成映像を提供、産業医科大学の HP へのアップロード

 この度、御社のご指摘をふまえ仮映像を再編集し完成映像を作成いたしました（上記④

の段階）。つきましては御社の機密事項、従業員の個人情報等について最終確認をお願い

いたします。編集の追加、産業医科大学への提供の可否、提供にあたってのご不明点など

ご意見を頂戴したく存じます。ご多忙中大変恐縮ですが、本アンケートにご回答いただけ

ますと幸甚に存じます。 

君津健康センター 

小倉 康平 

以下の各質問について、当てはまるものすべてに ☑ をお願いいたします。 

また再編集等が必要の際は、次の例を参考に具体的なご要望をお書きください。 

例）45 秒～50 秒に映っているヘルメットの名前にモザイクをかける 

1. 業務の内容、機密事項、従業員の個人情報について

☐特に指摘すべき事項はない

□業務の内容に再編集が必要である

☐機密に関する内容に再編集が必要である

☐個人情報に関する内容に再編集が必要である

具体的なご要望 



2. エンドロールにの再編集について 

☐特に指摘すべき事項はない 

□エンドロールの内容について再編集が必要である 

 

具体的なご要望 

 

 

 

 

 

 

3. 産業医科大学への提供の可否について 

☐現時点で提供可能である 

☐上記の再編集について確認が終われば提供可能である 

□提供にあたり再度確認したい事項がある 

 

具体的なご要望 

 

 

 

 

 

貴重なご意見をありがとうございました。御社のご要望を最優先に産業医科大学への提

供を進めてまいります。 



令和２年度 厚生労働科学研究費補助金 分担研究報告書 

医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究 

主治医が患者の就業配慮を検討しやすくなる両立支援ツールの開発 

 

研究代表者 立石 清一郎（産業医科大学 医学部 両立支援科学 准教授） 

研究分担者 原田 有理沙（産業医科大学 医学部 両立支援科学 助教） 

研究分担者 金城 泰幸（産業医科大学 医学部 産婦人科学） 

研究要旨： 

医療機関で実践される治療と仕事の両立支援は、症状・治療の状況及び具体的な作

業内容を収集し医学的な評価を行ったうえで、就業上の意見を検討することが必要で

ある。しかしながら、医療職は限られた診療時間で主治医意見書を作成せざるを得ず、

作業内容の情報を十分に取得することが困難であることが主要因として、就業上の意

見に過不足などが発生し、意見書作成の意図が事業者に十分に伝わらないケースが散

見されている。医療職は症状・治療に関するスペシャリストであることから、症状・

治療などから紐づく就業配慮のいくつかの典型例が示されることで適切な意見書を作

成しやすくなる可能性がある。本研究では、意見書に記載されるべき内容として、仕

事によって病勢悪化の恐れがある症状（類型 1型；藤野、産衛誌、2012）、あるいは、

事故・災害を引き起こす可能性のある症状（類型 2 型；同）と定義して、配慮が必要

となりうる作業を抽出し、症状毎に整理して症状と作業のマトリクス表を作成した。

マトリクス表に関して、内容や運用方法について、産業医科大学病院医師にインタビ

ューを行い、得た意見をマトリクス表に反映させた。「意見書に記載する例文があると

良い」という意見も上がったため、次年度では例文を追加して症状別配慮集を完成さ

せる予定である。 

研究協力者 橋本 博興（産業医科大学病院 両立支援科） 

 

Ａ．目的 

 医療機関で実践される治療と仕事の両

立支援は、症状・治療の状況及び具体的

な作業内容を収集し医学的な評価を行っ

たうえで、就業上の意見を検討すること

が必要である。しかしながら、医療職は

限られた診療時間で主治医意見書を作成

せざるを得ず、作業内容の情報を十分に

取得することが困難であることが主要因

として、就業上の意見に過不足などが発

生し、意見書作成の意図が事業者に十分

に伝わらないケースが散見されている。

医療職は症状・治療に関するスペシャリ

ストであることから、症状・治療などか

ら紐づく就業配慮のいくつかの典型例が

示されることで適切な意見書を作成しや

すくなる可能性がある。 そこで、本分

担研究では、主要な症状の整理と、病状

によって配慮が必要となる作業の整理、

意見書に記載されるべき配慮事項を検討



できるツールを作成することを目的とし

た。 

 

Ｂ．方法 

 研究分担者と研究協力者によって協議

を行い、意見書に記載されるべき内容と

して、仕事によって病勢悪化の恐れがあ

る症状（類型 1型；藤野、産衛誌、2012）、

あるいは、事故・災害を引き起こす可能

性のある症状（類型 2 型；同）と定義し

た。 

①研究分担者と研究協力者によって、

国際疾病分類第 10 版（ICD-10）第 18 章

R00-90「症状、徴候および異常臨床所見・

異常検査所見で他に分類されないもの」

の中から配慮が必要な症状の抽出を行い、

その他に必要と考えられる症状を追加し

た。 

②研究分担者と研究協力者によって配

慮が必要な作業の抽出を行い、症状と作

業のマトリクス表を作成した。作成した

マトリクス表は同研究班の担研究者５名

に妥当性を確認した。 

③作成した症状と作業のマトリクス表

に関して、産業医科大学病院の医師（産

業医経験 2 年以上）に診療科ごとにイン

タビューを行った。インタビューでは、

下記 2つの項目に関して意見を聴取した。 

１）ツールの内容：臨床現場用語の確

認・整理、必要な症状の過不足、症状別

の配慮すべき作業の過不足、 

２）ツールの運用：臨床現場で医師が

ツールを利用しやすいか、 

得られた意見はマトリクス表に反映さ

れた。 

 

Ｃ．結果 

①配慮が必要な症状として計 42症状を

抽出した。症状の内訳は、ICD-10 第 18

章 R00-90 から 25 症状を抽出し、ICD-10

の他の章から 7 症状、身体障害者障害程

度等級表から身体障害 14症状、特定の状

態として 6症状を追加した。 

②配慮が必要な作業として計 14作業を

抽出した。作業の内訳は、高負荷作業 11

作業、危険作業 3作業を抽出した。 

抽出した症状と作業のマトリクス表を作

成し、配慮が必要な症状と作業の組み合

わせをマーキングした。 

 ③作成したマトリクス表に関して産業

医科大学病院 21診療科（膠原病リウマチ

内科・内分泌代謝糖尿病内科、循環器内

科・腎臓内科、消化器内科・肝胆膵内科、

血液内科、呼吸器内科、脳神経内科、神

経精神科、小児科、消化器・内分泌外科、

呼吸器・胸部外科、脳神経外科、整形外

科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、放射

線科、リハビリテーション科、両立支援

科、総合診療科）の医師 31名に診療科ご

とにインタビューを行った。インタビュ

ーで得られた意見をマトリクス表に反映

させ、症状別配慮集 ver1.0とした。 

インタビューで得られた主な意見は以下

の通りである。 



１）ツールの内容： 

膠原病リウマチ内科・内分泌代謝糖尿病

内科 

 リウマチは就労世代である 40-50 代

に好発する。関節痛がひどいために仕

事を辞めたほうがよいか患者から尋

ねられることがある。生物学的製剤に

より 1、2 ヶ月で症状が改善すること

がある。 

 SLEは 20-30代に好発し、長期入院が

必要である。ステロイド治療により筋

力低下をきたすことがある。 

 糖尿病患者では、仕事の影響でインス

リン自己注射を昼間に打てないこと

がある。 

循環器内科・腎臓内科 

 循環器領域で配慮が必要である主な

症状として以下の 3 つが挙げられる。 

① 開心術後：手を着く動作や重量物運搬

作業を避ける必要がある。 

② 心不全（低左心機能）：運動耐容能に

合わせた活動制限が必要。 

③ デバイス植込後：ペースメーカーは原

則として車の運転は可能だが、ICDで

は運転不可となり、電磁干渉のある作

業（溶接など）は避けることが必要。 

 心筋梗塞は心不全症状がなければ配

慮不要で就労可能。 

 「心拍の異常」は「不整脈」の方が理

解しやすい。不整脈には心房細動等も

含まれるが、心房細動では配慮はほぼ

不要と考えられる。 

 「重筋作業」は医師にとっては馴染み

がないが、字を見れば意味は類推でき

る。「重筋作業」と「心肺負荷作業」

は等張運動と等尺運動という違いが

あるのだろう。 

 心肺負荷作業は METs で評価可能だが、

重筋作業は評価困難である。 

消化器内科・肝胆膵内科 

 がん性疼痛に対して使用するモルヒ

ネの影響で、ふらふらすると訴える患

者さんがいる。 

 肛門周囲膿瘍では肛門痛があること

があり、円座を使うなど工夫している

患者さんもいる。暑熱作業で汗をかく

と増悪する可能性がある。 
 時間外勤務が可能かどうか事業場か

ら尋ねられることが多い。 
血液内科 

 頻度の高い症状としては貧血が挙げ

られる。 
 出血性病態では、転倒や打撲は避けた

いため危険な機械操作で怪我のリス

クがあれば避ける必要があるかもし

れない。振動作業の影響も考慮する必

要がある。 
 抗癌剤の副作用として末梢神経障害

は頻度が高い。しびれがあるとパソコ

ン作業などがやりづらくなる。 
 抗癌剤の副作用で脱毛は外見の変化

から心理的な問題になる。カミングア

ウトしないケースでは慎重な対応が

必要となる。抗癌剤の副作用で、皮膚

が黒く変色することもある。 
 「皮膚感覚障害」は「しびれ」の方が

イメージしやすい。 
 「出血性病態」は「出血傾向」と患者

に説明することが多い。 
 易感染性では、生の食品やカビに注意

するよう指導している。 
呼吸器内科 



 受診する患者数は肺炎が多く、復職後

は再燃の有無を確認している。 
 肺がんの患者では stage3,4 に対して

化学療法を行うことが多く、完治が見

込めないことも多い。化学療法は月 1
回外来で行うことが多い。薬剤変更時

は入院で行う。化学療法の副作用が重

度の場合は入院加療が必要。副作用は

倦怠感の頻度が高い。 
脳神経内科 

 扱う症状は運動麻痺の頻度が高い。 
 「認知機能障害」は職場での合理的な

配慮が必要。 
 運動機能障害（異常不随意運動、歩行

の異常、運動失調）では立位作業や重

筋作業も程度によって困難なことが

ある。振動作業も体力的に難しいこと

が考えられる。 
 「けいれん」では危険業務は避けたほ

うが良い。コントロールが良い人では

配慮が不要となることもある。 
 視覚障害も視神経炎などで起こりう

る。 
 高用量ステロイド内服中の患者で易

疲労性や免疫力の低下のために勤務

時間制限となった事例がある。 
 重症筋無力症や CIDP など、長期に

渡って定期的に治療が必要な病態が

あり、職場への情報提供が必要な状況

もありえる。 
神経精神科 
 神経精神科の症状は発達障害を除い

て大別すると、「睡眠障害」、「不安障

害」、「気分障害」、「認知機能障害」。 
 集団でのコミュニケーションが苦手

な患者もいる。 
 症状の程度により配慮内容も大きく

変わることが想定されるため、一律に

作業との対応を決めることは困難で

ある。 
 「てんかん」はコントロール良好であ

れば就業に大きな問題はない。 
小児科 

 「不整脈」に関して、QT 延長症候群

ではマラソンや水泳を禁止する。 
 夜尿症は小学校高学年くらいまで継

続することがあり、修学旅行等で配慮

が必要となる。教師が夜間定期的に患

者を起こしてトイレに行かせるケー

スもある。 
 「睡眠障害」では睡眠リズムの障害で

午睡する子供がいる。昼寝をするなど

して対応することがある。 
 「構音障害」のある子供などは療育セ

ンターに通うが、センター側の支援資

源が少ないため月一回となることが

多く、それ以外の日は一般の小学校で

対応が必要になることがある。 
 「けいれん」に関して、5 歳以下で熱

性けいれんが起きる。幼稚園などで起

きると対応が大変であるが、夜間に起

きることが多い。治療薬であるジアゼ

パム座剤は、鎮静作用によりけいれん

が起きているのかわかりにくくなる

などの理由から、処方するかどうかに

は地域差がある。 
 「高血糖」に関して、糖尿病患者では

インスリンポンプ療法を用いること

があり、食べる量に合わせてインスリ

ン量を調節する必要がある。ポンプが

詰まってしまうと緊急対応が必要に

なる。 
 「出血傾向」に関して、血友病患者で

はある特定の動きによって出血しや

すい。出血時には止血薬（自己注射）

を使用する。小学生くらいからは自己



注射の練習をする。自己注射薬は高価

であり、壊されないように注意が必要。 
 「呼吸器機能障害」に関しては喘息の

頻度が高い。中学生男子に好発する運

動誘発性喘息では運動を避ける必要

があり、周囲から怠けていると思われ

ないように配慮が必要である。 
 「小腸機能障害」に関して、クローン

病患者では給食が食べられないため、

プロテインドリンクを持参すること

がある。 
消化器・内分泌外科 
 分食をする患者では、食事の摂り方に

配慮が必要。 
 「排便回数増加」では、腹圧がかかる

と排便につながるため重筋作業は配

慮が必要と考えられる。 
 「ストーマ」は「ぼうこう又は直腸の

機能障害」と同様の状態を意味する。 
 「時間的拘束のある作業」に対する配

慮も考慮される。 
呼吸器・胸部外科 

 「胸部術後」に対しても配慮が必要と

考えられ、胸部術後では末梢神経障害

性疼痛が特徴的。肺切除後では、心肺

負荷作業で配慮が必要。創部離開にも

注意が必要。 
 EGFR チロシンキナーゼ阻害薬の副

作用に皮疹があり、見た目への配慮が

必要なことがある。その他の副作用に

食欲不振や下痢がある。 
脳神経外科 

 頻度の高い症状は運動麻痺である。運

動麻痺では、健側に負荷がかかり疲労

しやすい。 
 頭蓋内圧亢進により脳出血・腫瘍内出

血の発症リスクが上がる。頭蓋内圧が

亢進する作業は重筋作業などが挙げ

られる。 
 脳血管障害に対しても血圧の変動は

避けることが望ましい。 
 脳梗塞に対しては脱水に注意すべき

であり、十分な水分補給が望ましい。 
 「けいれん」では危険作業は避ける必

要がある。 
 「失語」があると緊急事態時に周囲へ

伝えることができないため注意が必

要である。 
 脳外科領域で用いるデバイスは髄液

シャントデバイスがある。磁力で操作

するが、最近のデバイスは磁力がかか

っても動かないようにロックがかか

るようになっているので特別な注意

は不要と考えられる。 
 脳卒中患者は脳神経外科で治療後に、

リハビリテーション科で治療される

ことが多い。 
整形外科 

 整形外科領域で頻度の高い症状は、関

節痛、腰痛症、肢体不自由、松葉杖の

使用など。 
 荷重制限が必要となる病態が多く、避

けるべき作業としては立位作業、重筋

作業に加えて、長時間の歩行を伴う作

業。歩行がどの程度可能であるかは個

人差が大きい。 
 コルセット装着状態に対しても配慮

が必要となりうる。 
 ヘルニアは、手術した場合は就労に特

に問題ないが、痛みが出る作業がある

場合は避けるほうがよい。 
 姿勢が長時間拘束される作業も負担

になるため配慮を要しうる。 
皮膚科 

 治療と仕事の両立支援は個別性が大

変高いため、1対 1対応のようなツー



ルを作ることは困難である。 

 患者のニーズからスタートすること

を示す。導入が大切である。 

 介入ポイントや順序を示すフローの

方が有用ではないか。 

泌尿器科 

 泌尿器科でも「腹部術後」の配慮は必

要である。 
 「無尿及び乏尿」は重症のため働けな

い状態である。 
 「多尿」（尿崩症）よりは「頻尿」（失

禁）に対しての配慮が必要と考えられ

る。 
産婦人科 

 急性で治療が必要な症状は除外され

ているが、復職できる症状もあると考

えられる。 
 産婦人科では、治療後の合理的な配慮

が必要となるケースが多い。 
 貧血については、血液検査値が低値で

あっても症状に乏しいケースもある。 
 「月経随伴症状」が過多月経や不正出

血を含む言い回しである 
放射線科 

 放射線治療はがん患者に対して行う。

毎日通院するため時間の確保が必要

である。 
 高負荷作業・危険作業は製造業のイメ

ージが強く、その他のサービス業など

では配慮が不要と捉えられる恐れが

ある。 
 放射線治療の合併症は皮膚炎の頻度

が高いが、皮膚炎による就労への影響

は少ない。 
 治療法と作業の組み合わせで整理し

てもよいと考えられる。 
リハビリテーション科 

 身体障害者手帳の身体障害の項目は

身体障害者福祉法の規定する指定医

でないとわからない。身体障害者手帳

は改善しないことが前提で発行され

る。 
 筋力低下や持久力低下による業務困

難性も想定される。 
総合診療科 

 症状が固定していないときの情報の

伝え方には工夫が必要と考えられる。 
 定年延長により、高齢者の健康問題に

対する両立支援のニーズが増加する

ことが予想される。 

両立支援科 

 騒音環境×血圧、小麦粉じん・化学物

質×喘息、暑熱環境・線維×皮膚疾患、

等の作業関連疾患についての記載が

あってよいのではないか。 
 悪化させないだろうか（類型 1）、で

きるだろうか（類型 2）の観点が重要

である。 

 企業からは「〇歩まで歩いていいか」

というニーズがある 

 作業については、自社の業務の作業負

荷についてリストアップできている

産業医に聞いた方がよい。 

 屋外作業・呼吸用保護具着用作業につ

いても考慮が必要である。 

 

２）ツールの運用： 

 両立支援に不慣れな医師が、スクリー

ニング目的でツールを使用できるこ

とはメリットがあると考えられる。 
 個々の症例によって状況は多岐にわ

たるため、症状別配慮集のみで対応で

きない状況も想定される。 
 個別性が高い病態では主治医と産業

医が連携することが重要である。 



 配慮内容の重み付けの違いごとに、症

状別配慮集に記載する記号を変える

など工夫ができると良いと考えられ

る。 
 意見書の例文が記載されていると、意

見書作成時に参考になる。 
 症状別配慮集は診療科を限定しない

ツールになっているため、各診療科で

の使いやすさに対しての工夫がある

とよいと考えられる。 
 作業が列挙されたリストさえあれば

本人の状態と照らし合わせることで、

配慮が必要かどうかは主治医が判断

できると考えられる。 
 症状別配慮集についての解説書が必

要と考えられる。 
 症状別配慮集では症状が抽出されて

いるが、疾患に関しての意見が必要と

考える医師もいると考えられる。 
 疾患→症状→業務困難性の流れがあ

り、この流れの一部を省略すると、配

慮が必要な理由を事業者側が理解で

きない可能性があると考えられる。 
 重症度を分類して整理しないと抽象

的になってしまい、使い勝手が悪くな

ると考えられる。 
 作業についても、より細分化したほう

が使い勝手が良くなると考えられる。 
 医師は診断名から配慮内容を考える

ことが一般的である。一方で、両立支

援コーディネーターは患者の訴えを

重要視しがちであるという意味では

症状から考えるとわかりやすいと考

えられる。 
 高負荷作業や危険作業に従事する労

働者の人数がわかると、問診時の参考

になると考えられる。 
 例えば、睡眠障害のある人が低温環境

で作業すること自体で病態が悪化す

ることはないかもしれないが、作業中

に寝てしまうという危険性はあるか

もしれない。症状別配慮集に配慮の検

討が必要と記載されていなければ安

全だと捉えられる可能性がある。 
 

D．考察 

 次年度は、症状と作業の組み合わせご

とに配慮内容の例文を追加予定である。 

 

Ｅ．引用・参考文献 

 事業場における治療と仕事の両立支

援のためのガイドライン（厚生労働

省・令和 3年 3月改訂版） 

 企業・医療機関連携マニュアル（厚生

労働省・令和 3年 3月改訂版） 

 

G．学会発表 
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図１．症状別配慮集 ver1.0

症状別配慮集

ICD10大項目
ICD10
小項目

症状

立
位
作
業

重
筋
作
業

暑
熱
作
業

低
温
作
業

粉
じ
ん
作
業

振
動
作
業

有
害
化
学
物
質
取
扱

作
業

病
原
体
感
染

の
あ
る
作
業

心
肺
負
荷
作
業

一
人
作
業

高
所
作
業

危
険
な
機
械
操
作

・
自
動
車
運
転

火
気
取
扱
作
業

循環器系及び呼吸器系に関する症状及び徴候 R00 不整脈 ✓ ✓ ✓
R060 呼吸困難 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓

消化器系及び腹部に関する症状及び徴候 R15 排便回数の増加 ✓ ✓ ✓
R17 黄疸 ✓ ✓

皮膚及び皮下組織に関する症状及び徴候 R20 しびれ ✓ ✓
神経系及び筋骨格系に関する症状及び徴候 R25 異常不随意運動 ✓

R27 運動失調 ✓ ✓
腎尿路系に関する症状及び徴候 R35 頻尿
認識，知覚，情緒状態及び行動に関する症状及R400 睡眠障害 ✓ ✓ ✓

R41 認知機能障害 ✓ ✓ ✓
R42 めまい ✓
R45 気分障害 ✓ ✓ ✓
R51 頭痛 ✓ ✓ ✓
R55 失神 ✓ ✓ ✓
R56 けいれん ✓ ✓ ✓
R600 限局性浮腫（上肢） ✓
R600 限局性浮腫（下肢） ✓
R601 全身性浮腫 ✓

R以外 D690 出血傾向 ✓
D89 易感染性 ✓
E162 低血糖症 ✓ ✓ ✓
F419 不安障害 ✓ ✓ ✓
G479 睡眠障害 ✓ ✓
I730 レイノー＜Raynaud＞症候群 ✓ ✓ ✓
M255 関節痛 ✓
M5456 腰痛症 ✓

身体障害 視覚障害 ✓
聴覚障害
平衡機能障害
音声機能、言語機能又はそしゃく
機能の障害
肢体不自由（上肢） ✓ ✓
肢体不自由（下肢） ✓ ✓
肢体不自由（体幹） ✓ ✓
心臓機能障害 ✓ ✓
じん臓機能障害 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
呼吸器機能障害 ✓ ✓ ✓ ✓
ぼうこう又は直腸の機能障害
小腸機能障害 ✓ ✓ ✓ ✓
ヒト免疫不全ウイルスによる免疫
機能障害
肝臓機能障害 ✓ ✓ ✓ ✓

特定の状態 胸部術後 ✓ ✓
腹部術後 ✓
松葉杖等の使用 ✓ ✓ ✓ ✓
車椅子 ✓ ✓ ✓ ✓
植込み型除細動器 ✓
在宅酸素療法 ✓ ✓ ✓ ✓
透析 ✓ ✓ ✓
ストーマ

高負荷作業 危険作業

 



令和２年度 厚生労働科学研究費補助金 分担研究報告書 

医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究 

意見書を作成する医療面接の教育コンテンツ作成 

研究分担者 森 晃爾  産業医科大学 産業生態科学研究所   教授 

研究分担者 永田昌子  産業医科大学 産業生態科学研究所   学内講師 

研究分担者 原田有理沙 産業医科大学 医学部 両立支援科学  助教 

研究要旨： 

本分担研究では、両立支援を多くの医療者の実践を促すために、医療者への教育資

料を作成することを目的とした。 

両立支援の重要性が注目され、医療機関では両立支援が求められている。しかし、

両立支援に関する体系的な教育等の機会はなく、また仕事の話を面接した経験がない

ため、両立支援に必要な職場情報等の取得などは容易ではない。そのため、面接の主

要な目的である診断や治療に関することが優先されてしまう現状がある。 

 そこで、本分担研究では、実際に意見書作成のための医療面接の教育コンテンツ

を作成することとした。研究班メンバー等で議論を重ね検討し意見書作成に必要な 3

要素として、以下３つそれぞれに盛り込むべき項目を抽出した。１）良好なコミュニ

ケーション形成、２）医療情報取得、３）職場情報取得。撮影されたビデオについて

は以下のものについて限定公開を行っている。 

① 両立支援の良好面接事例 

https://youtu.be/Z9jbJ2SSIbY 

② 両立支援の改善すべき面接事例 

https://youtu.be/bI6BteKJD3M 

両立支援の標準的な診察風景を撮影することができ、両立支援のイメージを医療職に

伝えやすくなったと考えられる。北九州や鹿児島、兵庫での医療機関向けの研修会で

取り上げてみたが、医療職からの評価は狙い通りのものが得られた。 

次年度は、他疾患を取り上げるバージョンを作成しさらに両立支援のイメージがわく

ようなコンテンツを作成していく。 

研究協力者 

平田 敬治 産業医科大学 医学部 第 1外科  教授 

橋本 博興 産業医科大学病院 両立支援科   医師 

 

https://youtu.be/Z9jbJ2SSIbY
https://youtu.be/bI6BteKJD3M


Ａ．目的 

 両立支援の重要性が注目され、医療機関

では両立支援が求められている。しかし、両

立支援に関する体系的な教育等の機会は

なく、また仕事の話を面接した経験がないた

め、両立支援に必要な職場情報等の取得

などは容易ではない。そのため、面接の主

要な目的である診断や治療に関することが

優先されてしまう現状がある。 
 そこで、本分担研究では、実際に意見書

作成のための医療面接の教育コンテンツを

作成することとした。 
 
Ｂ．方法 
 研究分担者と研究協力者で協議し、映

像コンテンツの対象者、目的、内容につ

いて協議した。複数回協議し、意見書作

成に必要な 3要素として、「良好なコミュ

ニケーション」、「医療情報取得」、「職場

情報取得」に着目した。コミュニケーシ

ョン要素は、「治療と就労の両立支援マニ

ュアル（労働者健康安全機構）」などを参

考に主に実務に携わる研究班メンバーで

議論を重ね重要な要素を選定した。医療

情報取得、職場情報取得については、産

業医科大学病院・両立支援科・外来医師 4

名のヒアリングより盛り込むべき項目を

抽出した。抽出した項目をもとに、シナ

リオを作成した。シナリオをもとに映像

コンテンツを作成後、複数の協力者に意

見を求め、適宜修正を行った。 

 また、映像に説明を盛り込んだテロッ

プバージョンも作成した。 

 

Ｃ．結果 

•  意見書作成に必要な 3 要素とし

て、以下３つそれぞれに盛り込む

べき項目を抽出した。 

１）「良好なコミュニケーション」オ

ープンな質問からスタートする。 

• まずはじっと患者の言葉に耳を傾

ける 

• 受容的に接する 

• その人への関心を示す、知ろうと

する姿勢で聴く 

• 患者や家族の気持ちや気がかりを

受容的に受け止める 

• わかりやすい言葉を心がける 

• 患者の話した言葉を言い換えて、

理解したことを伝える 

• 心配なこと、困っていることを聞

く 

• 一方的に決めつけずに、少しずつ

質問に焦点を絞って確認していく 

「医療情報取得」 

• 症状が影響を与えそうな状況がな

いか確認する 

「職場情報取得」 

• 勤務情報提供書をもとに、仕事の

内容を確認する 

• 作業内容（動作）を確認する 

• 高負荷作業は、特に確認する 

• 危険作業については、特に確認す

る 



• 就労時間・作業時間を確認する 

• 上司や同僚といった職場環境を確

認する 

• 職場に利用できる制度があるか確

認する 

ビデオについては以下のものについて限

定公開を行っている。 

① 両立支援の良好面接事例 

https://youtu.be/Z9jbJ2SSIbY 

 

② 両立支援の改善すべき面接事例 

https://youtu.be/bI6BteKJD3M 

 

 

D．考察 

両立支援の標準的な診察風景を撮影する

ことができ、両立支援のイメージを医療

職に伝えやすくなったと考えられる。北

九州や鹿児島、兵庫での医療機関向けの

研修会で取り上げてみたが、医療職から

の評価は狙い通りのものが得られた。 

次年度は、他疾患を取り上げるバージョ

ンを作成しさらに両立支援のイメージが

わくようなコンテンツを作成していく。 

 

Ｅ．引用・参考文献 

・がんに罹患した労働者に対する治療と

就労の両立支援マニュアル（独立行政法

人・労働者健康安全機構・平成 29年 3月） 

 

 

https://youtu.be/Z9jbJ2SSIbY
https://youtu.be/bI6BteKJD3M


資料１ 動画設定 

かばしまさん 42歳 男性
• 診断名）大腸がん ステージⅢa
• 仕事） 情報誌製作会社 正社員 営業リーダー
• 家族） 妻（専業主婦）
• 場面）
１か月前に入院、手術（人工肛門不要）を受けた。
入院前から休職している。
これから6か月継続する補助化学療法（XELOX療法）がはじまります。
参考：XELOX療法 21日（3週）を1サイクルとして 8 サイクル（６か月）

• 内服；カペシタビン（1000mg/m2）1日2回、1–14日
• 点滴；オキサリプラチン（130mg/m2）1日目（2時間）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

内服 夕 朝 夕

点滴 2H 2H 

1C 2C

 

前半の動画

 



• 補助化学療法（XELOX療法）が始まりました。

• １週間後、抗がん剤１回目
点滴後、吐き気やだるさを特に強く感じました。

• ４週間後、抗がん剤２回目
下痢症状が出現しました。
食欲も減ってきました。

• ７週間後、抗がん剤３回目
手足のしびれは徐々に強くなってきました。
抗癌剤を減量することになりました。
また、ハンドクリームなどの対症療法を始めました。

 

• 10週間後、抗がん剤４回目
しびれの症状は和らぎました。
点滴直後の吐き気・だるさ・下痢の症状が出てくる
タイミングがわかるようになりました。
採血（白血球・血小板）の結果も異常がないようです。

抗がん剤は残り４回です。
仕事をしながら治療を受けたい気持ちになりました。

職場に記載してもらった勤務情報提供書を
持参しました。

 



後半の動画

 



両立支援　良好面接

人 内容 最終テロップ　3/8 テロップ
(ポイント）

コミュニ
ケーション

医療情報取
得

職場情報取
得

意見書作成

1

先生 かばしまさん無事に手術終わりましたし、
手術前にお話ししていた通り、これから化学療法に入っていきます。
まず化学療法のスケジュールや副作用について説明させてください。

2 （治療の説明：場面の省略）
3 先生 これまでの説明で気になっていた点や、わからない点ありませんか。

4
労働
者

そうですね。
今説明された副作用とか、結構きついんですかね。

5
先生 個人差があるので確定的なところは言えませんが、それほど症状が強くない方

が多い印象ですけどね。

6
労働
者

そうですか。まあ頑張ってみようと思います。

7
先生 その他ご質問は無いですか。

何かありましたら、あとでも結構ですので仰ってください。

8
労働
者

はい。ありがとうございます。

9

先生 では、頑張りましょう。
そう言えば、かばしまさん、お仕事はどうでしょうか。

仕事についてたず
ね、支援が必要かど
うか確認する。
オープンな質問から
スタートする。

オープンな
質問からス
タートす
る。

仕事につい
てたずね、
支援が必要
かどうか確
認する

10

労働
者

え、仕事ですか。
いや、仕事に早く復帰したいんですけど、先生そんなことも相談にのってくれ
るんですか。

11
労働
者の
妻

お父さん、今生きるか死ぬかって話なんだから、仕事の話なんてやめてよ。
先生、お忙しいんだから。

12

先生 今はですね、治療と仕事の両立支援といって、医者も患者さんの仕事への復帰
に関わっていく時代なんですよ。
今、かばしまさんのお仕事について詳しくお伺いさせていただき、治療にどう
反映していくかということを考えなきゃいけないタイミングな気がします。

かばしまさん。改めてですけども、職場にこの「勤務情報提供書」を書いても
らって持ってきて頂けますか。
次回外来の際に、頂いた情報を元に、かばしまさんのお仕事についてご相談し
ましょう。

勤務情報提供書で、
仕事に関する情報を
取得する

勤務情報提
供書で、仕
事に関する
情報を取得
する

13
労働
者

わかりました。よろしくおねがいします。

14 （日を改めて、次の通院日）

15

先生 （診察風景：省略）
・・・・では、頑張りましょう。
お仕事の件ですが、その後職場と連絡取れましたか。

16
労働
者

はい。前回頂いた「勤務情報提供書」を職場と相談して書いてきました。
（渡す）

17
先生 （受け取る）

「勤務情報提供書」の作成をありがとうございました。

18

労働
者

治療のめどがついたら、仕事のことが急に心配になって、焦ってきてしまっ
て・・・。
新しい人も入職したっていうし、担当していた案件も気になってきて、（すこ
し続く）

19

先生 （しばらく聞く）
そうですよね、心配ですよね
（間を置く）
お仕事をどうしていくか、一緒にしっかり相談していきましょう。

まずはじっと患者の
言葉に耳を傾ける
受容的に接する

まずはじっ
と患者の言
葉に耳を傾
ける
受容的に接
する

20

先生
お仕事は営業をされているのですね。

勤務情報提供書をも
とに、仕事の内容を
確認する

勤務情報提
供書をもと
に、仕事の
内容を確認
する

21
労働
者

そうです。

22

先生 具体的な仕事の内容を教えてもらえますか？ その人への関心を示
す、知ろうとする姿
勢で聴く

その人への
関心を示
す、知ろう
とする姿勢
で聴く

23

労働
者

広告会社の営業になります。1日に５〜１０社程度訪問して、広告立案や事業
のコンサルテーションを行います。パソコンを使って資料を作成したり、相手
方との打合せになりますね。

24
先生 営業先では座って話をする感じなんですかね、立って話をするんですかね。 作業内容（動作）を

確認する
作業内容
（動作）を
確認する

25
労働
者

基本的には座って話をすることが多いですね。

26

27

労働
者

営業先から戻ると、デスクワークが発生するんですが、そこから先はある程度
役割分担がされてて、
チームでWEBデザインを作っていくという、そういう仕事になっています。

28

先生 今お話をして頂いた限り、基本的にはデスクワークで、
重たいものを持ったり、ずっと立ちっぱなしだったり、暑いところで作業した
り、はしないんですね。

高負荷作業は、特に
確認する

高負荷作業
は、特に確
認する

29
労働
者

はい

30
先生 勤務時間は、長くなりがちだったり、夜になりがちだったりしますか。 就労時間・作業時間

を確認する
就労時間・
作業時間を
確認する

31

労働
者

うーん、営業は確かに相手の都合に合わせた勤務になりがちで、その後も、社
に戻ってする後処理もあって。

32

労働
者の
妻

（心配そうにうなづく）
病気になる前は、ぜんっぜん家に帰ってこないくらい働いていたんですよ。ね
え？
またあんなにがんばったら、せっかく治療したのに、からだもたないじゃない
かって・・・・

打ち合わせではカットの可能性と
していましたが、カットしなくて
結構です

33

そうでしたか。（おおきくうなずく）
それは奥さんもご心配ですね。

患者や家族の気持ち
や気がかりを受容的
に受け止める

患者や家族
の気持ちや
気がかりを
受容的に受
け止める

テロップの内容映像は止めずに、テロップを出す。テロップを読める程度の間合いのゆったり感で穏やかに進める。
2021年1月8日追加
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34
先生 化学療法中は、ほとんどの方が以前よりも疲れやすくなるんです。

まずは毎日の疲れがたまらないような働き方が、治療と両立して続けやすいで
すよ。

わかりやすい言葉を
心がける

わかりやす
い言葉を心
がける

35
労働
者の
妻

（大きくうなずく）

36
労働
者

化学療法のあとは有給をとるようにして、残業はないように働けるといいか
なぁ。。。。
上司に相談すればわかってくれると思います。

37 先生 職場と相談してみましょうね。

38

先生 それと、両手のしびれの症状が出ていますが、大丈夫そうですか？ 症状が影響を与えそ
うな状況がないか確
認する

症状が影響
を与えそう
な状況がな
いか確認す
る

39
労働
者

やっぱりキーボードを打つときにしびれを感じるので、以前に比べると作業は
やりにくくて、時間がかかりそうですね。

40

先生 作業スピードに少し影響が出てきそうということですね。 患者の話した言葉を
言い換えて、理解し
たことを伝える

患者の話し
た言葉を言
い換えて、
理解したこ
とを伝える

41
労働
者

上司に自分で相談すれば、担当数を減らしてもらうことはできると思います。
そしたら、パソコン作業が多少遅くてもこなせるかな・・・。

42

先生 上司の方にはご相談しやすい環境なんですね。 上司や同僚といった
職場環境を確認する

上司や同僚
といった職
場環境を確
認する

43
労働
者

はい、相談したら仕事の配分は配慮してもらえそうです。

44

先生 それならよかったです。
ところで、取引先への移動は車ですか？

危険作業について
は、特に確認する。

危険作業に
ついては、
特に確認す
る。

45
労働
者

社用車を運転します。

46

先生 しびれは運転への影響ありそうですか。
日常生活で、握る動作はどうでしょうか？

日常での作業に近い
動作を確認して、適
性を検討する。

日常での作
業に近い動
作を確認し
て、適性を
検討する。

47

労働
者

（考えながら）今、手すりや取っ手を握ったりは、できています。
治療が始まってからは運転はなんとなく控えていたんですけど、この前、駐車
場で運転してみたんです。いったんハンドルを握ってしまえば、あまりしびれ
は感じなかったですね。足のしびれはないから、ブレーキも踏めましたし。あ
まり影響はないかなあと思いますが。

48
労働
者の
妻

私も助手席で見てたんですけど、普段と変わらなかったです。

49
先生 そうですか。

しびれの症状についての調整はご自身で対応できそうですね。

50

先生 病気や症状を悪化をさせる状況はなさそうなので、よかったです。 医学的に避けること
が望ましい作業につ
いて、医師の意見を
述べる。

医学的に避
けることが
望ましい作
業につい
て、医師の
意見を述べ
る。

51

先生 他に心配なことはないですか？ 心配なこと、困って
いることを聞く

心配なこ
と、困って
いることを
聞く

52
労働
者

下痢の副作用が結構つづいているので、、、それが心配ですね。

53

先生 あぁ、心配ですよね。
いろんな営業先に行っての打ち合わせがあるんですよね。
具体的にどんな場面が心配ですか。

一方的に決めつけず
に、少しずつ質問に
焦点を絞って確認し
ていく。

一方的に決
めつけず
に、少しず
つ質問に焦
点を絞って
確認してい
く。

54

労働
者

１社あたりの滞在時間は30分程度なので、打ち合わせ中は大丈夫だと思いま
す。移動も車なので自由がききますし。トイレがある場所をチェックするよう
にしようと思っています。
ただ、、、、不安なのは、通勤の電車です。ラッシュに巻き込まれているとき
に便意が来るとまずいなあと。

55
先生 それは不安ですね。ラッシュの時間帯を避けるとかできたら、不安が軽くなる

かもしれませんね。

56
労働
者の
妻

（心配そうにうなづく）

57

先生 お仕事の時間帯はご相談できる職場なんですか。 職場に利用できる制
度があるか確認する

職場に利用
できる制度
があるか確
認する

58
労働
者

うちはフレックスが使えるんですが、自分だけじゃなくて、取引先にも影響が
ある話になるので・・・。
あの、意見書に書いていただけませんか？

59

先生 わかりました。副作用の下痢症状があるので、ラッシュ時の通勤を避けられる
と助かることを伝えましょうね。
（メモを書く動作）

職場で配慮した方が
よいこと（合理的配
慮）について、医師
の意見を述べる

職場で配慮
した方がよ
いこと（合
理的配慮）
について、
医師の意見
を述べる

60

労働
者の
妻・
労働
者

（顔を見合わせにっこり）
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両立支援　NG面接

人 内容 最終テロップ　3/8 テロップ　（ポイント） コミュニケーション 医療情報取得 職場情報取得 意見書作成

1

（診察の終了間際の雰囲気）

2

先生 ・・・はい。という説明で。じゃあ今日の診察はこれで終わりです。 ×
仕事についてたずね、支援が必要かどう
か確認しましょう。

×
仕事についてたず
ね、支援が必要かど
うか確認しましょ
う。

3

労働者
あ、あの！先生、いま仕事お休みしてるんですけど、ぼちぼち戻ろうかと思って。

4

先生 （食い気味に）あーはいはい、はい、はい。 ×
まずはじっと患者の言葉に耳を傾けま
しょう

×
まずはじっと患者の
言葉に耳を傾けま
しょう

5

先生 会社に出す診断書、ほしいんですね。書きますね。（電子カルテに書き込もうとする） ×
一方的に決めつけず、少しずつ質問に焦
点を絞って確認していきましょう。

×
一方的に決めつけ
ず、少しずつ質問に
焦点を絞って確認し
ていきましょう。

6

労働者 いえ、というか、来月から戻りたいと思っているんですが、そのご相談したくて・・・。

7

労働者の
妻

え？！ちょっと早いんじゃない？？！（不安そうに夫に小声で言う）（こぜりあい）

8

先生 （二人の会話を遮りながら）まー、まー。
なんかわかりませんが、そういうことは、ご家族で話し合って決めてください。

×
患者や家族の心配なこと、困っているこ
とをオープンな質問で聞きましょう。

×
患者や家族の心配な
こと、困っているこ
とをオープンな質問
で聞きましょう。

9

先生 ご本人がするって言ってるのに、奥さんも心配しすぎなんじゃないですか ×
受容的に接しましょう。

×
受容的に接しましょ
う。

10

労働者 いえ、する、っいうか、まだ決めてはいないんですけど。上司に復職の希望を伝えたら「今仕事をできる体調なのか」
と訊かれたんです。。。。何と答えたらいいでしょうか

11

先生 まぁ、前回のFOLFOX（フォルフォックス）後の好中球減少もグレード1だったし、いいんじゃないですか？ ×
わかりやすい言葉を心がけましょう。

×
わかりやすい言葉を
心がけましょう。

12

労働者の
妻

・・・・それはどういう状態でしょうか？

13

先生 つまり、よくある状態ってことです。（きっぱり） ×
質問には、理解できるよう説明しましょ
う。

×
質問には、理解でき
るよう説明しましょ
う。

14

労働者 「よくある状態」って・・・・そう言って、上司が納得するかどうか・・・。実は、今回の入院前、上司に病気で休む
ことを伝えたときに「いつ倒れるかわからないから、当分は戻ってこないでいい」って言われていたんです。そういう
感じの上司なんで・・・。

15

先生 そんなことを言うなんて、パワハラじゃないですか？！最低な上司ですね！そんな上司がいるなんてブラック企業なん
ですか？！

×
会社・上司・職場の人の悪口は言いませ
ん。
職場の人間に対して陰性感情を抱き、患
者さんの復職へのモチベーションを損な
います。
客観的立場で受け取りましょう。

×
会社・上司・職場の
人の悪口は言いませ
ん。
職場の人間に対して
陰性感情を抱き、患
者さんの復職へのモ
チベーションを損な
います。
客観的立場で受け取

16

労働者 まあ、確かに、言われたときは悲しかったです。あの上司の下に戻るのはちょっと気が重いんです。。。。、

17

先生 病人に対してそんな心無いことを言うなんて、ありえないわ～。
私が医師としてかばしまさんの気持ちを職場にばしっと伝えて、かばしまさんに特別に仕事を用意してもらうようお願
いしてあげますよ！

×
患者さんの代弁者になってはいけませ
ん。
職場には、あくまでも医学的見地から妥
当な意見のみを伝えます。

×
患者さんの代弁者に
なってはいけませ
ん。
職場には、あくまで
も医学的見地から妥
当な意見のみを伝え
ます。

18

労働者 （焦って）いやいや、それは結構です。大丈夫です。
あの、会社に出す診断書を頂けますか。

19

先生 じゃあ、「２月１日から復職可」っていう診断書でよかったですか。 ×
困っていることはないか、支援（主治医
意見書）が必要ないか確認しましょう。

×
困っていることはな
いか、支援（主治医
意見書）が必要ない
か確認しましょう。

20

労働者 はい、それで、お願いします。

21

労働者の
妻

あ、あの！この人は出版社の営業の仕事なんです！（心配そうに）

22

先生 （電子カルテ上で、ちょちょいと診断書を書きながら）
へぇ～知りませんでした。

×
その人への関心を示したり、知ろうとす
る姿勢で聴きましょう。

×
その人への関心を示
したり、知ろうとす
る姿勢で聴きましょ
う。

23

労働者の
妻

忙しい仕事なんですけど大丈夫でしょうか。頑張りすぎてしまわないか心配で。

24

先生 奥さん、そんなこと言ってもしょうがないですよ。まぁ、病気が病気だし。でも、つらくても頑張るしかないでしょう
ね。

×
否定的な言い方をしてはいけません。
患者や家族の気持ちや気がかりを受容的
に受け止めましょう

×
否定的な言い方をし
てはいけません。
患者や家族の気持ち
や気がかりを受容的

25

先生 （エンターキー、ぽん！）はい、診断書が書けました。 ×
仕事について情報を取得しましょう。

×
仕事について情報を
取得しましょう。

26

先生 （書き終えて）受付で受け取ってくださいね。
かばしまさん、無理せずにね～。
通院、特に、化学療法の日だけは忘れないで来てくださいね。お大事に！（笑顔）

27

28

ポイント①
医療情報だけでは、復職の可否は判定できません。
職場情報を具体的に取得しましょう。

×
患者さんの医療情報だけでは、復職の可
否は判定できません。
患者さんの勤務情報や仕事の具体的な内
容を聴取し、必要な支援を検討しましょ
う。

×
患者さんの医療情報
だけでは、復職の可
否は判定できませ
ん。
患者さんの勤務情報
や仕事の具体的な内
容を聴取し、必要な
支援を検討しましょ
う。

29

ポイント②
仕事の話題でも、円滑なコミュニケーションを図
り、患者さんの困りごとを聴取しましょう。

×
円滑なコミュニケーションがなければ、
患者さんは困っていることを相談できま
せん。
患者さんとその家族の仕事に対する不安
や心配に受容的な態度で臨み、困りごと
を聴取し、必要な支援の検討につなげま
しょう。

×
円滑なコミュニケー
ションがなければ、
患者さんは困ってい
ることを相談できま
せん。
患者さんとその家族
の仕事に対する不安
や心配に受容的な態
度で臨み、困りごと
を聴取し、必要な支
援の検討につなげま
しょう。

30

ポイント③
主治医意見書にて必要な就業配慮についての医学的
見解を述べましょう。

×
職場から勤務情報提供書を取得し、患者
と十分な面接を行い、主治医意見書にて
必要な就業配慮についての医学的見解を
述べましょう。

×
職場から勤務情報提
供書を取得し、患者
と十分な面接を行
い、主治医意見書に
て必要な就業配慮に
ついての医学的見解
を述べましょう。

4’

先生 仕事ですか。。
もう働かれるんですか、（少し驚きを含む ソフトな話しぶりで）

「もう働くのか」という主治医の発言は、「復帰時期が
早い」と主治医が判断をしていると患者さんには伝わる
ことがあります。

　再発を防ぐために出来るだけのことをしたいと思い、
仕事の復帰を遅らせることがあるでしょう。

×　主治医の「もう働くのか」というコ
メントは、復帰時期が早いとの判断をし
ていると、伝わることがあります。再発
を防ぐために出来るだけのことをしたい
と思っている人の場合仕事の復帰を遅ら
せることがあるでしょう。

5’

労働者の
妻

ほら、お父さんまだ早いんじゃない？再発だってあるのよ。 ×　復帰時期が早い
と判断されていなけ
れば、早いと判断し
ていないことを伝え
ましょう。

6’

先生 （奥さんのコメントを否定せずに,やさしく）そうですね。負担がかからない範囲から始めてくださいね。 「負担がかからない」は幅がある発言です。コーディ
ネーターとともに、実際に患者さんの仕事で、出来る業
務、避けたほうがよい業務を具体的にリストアップでき
るとよいでしょう。

7’

労働者 分かりました。。

テロップの内容NGポイントごとに映像を一時停止し、NG!テロップをだす。断続的に進める。

2021年1月8日追加2021年1月8日追加
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医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究（20JA1006） 
研究代表者：立石清一郎 

令和 2 年度分担研究報告書 

 

合理的配慮の観点から症状ごとの就業配慮の整理 
 

研究分担者 江口  尚 産業医科大学産業生態科学研究所産業精神保健学研究室・教授 
 
研究要旨 本研究班では、①医療スタッフが仕事のことをイメージできるような簡便なツ

ールが示されていること②「症状」（医療者文脈での理解の整理） ごとに、多様な「配慮例」

（事業者文脈での解決策の提示）が示され医療職が、事業者が発行する勤務情報提供書など

を参考に、簡便に配慮事項を検討することに資するツールが示されること③症状と配慮の

関係性を明確にし、事業者に受け入れやすい意見書作成の研修会を実践することを目的と

している。その中で、本分担研究では、入力フォーマットの作成、合理的配慮的要素、主治

医調査を担当する。2 年間の研究期間の初年度となる今年度は、入力フォーマットの作成、

合理的配慮要素の検討、主治医調査を行うためには、主治医が意見書を記載する具体的な状

況をイメージすることが必要となるため、そのための、意見書の作成に不慣れな主治医向け

の事例の作成を行うことを目的とした。「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガ

イドライン」の「企業・医療機関連携マニュアル（事例編）」の中の、【難病】事例 1 を参考

に、事例を作成した。事例の作成にあたっては、合理的配慮に関する情報を主治医が患者か

らどのように収集するかについて特に留意した。その上で、事例の流れが明確になるように

「マンガ」の作成を行った。マンガの対象は、両立支援に必要な主治医意見書の作成に不慣

れな臨床医とした。その内容について、研究班内で内容を確認して、修正を行った。次年度

の本分担研究である入力フォーマットの作成、合理的配慮要素の検討、主治医調査に資する

資料の準備ができた。 
 
Ａ．研究目的 
 医療機関における治療と仕事の両立支援

（以下、両立支援）は、 医療職が「仕事の

ことがわからない」、などの理由 から低調

な状 況が続いている。 一方、事業者の立場

では、 主治医の作成した意見書がわかりづ

らく 対応に苦慮しているケースが散見さ

れている（森, 2016）。主治医の意見書が「本

人・主治医・事業者のコミュニケーションツ

ール」であることから、効果的な 意見書は

事業者の視点も理解したうえで記載される

必要 がある。 
 産業医が事業者に提案し実施された就業

上の配慮についての事例検討 428 事例） 
では、 事業者の義務である「安全配慮」、本

人の申し出に基づく「合理的配慮」、事業者

が配慮では解消されない就業能力低下を 
解決するための「要求業務量の変更」に分類

された（立石, 2018）。 すなわち、この概念

整理で作成された意見書は、事業者にとっ

て理解しやすい分類であることが期待でき

る（立石, 2019）。 

 上記のことから、主治医が「労働者の症

状・意向を踏まえつつ事業者にとって意思

決定に資する意見書」を作成するためには、 
以下の 3 つの条件が必要であり、本研究班

では、それぞれについて必要な研究を遂行

する。 
 ①医療スタッフが仕事のことをイメージ

できるような簡便なツールが示されている

こと 
 ②「症状」（医療者文脈での理解の整理） 
ごとに、多様な「配慮例」（事業者文脈での

解決策の提示）が示され医療職が、事業者が

発行する勤務情報提供書などを参考に、簡

便に配慮事項を検討することに資するツー

ルが示されること 
 ③症状と配慮の関係性を明確にし、事業

者に受け入れやすい意見書作成の研修会を

実践すること 
 また、本研究班が期待する成果としては、 
①医療スタッフのほとんどは医療従事者以

外の社会人経験を持たず仕事をイメージす

ることが困難であることから、多くの職種
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のデジタルコンテンツが提供されることに

より就労イメージ力が向上すること 
②医療スタッフの言語である「症状」と企業

の言語である「配慮」の乖離を繋ぐ意見書作

成の際に参考となる資料の作成がなされる

ことで事業者にとって意思決定しやすい意

見書が作成されること 
③意見書は医療機関で両立支援を実践する

ためのツールであることからすでに産業医

科大学病院で実践されている手法を公開す

ることにより、症状の聴取方法、主治医の関

与の方法、産業医からの返書を多くもらう

ことのできる手法を提供することにより一

般的な医療機関での両立支援レベルの向上

に資すること 
④産業医科大学病院で実践している両立支

援に関するチーム医療による医師に負担の

少ない意見書の記載方法を公開すること 
⑤教育設計専門家が参画することにより一

方的な講演方式のものにならず、アクティ

ブラーニングの要素をふんだんに盛り込ん

だ効果的な教育・研修手法の確立すること 
⑥すでにコミュニケーションを取り始めて

いる各臨床系学会などと連携し、臨床医の

目から見ても了解しやすい研修会を実践す

ること 
 そのために、本分担研究では、入力フォー

マットの作成、合理的配慮的要素、主治医調

査を担当する。2 年間の研究期間の初年度

となる今年度は、入力フォーマットの作成、

合理的配慮要素の検討、主治医調査を行う

ためには、主治医が意見書を記載する具体

的な状況をイメージすることが必要となる

ため、そのための、意見書の作成に不慣れな

主治医向けの事例の作成を行うことを目的

とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 「事業場における治療と仕事の両立支援

のためのガイドライン」の「企業・医療機関

連携マニュアル（事例編）」の中の、【難病】

事例 1 を参考に、事例を作成した。 
 事例の作成にあたっては、合理的配慮に

関する情報を主治医が患者からどのように

収集するかについて特に留意した。 
 その上で、事例の流れが明確になるよう

に「マンガ」の作成を行った。マンガの対象

は、両立支援に必要な主治医意見書の作成

に不慣れな臨床医とした。その内容につい

て、研究班内で内容を確認して、修正を行っ

た。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は事例の作成及びツールの開発で

あり、事例の作成にあたっては公開された

情報を用い、個人情報は取り扱わなかった

ため、倫理委員会への申請は行わなかった。 
 
Ｃ．研究結果 
1)事例の作成 
「事業場における治療と仕事の両立支援の

ためのガイドライン」の「企業・医療機関連

携マニュアル（事例編）」の中の、【難病】事

例 1 を参考に、事例を作成した。（資料①） 
 
2)マンガの作成 
・作成した事例をもとに、対象を、両立支援

に必要な主治医意見書の作成に不慣れな臨

床医とした。 
・最終ページに、安全配慮義務の説明及び

主治医意見書を作成する際の留意点を追記

した。内容については、研究班内のメンバー

から意見や参考情報をもらい修正をした。

（資料②） 
 
Ｄ．考察 
「事業場における治療と仕事の両立支援の

ためのガイドライン」の「企業・医療機関連

携マニュアル（事例編）」の中の、【難病】事

例 1 を参考に、事例を作成した。その事例

をもとに、対象を、両立支援に必要な主治医

意見書の作成に不慣れな臨床医としたマン

ガを作成した。最終ページに、安全配慮義務

の説明及び主治医意見書を作成する際の留

意点を追記した。 
 次年度の本分担研究の目標は、入力フォ

ーマットの作成、合理的配慮要素の検討、主

治医調査を行うことである。入力フォーマ

ットの作成と合理的配慮要素の検討につい

ては、臨床医向けのヒアリング調査を予定

している。その際には、主治医が意見書を記

載する具体的な状況をイメージすることが

必要となるため、今年度作成した事例マン

ガを役立てることができる。また、今後調査

内容を検討する主治医調査の際にも、本事

例をもとに、主治医が困難に感じているこ
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とについて、質問紙調査またはヒアリング

を実施する際に、情報収集をしやすくなる

なるだろう。 
 本成果物は、臨床医が多く参加する産業

医向けの研修会で活用することで、臨床医

向けの資料として活用できる可能性がある。

次年度、そのような研修会の機会があれば、

本成果物を活用し、可能であれば、感想など

を収集して内容の改善を行いたいと考えて

いる。 
 
Ｅ．結論 
 両立支援に必要な主治医意見書の作成に

不慣れな臨床医を対象に、作成の方法を具

体的にイメージしてもらうための資料とし

て事例マンガを作成した。次年度の本分担

研究である入力フォーマットの作成、合理

的配慮要素の検討、主治医調査に資する資

料の準備ができた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 該当せず。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
 なし 
 
２．学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

 該当せず。 

 

Ｉ．文献 

厚生労働省. 事業場における治療と仕事の

両立支援のためのガイドライン. 企業・医

療機関連携のためのマニュアル（事例

編）. 【難病】事例 1. 2021. 
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000
/000608633.pdf 



こめ A さんは、従業員数が 100 名ほどの印刷工場に勤務する 30 歳代女性である。会社は

営業部、製造部、管理部からなる。A さんは総勢 5 名の管理部に所属し、経理関係の仕事

を１人で担当している。 

所定労働時間は 8 時 30 分～17 時 30 分（休憩 1 時間、週５日間）であり、繁忙期には

１か月当たり時間外労働時間が 45 時間程度、休日出勤も２日程度ある。通勤は公共交通

機関を使っている。 

A さんが勤務する事業場は産業医を選任している。 

 

職場の同僚が異動をしたため、忙しい日を過ごしていたＡさんは、1週間ほど前から微熱が

続くようになっていました。また、体のだるさや口内炎も続いていましたが、疲れのせいだ

ろうと思って、時期に良くなるだろうと思って様子を見ていました。しかし、症状がなかな

か改善せず、息苦しさなども出てきたため、近くのクリニックを受診すると、担当医から膠

原病の可能性あるということで、専門の外来のある大学病院を紹介され、その日のうちに受

診しました。そこで、SLE と診断されて、緊急入院となり、治療が開始されました。治療の

経過中に右足に大腿骨頭壊死を発症しました。 

 

約 3 ヵ月間の入院生活で、幸いにも完解を迎えることができました。退院後、約 1 ヵ月間自

宅療養をし、そろそろ復職のことを考えるようになっていました。上司や人事担当者からは、

体調が落ち着いて、復職のことを考えるようになったら、まず、産業医と面談をしてもらう

ので、連絡をしてほしいと言われていました。A さんの会社では 1.5年間休職できます。退

院して 2 カ月が経過して、一日の活動量や体力も、入院前のレベルに戻ってきて、杖歩行に

ついても慣れてきました。何回か会社近くまで電車を使った通勤経路を試してみましたが、

ゆっくりであれば問題なく駅の階段の昇降もできました。この間も月に 1 回程度、上司に現

状を報告していたが、復職について相談をしたいと伝えた。月に 1 回通院していたが、主治

医からも職場復帰については承諾してもらっていて、会社と復職について話し合いをする

許可をもらっていた。 

 

産業医との面談では、現在の体調を確認され、上司や人事の同席のもとでさらに話し合いを

行い、まずは主治医宛の勤務情報提供書※1 が作成され、主治医に渡すように言われた。 

（※1 勤務情報提供書は添付） 

 

【主治医との外来】 

主治医 A さん、外来 12 番にお入りください。 

A こんにちは。よろしくお願いします。 

主治医 調子はどうですか？ 

A 調子は安定しています。足の痛みもだいぶ軽快して来ました。先日は、久し



ぶりに会社に行きました。電車を使って行きましたが、駅ではエレベーター

を使って、問題なく職場にまでたどり着けました。会社は、2 階の事務所ま

で階段を使いましたが、手すりを使えば、杖を使いながら登り、降りは問題

なくできました。 

主治医 A さんの職場はどこにありますか？ 

Ａ ○○駅から徒歩で 10 分ぐらいのところです。途中に歩道橋がありますが、同

じく問題なくできました。 

主治医 良く分かりました。まずは、問題なく通勤できそうで良かったですね。会談

の昇降や長距離の歩行は、大腿骨頭に負担が来るので、くれぐれも無理をし

ないようにしてくださいね。それでは、次にＡさんのお仕事の内容を聞かせ

て下さい。 

Ａ 経理の仕事でデスクワークが主ですが、3 ヵ月に 1 回の会計の締めの時には

倉庫から書類を持ち出す必要があります。 

主治医 その書類はどの程度の重さですか？ 

Ａ 段ボールがひと箱を 3往復ぐらいします。ひと箱 10kg 程度でしょうか。 

主治医 それは今のＡさんには難しいですね。外での仕事はありますか。 

Ａ 基本的にはありません。 

主治医 日差しを浴びることはありますか。 

Ａ 夕方はちょうど西日が入ってきます。 

主治医 そうですか。直射日光に当たるのは、Ａさんにはあまり良くありませんね。

その他に、重量物を持ったり、長距離歩行したり、頻繁に階段を使ったりす

ることはありますか。 

Ａ そのようなことはありません。 

主治医 その他に何か仕事を開始するにあたって心配なことはありますか。 

Ａ そうですね。体力が持つか心配です。少し疲れやすくなっているので。それ

と、今でもステロイドを内服しているので感染のことも心配です。 

主治医 そうですね。SLE に罹患されて復職される方は多くは体力的な不安を抱えて

いらっしゃいます。A さんの会社は、時短勤務があるようですので、半日勤

務からお願いしましょうか。それと、最初は通勤ラッシュの時間を避けて通

勤ができるように時差勤務もお願いしてみましょう。西日にあたるのもあま

り良くないので、席替えについても検討してもらえるようにお願いをしてみ

ようと思います。感染のリスクについては今のステロイドへの内服量であれ

ば、高くはないので心配はいりません。ただ、マスクの着用や手洗い、うが

いはお願いしますね。就業時間については体調を見ながら徐々に延ばしてく

ださいね。 

A ありがとうございます。そのように記載をしてもらえると助かります。 

コメントの追加 [HE1]: 合理的配慮に関するやり取りで

す。主治医から会社への依頼事項です。企業が応じて

くれないから「復職不可」とすることはありません。 



主治医 先ほど申し上げたことの細かい点は、私からの意見を参考にして、A さんと

会社の間で、産業医の先生にも入ってもらって相談して決めて下さい。 

A 分かりました。 

主治医 ただし、A さんの病状では絶対にしてはいけないことがあります。それは、

大腿骨頭壊死を悪化させるリスクの高い重量物の取扱いです。重量物の取扱

いについては主治医として禁止します。よろしいですか。 

A 分かりました。 

主治医 それと、どうしてもストレスがかかると症状が不安定になる方がいらっしゃ

いますので、病状が急に悪化して入院することも追記しておきますね。 

では、次の受診は 1 か月後になりますが、何かお聞きになりたいことはあり

ますか。 

A 特にありません。来週会社の産業医と面談予定ですので、先生からの意見書

を持参するようにします。 

主治医 復職の時期については会社と産業医と相談して決めてもらえればと思います

が、くれぐれも無理をしないようにしてくださいね。何かあれば、予約が無

くても来院してください。意見書※2 は明日までには作成をして受付に渡し

ておくので、明後日以降に取りに来てください。 

A ありがとうございました。無理しないように頑張ります。 

※2 主治医意見書⇒添付 

 

 

最後に見開き 1 ページ程度でテキストベースの説明を追記 

・勤務情報提供書 

・主治医意見書 

・合理的配慮 

コメントの追加 [HE2]: 合理的配慮についてのやり取り

です、 

コメントの追加 [HE3]: 症状の悪化が医学的に予見可能

な業務については、安全配慮義務の点から「禁止」し

ます。この部分は安全配慮義務についてのやり取りで

す。 

コメントの追加 [HE4]: これは合理的配慮についてのコ

メントです。 
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A さんは、従業員数が 100 名ほどの印刷工場に勤務する 30 歳代女性である。会社は営業

部、製造部、管理部からなる。A さんは総勢 5 名の管理部に所属し、経理関係の仕事を１

人で担当している。 

所定労働時間は 8 時 30 分～17 時 30 分（休憩 1 時間、週５日間）であり、繁忙期に

は１か月当たり時間外労働時間が 45 時間程度、休日出勤も２日程度ある。通勤は公共交

通機関を使っている。 

A さんが勤務する事業場は産業医を選任している。 

 

職場の同僚が異動をしたため、忙しい日を過ごしていたＡさんは、1 週間ほど前から微熱が

続くようになっていました。また、体のだるさや口内炎も続いていましたが、疲れのせいだ

ろうと思って、時期に良くなるだろうと思って様子を見ていました。しかし、症状がなかな

か改善せず、息苦しさなども出てきたため、近くのクリニックを受診すると、担当医から膠

原病の可能性あるということで、専門の外来のある大学病院を紹介され、その日のうちに受

診しました。そこで、SLE と診断されて、緊急入院となり、治療が開始されました。治療の

経過中に右足に大腿骨頭壊死を発症しました。 

 

約 3 ヵ月間の入院生活で、幸いにも完解を迎えることができました。退院後、約 1 ヵ月間

自宅療養をし、そろそろ復職のことを考えるようになっていました。上司や人事担当者から

は、体調が落ち着いて、復職のことを考えるようになったら、まず、産業医と面談をしても

らうので、連絡をしてほしいと言われていました。A さんの会社では 1.5 年間休職できま

す。退院して 2 カ月が経過して、一日の活動量や体力も、入院前のレベルに戻ってきて、杖

歩行についても慣れてきました。何回か会社近くまで電車を使った通勤経路を試してみま

したが、ゆっくりであれば問題なく駅の階段の昇降もできました。この間も月に 1 回程度、

上司に現状を報告していたが、復職について相談をしたいと伝えた。月に 1 回通院してい

たが、主治医からも職場復帰については承諾してもらっていて、会社と復職について話し合

いをする許可をもらっていた。 

 

産業医との面談では、現在の体調を確認され、上司や人事の同席のもとでさらに話し合いを

行い、まずは主治医宛の勤務情報提供書※1 が作成され、主治医に渡すように言われた。 

（※1 勤務情報提供書は添付） 

 

【主治医との外来】 
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主治医 A さん、外来 12 番にお入りください。 

A こんにちは。よろしくお願いします。 

主治医 調子はどうですか? 

A 調子は安定しています。足の痛みもだいぶ軽快して来ました。先日は、久し

ぶりに会社に行きました。電車を使って行きましたが、駅ではエレベーター

を使って、問題なく職場にまでたどり着けました。会社は、2 階の事務所ま

で階段を使いましたが、手すりを使えば、杖を使いながら登り、降りは問題

なくできました。 

主治医 A さんの職場はどこにありますか? 

Ａ ○○駅から徒歩で 10 分ぐらいのところです。途中に歩道橋がありますが、

同じく問題なくできました。 

主治医 良く分かりました。まずは、問題なく通勤できそうで良かったですね。会談

の昇降や⾧距離の歩行は、大腿骨頭に負担が来るので、くれぐれも無理をし

ないようにしてくださいね。それでは、次にＡさんのお仕事の内容を聞かせ

て下さい。 

Ａ 経理の仕事でデスクワークが主ですが、3 ヵ月に 1 回の会計の締めの時には

倉庫から書類を持ち出す必要があります。 

主治医 その書類はどの程度の重さですか? 

Ａ 段ボールがひと箱を 3 往復ぐらいします。ひと箱 10kg 程度でしょうか。 

主治医 それは今のＡさんには難しいですね。外での仕事はありますか。 

Ａ 基本的にはありません。 

主治医 日差しを浴びることはありますか。 

Ａ 夕方はちょうど西日が入ってきます。 

主治医 そうですか。直射日光に当たるのは、Ａさんにはあまり良くありませんね。

その他に、重量物を持ったり、⾧距離歩行したり、頻繁に階段を使ったりす

ることはありますか。 

Ａ そのようなことはありません。 

主治医 その他に何か仕事を開始するにあたって心配なことはありますか。 

Ａ そうですね。体力が持つか心配です。少し疲れやすくなっているので。それ

と、今でもステロイドを内服しているので感染のことも心配です。 

主治医 そうですね。SLE に罹患されて復職される方は多くは体力的な不安を抱えて
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いらっしゃいます。A さんの会社は、時短勤務があるようですので、半日勤

務からお願いしましょうか。それと、最初は通勤ラッシュの時間を避けて通

勤ができるように時差勤務もお願いしてみましょう。西日にあたるのもあま

り良くないので、席替えについても検討してもらえるようにお願いをしてみ

ようと思います。感染のリスクについては今のステロイドへの内服量であれ

ば、高くはないので心配はいりません。ただ、マスクの着用や手洗い、うが

いはお願いしますね。就業時間については体調を見ながら徐々に延ばしてく

ださいね。 

A ありがとうございます。そのように記載をしてもらえると助かります。 

主治医 先ほど申し上げたことの細かい点は、私からの意見を参考にして、A さんと

会社の間で、産業医の先生にも入ってもらって相談して決めて下さい。 

A 分かりました。 

主治医 ただし、A さんの病状では絶対にしてはいけないことがあります。それは、

大腿骨頭壊死を悪化させるリスクの高い重量物の取扱いです。重量物の取扱

いについては主治医として禁止します。よろしいですか。 

A 分かりました。 

主治医 それと、どうしてもストレスがかかると症状が不安定になる方がいらっしゃ

いますので、病状が急に悪化して入院することも追記しておきますね。 

では、次の受診は 1 か月後になりますが、何かお聞きになりたいことはあり

ますか。 

A 特にありません。来週会社の産業医と面談予定ですので、先生からの意見書

を持参するようにします。 

主治医 復職の時期については会社と産業医と相談して決めてもらえればと思います

が、くれぐれも無理をしないようにしてくださいね。何かあれば、予約が無

くても来院してください。意見書※2 は明日までには作成をして受付に渡し

ておくので、明後日以降に取りに来てください。 

A ありがとうございました。無理しないように頑張ります。 

※2 主治医意見書⇒添付 

 

最後に見開き 1 ページ程度でテキストベースの説明を追記 

・勤務情報提供書 ・主治医意見書 ・合理的配慮 

コメントの追加 [HE1]: 合理的配慮に関するやり取りで

す。主治医から会社への依頼事項です。企業が応じて

くれないから「復職不可」とすることはありません。 

コメントの追加 [HE2]: 合理的配慮についてのやり取り

です、 

コメントの追加 [HE3]: 症状の悪化が医学的に予見可能

な業務については、安全配慮義務の点から「禁止」し

ます。この部分は安全配慮義務についてのやり取りで

す。 

コメントの追加 [HE4]: これは合理的配慮についてのコ

メントです。 
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勤務情報を主治医に提供する際の様式例 
 
 （主治医所属・氏名） 先生 
  今後の就業継続の可否、業務の内容について職場で配慮したほうがよいことなどについて、

先生にご意見をいただくための従業員の勤務に関する情報です。 
  どうぞよろしくお願い申し上げます。 
 

従業員氏名  生年月日    年   月   日 
住所   

 
職  種 事務職員 

職務内容 

 （作業場所・作業内容） 
 コンピューターを使った経理業務で、デスクワークです。 
 4 半期末（3、6、9、12 月）が繁忙期です。 
 
□体を使う作業（重作業） □体を使う作業（軽作業） □⾧時間立位 
□暑熱場所での作業    □寒冷場所での作業    □高所作業 
□車の運転        □機械の運転・操作    □対人業務 
□遠隔地出張（国内）   □海外出張        □単身赴任 

勤務形態 ☑常昼勤務 □二交替勤務 □三交替勤務 □その他（       ） 

勤務時間 

 8 時 30 分 ～17 時 30 分（休憩 1 時間。週 5 日間。） 
（時間外・休日労働の状況:繁忙期には月間の残業時間が 45 時間程度で、
休日出勤も 2 日程度あります。） 
（国内・海外出張の状況:特にありません。） 

通勤方法 
通勤時間 

□徒歩 □公共交通機関（着座可能） □公共交通機関（着座不可能） 
☑自動車 □その他（        ） 
通勤時間:15 分 

休業可能期間 
 X+1 年 9 月 30 日まで（ 18 ヵ月間 ） 
（給与支給 □有り ☑無し 傷病手当金 66％（賞与無し） ） 

有給休暇日数 残  20 日間 

その他 
特記事項 

産業医は月に 1 回（毎月第 4 木曜日・午後）に出務します。 
健康面や職場での治療と仕事の両立のための配慮にあたり、以下の点につ
いてご教示ください。 
 安全配慮義務上、配慮しなければならない業務はありますか。 
 就業（デスクワークや外勤）の継続の可否 
 今後出現する可能性のある症状とその見通し 
 就業（デスクワーク、外勤、出張、残業、休日出勤等）の病状への影響

の可能性 
 就業時間や残業時間の制限等の就業上の配慮事項 
 症状や治療（副作用等）の仕事への影響や職場での留意事項 
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 入院の可能性 
 通院の頻度や治療期間の見通し 
 その他就業上で配慮すべき点 

利用可能な 
制度 

■時間単位の年次有給休暇 ■傷病休暇・病気休暇 ■時差出勤制度 
■短時間勤務制度 □在宅勤務（テレワーク） ■試し出勤制度 
□その他（              ） 

 

上記内容を確認しました。 
 平成   年  月  日   （本人署名）                

 
平成   年  月  日   （会社名）                 
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治療の状況や就業継続の可否等について主治医の意見を求める際の様式例 
（診断書と兼用） 

 

 

上記のとおり、診断し、就業継続の可否等に関する意見を提出します。 

  平成   年  月  日   （主治医署名）                   

 (注)この様式は、患者が病状を悪化させることなく治療と就労を両立できるよう、職場での対応を検討するために使用
するものです。この書類は、患者本人から会社に提供され、プライバシーに十分配慮して管理されます。 

患者氏名  生年月日    年   月   日 
住所   

病名   

現在の症状 

（通勤や業務遂行に影響を及ぼし得る症状や薬の副作用等） 

 

治療の予定 

（入院治療・通院治療の必要性、今後のスケジュール（半年間、月 1 回の通院が必要、等）） 

 

退院後／治療中
の就業継続 

の可否 

□可     （職務の健康への悪影響は見込まれない） 
□条件付きで可（就業上の措置があれば可能） 
□現時点で不可（療養の継続が望ましい） 

業務の内容につい
て職場で配慮した
ほうがよいこと 
（望ましい就業上
の措置） 

例:重いものを持たない、暑い場所での作業は避ける、車の運転は不可、残業を避ける、⾧期の出張や
海外出張は避ける など 
注）提供された勤務情報を踏まえて、医学的見地から必要と考えられる配慮等の記載をお願いし

ます。 

その他配慮事項 
例:通院時間を確保する、休憩場所を確保する など 
注）治療のために必要と考えられる配慮等の記載をお願いします。 

上記の措置期間      年   月   日 ～     年    月    日 

上記内容を確認しました。 
 平成   年  月  日   （本人署名）                
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治療 仕事と の

両立支援のススメ

中小企業における

本書の作成は、令和2年度厚生労働省厚生労働科学研究費労働安全衛生総合研究事業「医療機関における治療と
仕事の両立支援の推進に資する研究」（研究代表者：立石清一郎）の助成によって行われた。



治療を続けながら
働くために。

近年、治療を続けながら働き続けたいと考える
労働者が増加しています。

治療と仕事の両立を支援するためには、
勤務先の状況を考慮した主治医からの意見が不可欠です。

一人でも多くの労働者が
治療を続けながら仕事が継続できるように

主治医の立場からのご支援をよろしくお願いします。

え
っ…

入
院…

で
す
か
？

は
い

す
ぐ
に…

…
…

印刷会社 経理
A さん (32)

職
場
の
同
僚
が

異
動
し
た
た
め

忙
し
い
日
を

過
ご
し
て
い
た

Ａ
さ
ん

あ
る
日

指
定
難
病
の

ひ
と
つ
で
あ
る

S
L
E
と
診
断
さ
れ

入
院
す
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た

治
療
の
経
過
中

右
足
に

大
腿
骨
頭
壊
死
を

発
症

入
院
前

微
熱
や
体
の
だ
る
さ

口
内
炎
が
続
き

よ
く
あ
る
疲
れ
の
せ
い
に

し
て
い
ま
し
た
が

症
状
が
な
か
な
か

改
善
せ
ず…

息
苦
し
さ
な
ど
も

出
て
き
た
た
め

心
配
に
な
り

近
く
の
ク
リ
ニ
ッ
ク
を

受
診

膠
原
病
か
も

し
れ
ま
せ
ん

…
…

膠
原
病…

専
門
の
外
来
の
あ
る

大
学
病
院
を
紹
介
さ
れ

そ
の
日
の
う
ち
に

受
診
し
緊
急
入
院
と

な
っ
た
の
で
す

主治医

3



約
３
ヶ
月
間
の

入
院
生
活
で

幸
い
に
も

完
解
を
迎
え
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た

退
院
後

約
１
ヶ
月
間

自
宅
療
養
を
し
た

Ａ
さ
ん…

そ
ろ
そ
ろ

復
職
の
こ
と
を

考
え
る
よ
う
に

な
っ
て
い
ま
し
た

…

え
も
う
復
職
？

大
丈
夫
な
の
？

う
ん

体
力
や

１
日
の
運
動
量
も

入
院
前
と

同
じ
く
ら
い
ま
で

回
復
し
た
し

ゆ
っ
く
り
な
ら

階
段
の
登
り
降
り
も

問
題
な
く
で
き
た
よ

主
治
医
の
先
生
か
ら
も

職
場
復
帰
の
許
可
が

出
て
い
て…

ま
ず
は
産
業
医
の
方
と

面
談
す
る
ん
だ
っ
て…

そ
う

お
母
さ
ん

心
配
し
す
ぎ

当
た
り
前

で
し
ょ
〜

Aさんの母

Ａ
さ
ん
は

管
理
部
に
所
属
し

経
理
関
係
の
仕
事
を

１
人
で
担
当
し
て

い
ま
し
た

Ａ
さ
ん
が
勤
め
る
印
刷
会
社
は

従
業
員
数
が
100
名
ほ
ど
で

営
業
部
・
製
造
部
・
管
理
部

と
い
う
３
つ
の
部
署
で

構
成
さ
れ
て
お
り

所
定
労
働
時
間
は

８
時
30
分
17
時

 30 
分

う
ち
休
憩
1
時
間

週
５
日
間
勤
務

繁
忙
期
に
は

月
当
た
り
の

時
間
外
労
働
時
間
が

45
時
間
程
度

休
日
出
勤
も

２
日
程
度
あ
り
ま
し
た

産
業
医
と
の
面
談
で
は

現
在
の
体
調
を
確
認
さ
れ

上
司
や
人
事
の

同
席
の
も
と
で

さ
ら
に
話
し
合
い
を
行
い

主
治
医
宛
の

勤
務
情
報
提
供
書
が

作
成
さ
れ

主
治
医
に
渡
す
よ
う
に

言
わ
れ
ま
し
た

上司

人事

産業医

45



主
治
医
と
の
外
来

Ａ
さ
ん

外
来
12
番
に

お
入
り
く
だ
さ
い

は
い

よ
ろ
し
く

お
願
い

し
ま
す

調
子
は

ど
う
で
す
か
？

安
定
し
て

い
ま
す

足
の
痛
み
も

だ
い
ぶ
軽
快

し
て
き
ま
し
た

先
日

久
し
ぶ
り
に

会
社
に
行
っ
た
の

で
す
が…

駅
で
は

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
を

使
っ
て
問
題
な
く

職
場
ま
で
た
ど
り

着
け
ま
し
た
し

会
社
で
は

２
階
の
事
務
所
ま
で

階
段
を
使
い
ま
し
た
が

手
す
り
を
使
え
ば

杖
を
使
い
な
が
ら

登
り
降
り
は
問
題
な
く

で
き
ま
し
た

Ａ
さ
ん
の
職
場
は

ど
の
辺
に

あ
り
ま
す
か
？

○
○
駅
か
ら

徒
歩
で
10
分
ぐ
ら
い
の

と
こ
ろ
で
す

途
中
に
歩
道
橋
が

あ
り
ま
す
が

階
段
と
同
じ
く

大
丈
夫
で
し
た

良
く
分
か
り
ま
し
た

ま
ず
は
問
題
な
く

通
勤
で
き
そ
う
で

良
か
っ
た
で
す
ね

階
段
の
昇
降
や

長
距
離
の
歩
行
は

大
腿
骨
頭
に

負
担
が
来
る
の
で

く
れ
ぐ
れ
も
無
理
を

し
な
い
よ
う
に

し
て
く
だ
さ
い
ね

は
い

次
に
Ａ
さ
ん
の

お
仕
事
の
内
容
を

聞
か
せ
て
下
さ
い

そ
れ
で
は

え
ー
っ
と…

経
理
の
仕
事
で

デ
ス
ク
ワ
ー
ク
が

主
で
す
が

３
ヶ
月
に
１
回
の

会
計
の
締
め
の
時
に
は

倉
庫
か
ら

書
類
を
持
ち
出
す

必
要
が
あ
り
ま
す

そ
の
書
類
は

ど
の
程
度
の

重
さ
で
す
か
？

ひ
と
箱

８
㎏
程
度

で
し
ょ
う
か

段
ボ
ー
ル

ひ
と
箱
を

３
往
復
ぐ
ら
い

し
ま
す
が…

そ
れ
は
今
の

Ａ
さ
ん
に
は

難
し
い
作
業
で
す
ね

外
で
の
仕
事
は

あ
り
ま
す
か
？

基
本
的
に
は

あ
り
ま
せ
ん

日
差
し
を

浴
び
る
こ
と
は
？

夕
方
は

ち
ょ
う
ど

西
日
が

入
っ
て
き
ま
す

そ
う
で
す
か

直
射
日
光
に
当
た
る
の
は

Ａ
さ
ん
に
は
あ
ま
り
良
く

あ
り
ま
せ
ん
ね

そ
の
他
に

重
量
物
を
持
っ
た
り

長
距
離
歩
行
し
た
り

頻
繁
に
階
段
を
使
っ
た
り

す
る
こ
と
は

あ
り
ま
す
か
？

な
い
で
す
ね
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他
に

何
か
仕
事
を

開
始
す
る
に

あ
た
っ
て

心
配
な
こ
と
は

あ
り
ま
す
か
？

う
〜
ん

や
っ
ぱ
り…

体
力
が
持
つ
か
心
配
で
す

少
し
疲
れ
や
す
く

な
っ
て
い
る
の
で…

そ
れ
と

今
で
も
ス
テ
ロ
イ
ド
を

内
服
し
て
い
る
の
で

感
染
の
こ
と
も

心
配
で
す
ね…

そ
う
で
す
ね…

S
L
E
に
罹
患
さ
れ
て

復
職
さ
れ
る
方
の
多
く
は

体
力
的
な
不
安
を
抱
え
て

い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す

Ａ
さ
ん
の
会
社
は

時
短
勤
務
が

あ
る
よ
う
で
す
の
で

半
日
勤
務
か
ら

お
願
い
し
ま
し
ょ
う
か

そ
れ
と

最
初
は
通
勤
ラ
ッ
シ
ュ
の

時
間
を
避
け
て

通
勤
が
で
き
る
よ
う
に

時
差
勤
務
も
お
願
い
し
て

み
ま
し
ょ
う

西
日
に
あ
た
る
の
も

あ
ま
り
良
く
な
い
の
で

席
替
え
に
つ
い
て
も

検
討
し
て
も
ら
え
る
よ
う
に

お
願
い
を
し
て
み
よ
う
と

思
い
ま
す

感
染
の
リ
ス
ク
に
つ
い
て
は

今
の
ス
テ
ロ
イ
ド
の

内
服
量
で
あ
れ
ば

高
く
は
な
い
の
で

心
配
は
い
り
ま
せ
ん

た
だ

マ
ス
ク
の
着
用
や

手
洗
い
う
が
い
は

お
願
い
し
ま
す
ね

お
願
い

し
ま
す

就
業
時
間
に

つ
い
て
は

体
調
を
見
な
が
ら

徐
々
に
延
ば
し
て

く
だ
さ
い

先
ほ
ど
申
し
上
げ
た
こ
と
の

細
か
い
点
は

私
か
ら
の
意
見
を
参
考
に
し
て

Ａ
さ
ん
と
会
社
の
間
で

産
業
医
の
先
生
に
も

入
っ
て
も
ら
っ
て

相
談
し
て
決
め
て
下
さ
い

分
か
り

ま
し
た

た
だ
し

Ａ
さ
ん
の

病
状
で
は

絶
対
に
し
て
は

い
け
な
い

こ
と
が

あ
り
ま
す

そ
れ
は

大
腿
骨
頭
壊
死
を

悪
化
さ
せ
る

リ
ス
ク
の
高
い

重
量
物
の

取
扱
い
で
す

重
量
物
の

取
扱
い
に
つ
い
て
は

主
治
医
と
し
て

禁
止
し
ま
す

そ
れ
と…

ど
う
し
て
も

ス
ト
レ
ス
が
か
か
る
と

症
状
が
不
安
定
に
な
る

方
が
い
ら
っ
し
ゃ
い

ま
す
の
で

病
状
が
急
に

悪
化
し
て

入
院
す
る
こ
と
も

追
記
し
て

お
き
ま
す
ね

は
い

特
に
あ
り
ま
せ
ん

来
週
会
社
の
産
業
医
と

面
談
予
定
で
す
の
で

先
生
か
ら
の
意
見
書
を

持
参
す
る
よ
う
に
し
ま
す

で
は…

次
の
受
診
は

１
ヶ
月
後
に
な
り
ま
す
が

何
か
お
聞
き
に

な
り
た
い
こ
と
は

あ
り
ま
す
か
？

復
職
の
時
期
に
つ
い
て
は

会
社
と
産
業
医
と
相
談
し
て

決
め
て
も
ら
え
れ
ば
と

思
い
ま
す
が

く
れ
ぐ
れ
も
無
理
を

し
な
い
よ
う
に…

何
か
あ
れ
ば

予
約
が
無
く
て
も

来
院
し
て
く
だ
さ
い

意
見
書
は

明
日
ま
で
に
は

作
成
を
し
て

受
付
に
渡
し
て

お
く
の
で

明
後
日
以
降
に

取
り
に
来
て

く
だ
さ
い
ね

あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
し
た

無
理
し
な
い

よ
う
に

頑
張
り
ま
す
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漫画に登場する主な用語集

安全配慮義務とは
安全配慮義務とは、労働契約法に明記され「使用者は、労働契約に伴い、労働者

がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮を
するものとする」とされています。病気と仕事との関係においては、就業により病
気になる、就業により病気が悪化することが分かっている場合、病気になったり、
もしくは病気が悪化することを防ぐように配慮することが求められています。その
ため、主治医は、事業者から「この労働者が、自然経過を超えて病気が悪化せず働
くことができるか」という質問に対して意見を述べることが期待されます。

主治医意見書を作成するための患者さんへの問診は、の際は以下の2点に留意しましょう。
1．主治医としては安全上絶対に許可できない、就業制限が必要な作業

https://www.nanbyou.or.jp/entry/53

全身性エリテマトーデスは、関節、腎臓、皮膚、粘膜、血管の壁に起こる慢性か
つ炎症性の自己免疫結合組織疾患です。そのため、関節、神経系、血液、皮膚、腎臓、
消化管、肺、その他の組織や臓器に問題が発生します。指定難病の一つです。詳し
くは以下のURLでご確認下さい。

主治医意見書を作成する際の留意点

2．絶対に許可ができない程度ではないが、できれば配慮した方が良い作業

❶仕事が持病を悪化させる恐れのある場合
　就業が労働者の健康や疾病経過に悪い影響を与えると予見される場合に実施さ

れる措置です。この類型は、労働安全衛生法、および労働安全衛生規則第六十一条
にある「就業で病勢が著しく増悪する」際に実施される「病者の就業禁止」の考え
方に基づき、就業禁止だけでなく、就業措置全般への適用を意
図するものです。この措置を講じる際には、臨床的な判断が必
要と考えられます。

　例）
　・心不全のある労働者に対して過度な重筋作業を禁止する
　・重度の高血圧未治療者に対して、深夜勤務を禁止する
　・腰痛のある労働者の重筋作業を禁止する
　・職場不適応によるメンタルヘルス不全者の配置転換を行う

❶医学的に予見できるほどではないが、その配慮を行うことでより就業の継続がし
やすくなるような配慮です。

❷勤務先や職場環境などの影響を受けます（ある職場では配慮可能だが、他の職場
では配慮が難しいといったことがありえます）。
例）時短勤務制度を活用して半日勤務から開始する、感染リスクを低減するため
ラッシュ時間帯を避けた通勤時間を提案する、疲労が出たときに休憩できるよ
うに近くに椅子を準備する、等
今回の話では、「Aさんの会社は時短勤務があるようですの
で半日勤務からお願いしましょうか」「それと最初は通勤
ラッシュの時間を避けて通勤ができるように時差勤務も
お願いしてみましょう」と主治医が言っている点です。

❷事故・災害リスクの予防
ある特定の疾患によって特徴的に発症確率が高まるとされる事態が生じた際に、
随伴して発生する可能性のある事故を予防する目的で就業制限を行います。特に
突然死や失神などの意識障害が併発するような疾患に適応されます。また、疾患
に関連して生じる可能性のある災害、事故、大規模災害などに備えるための企業
リスク管理としての観点を含むものです。
例）
・てんかんのある労働者の運転作業を禁止する
・糖尿病コントロールの不良の労働者の高所・暑熱作業を禁止する
・今回の話では、「ただし、Aさんの病状では絶対にしてはいけないことがあります」と

主治医が言っている点です。                  

参考資料
・治療と仕事の両立支援に関する厚生労働省のホームページです。

主治医意見書の具主治医意見書の具体的な記載方法について説明がなされています。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115267.html

・治療と仕事の両立支援については、これまで多くの研究が行われてきています。
こちらのホームページには多くの成果がまとめられています。
http://www.med.kitasato-u.ac.jp/̃publichealth/bs/reference.html

・～労働者が安心して働けるために～医師のための就業支援判定NAVI～
主治医意見書を作成する際に役立つ豊富な情報が記載されています。
http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/syugyohantei/ruikei.html

全身性エリテマトーデス（SLE）とは

ポイント

ポイント
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令和 2 年度 厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

放射線・化学療法等に関する配慮事項の検討 

 
研究分担者 白土博樹 （北海道大学医学研究院連携研究センター 療養・就労両

立医学分野 療養・就労両立医学教室・教授） 

研究要旨 

 本分担研究においては、研究志向の強い大学病院やがん診療連携拠点病院の医

師に対して、化学療法や放射線治療を受ける患者における両立支援に対する義

務感だけでなく研究的興味を喚起しつつ、意見書の記載促進を果たす。 
 まず、両立支援の効果を客観的に評価することが重要と考え、「がん治療患者を

対象とした経済毒性(Financial Toxicity)に関する調査研究（プロトコールひ

な型）」を、分担者が執筆し、研究代表者のレビューを経て、冊子体で作成した、

これにより、国際指標である COST(Comrehensive Score for Financial 

Toxicity)を用いて、各医療機関の両立支援の臨床研究が進むことを目指す。同

経済毒性は、無職となった場合に強いことから、がん診療において、療養・就労

支援をすることが、患者の経済毒性を低下し、標準治療を受けやすくし、治療成

績の向上に繋がることを定量的に評価できることが期待される。 

 続いて、現場の医師が意見書作成時に、活用できるマニュアルとして、「大学

病院・がん診療連携拠点病院等における療養と就労・就学・介護両立支援マニュ

アル（第一版）」を、冊子体で作成した。意見書を書く場合には、法的な責任に関

する知識不足に基づく不安が強いが、意見書の記載方法を一旦習得すると、両立支

援はむしろ、説明を丁寧におこなうことで、患者・職場の病態の理解が進み、誤

解や説明不足に基づく医療訴訟も減らせること、が期待できることを示した。 
これらの冊子体を、まず、内容の改善点を指摘してもらうために、北海道大学

医学研究院の療養・就労両立支援医学分野にて回覧した。続いて、日本国内の全

大学病院・全都道府県がん診療拠点病院、北海道内のがん診療連携拠点病院に配

布した。 

研究協力者 

本多先生  （愛知県がんセンター 薬物療法部） 

梶本先生 （東京大学大学院薬学系研究科） 

篠原信雄  （北海道大学大学院医学研究院  腎泌尿器科教室・教授） 

青山英史 （北海道大学大学院医学研究院  放射線治療学教室・教授） 

  西岡健太郎（北海道大学大学院医学研究院  放射線医理工学院・助教） 



3 
 

Ａ.目的 

医療機関の医師が、効果的な意見書

を作成するためには、①就業に影響を

与える症状を列挙することができる

こと、②仕事内容をイメージすること

ができること、③事業者の安全配慮の

概念を理解できること、④合理的配慮

が理解できること、が求められる。 

しかし、従来の医師は両立支援に関し

て大学にて十分な教育を受けておらず、

卒後研修でも、就労支援に関するトレー

ニングを受けることもなかった。また、意

見書を書く場合には、法的な責任に関

する知識不足に基づく不安が強く、依然

として、両立支援の意見書記載に関する

医師としての義務感が乏しく、当事者意

識が低いのが実情である。 
特に、大学病院・がん診療連携拠点

病院等では、医療機関の両立支援を現

在よりも格段に推進すべき状況にある。 
本分担研究においては、研究志向

の強い大学病院や、がん専門医の研

修に対する責任感の強いがん診療連

携拠点病院の医師に対して、化学療

法や放射線治療を受ける患者におけ

る両立支援に対する興味を喚起し、

結果として、日本全体で、事業者に

とって理解がしやすく労働者に適切

な配慮事項を検討することが可能と

なるような意見書を作成できること

を目指す。 

 
Ｂ.方法 

１．がん医療の経済毒性について 

医学研究・がん専門医研修において、

療養・就労両立が、患者の経済毒性を

低下させるために、極めて重要な医療

行為の一部であることを認知させる

ことが重要であると考えた。また、が

ん診療の経済毒性は、医学研究として

急速に発展していることを、大学病

院・がん診療連携拠点病院の医師に伝

えるための研究プロトコールのひな

型（第一版）を作成することとした。

そのために、愛知県がんセンター薬物

療法部本多和典先生のご厚意により、

同センターで実際に行い、国際誌に掲

載された臨床研究のプロトコールを

改変することとした。また、最新の動

向を反映するために、東京大学の梶本

裕介先生のプロトコールの一部を取

り入れた。 

２．意見書作成マニュアル 

 化学療法と放射線療法において、両

立支援の意見書を記載する場合の配

慮事項を検討した。その内容に基づき、

マニュアル（第一版）を、北海道大学

病院を例として作成した。なお、医学

教育のコア・カリキュラムに沿って、

治療と就労・就学・介護との両立のた

めのマニュアルとした。 
 
Ｃ.結果 

１．がん医療の経済毒性について 

  がん医療では、高額な分子標的薬な

どの抗がん剤を中心として、患者の経

済的負担が大きいことが予想される

が、我が国では、限度額適用認定証を

活用することで、一般的にはその負の

影響は限られている。しかし、国際指

標である COST(Comrehensive Score 

for Financial Toxicity)を用いて評

価すると、患者が職業を失った場合に
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は、我が国でも、がん治療は経済毒性

は高いことが、本多らの研究で明らか

になった。中には、治療を受けると職

を失うリスクが高いために、標準治療

である抗がん剤を自ら減量したり、放

射線治療を受けない患者もいること

がわかった。今後、各がん診療におい

て、療養・就労支援をすることは、患

者の経済毒性を低下し、標準治療を受

けやすくし、治療成績の向上に繋がる

ことも示唆された。 

今回、「がん治療患者を対象とした

経済毒性(Financial Toxicity)に関

する調査研究（プロトコールひな型）」

を、分担者が執筆し、研究代表者のレ

ビューを経て、冊子体で作成した（参

考資料１）。まず、内容の改善点を指摘

してもらうために、北海道大学医学研

究院の療養・就労両立支援医学分野に

て回覧した。続いて、日本国内の全大

学病院・全都道府県がん診療拠点病院、

北海道内のがん診療連携拠点病院に

配布した。 
 

２．意見書作成マニュアル 

 医療機関の医師が、両立支援の意見

書記載に逡巡する理由の一つは、自ら

の知識不足故に、意見書の法的な責任

の発生を恐れることである。しかし、

過去の医療訴訟を参考にｃ分かった。 
現場の医師が活用できるマニュア

ルとして、「大学病院・がん診療連携拠

点病院等における療養と就労・就学・

介護両立支援マニュアル（第一版）」を、

分担者が執筆し、研究代表者のレビュ

ーを経て、冊子体で作成した。冊子体

で作成した（参考資料２）。このマニュ

アルを、まず、内容の改善点を指摘し

てもらうために、北海道大学医学研究

院の療養・就労両立支援医学分野にて

回覧した。続いて、日本国内の全大学

病院・全都道府県がん診療拠点病院、

北海道内のがん診療連携拠点病院に

配布した。 

今後、各病院で若手医師を中心に、

実際の両立支援を進めることができ

る医師が増加することが期待される。 
 
E. 結論 

  がん診療は、大学病院・がん診療連

携拠点病院に集約が進んでいる。まず、

それらの病院にとって、両立支援の目

的は何か、どのように進めるべきか、

どのような評価方法を用いて、両立支

援の効果を測るべきか、に関するマニ

ュアルを 2冊発行できた。今後、これ

らのマニュアルを活用して、各医療機

関での両立支援が進むことが期待さ

れる。 

 

Ｆ. 学術大会の開催 

1. シンポジウム５「がん患者と治療の

両立支援「放射線治療が期待されて

いること」（オーガナイザー：立石清

一郎、白土博樹）を日本放射線腫瘍

学会第 33 回学術大会（大会長 白

土博樹）. 2020.10.1-3. 札幌(web開

催)にて、開催。 
 
Ｇ. 学会発表 

１．白土博樹．がん治療と仕事の両立

―放射線治療医が期待去れている
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こと．シンポジウム５「がん患者と

治療の両立支援「放射線治療が期待

されていること」日本放射線腫瘍学

会第 33 回学術大会. 2020.10.1-3. 
札幌(web 開催) 

２．岩崎由加子、白土博樹、青山英史、

立石清一郎、高橋健夫、茂松直之．

がん放射線治療における仕事とと

の両立に関する全国施設アンケー

ト調査結果．日本放射線腫瘍学会第

33 回学術大会. 2020.10.1-3. 札幌

(web 開催) 
３．白土博樹、石岡明子、渋谷麻実．

医療の経済毒性と「治療と仕事の両

立．2020 年度第 8 回北海道大学病

院腫瘍センターセミナー. R3. 2.19. 
札幌 (web 開催) （図４） 

 
H. 論文業績 

１．白土博樹．治療と仕事の両立．

「「がん」で苦しむ人を 1 人でも減ら

したい」．２．がんの治療．THE WAY 

FORWARD.No.18. 2020.12.1.ISSN 

2187-3127. （図５） 

 
Ｉ．研究に関連した実務活動 

①「がん治療患者を対象とした経済毒

性(Financial Toxicity)に関する調

査研究（プロトコールひな型）」を制作

し、日本国内の全大学病院・全都道府

県がん診療拠点病院、北海道内のがん

診療連携拠点病院に配布。 

② 「大学病院・がん診療連携拠点病

院等における療養と就労・就学・介護

両立支援マニュアル（第一版）」を制作

し、日本国内の全大学病院・全都道府

県がん診療拠点病院、北海道内のがん

診療連携拠点病院に配布。 

 
H. 知的所有権の取得状況 
なし 
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                                  （参考資料１）                             
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がん治療患者を対象とした 

経済毒性（Financial Toxicity）に関する 

調査研究（プロトコールひな型） 
 

 

 

研究代表者 

   

 

研究事務局 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
愛知県がんセンター 薬物療法部 本多和典先生および東京大学大学院薬学系研究科梶本裕

介 先生のご厚意により、実際に行われたあるいは行われつつある臨床研究のプロトコールを教本

とさせて頂き、それをもとに、若干の改変を加えたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本マニュアルは、厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）

「医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究（20JA0601）」の支援

を受けて作られている。 

 

２０２０年８月 version 1.0 
２０２１年３月 version 2.0 
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はじめに 

 

 療養と就労との両立を科学的に研究するために、経済毒性(Financial Toxicity)に関する臨床

研究が、特にがん治療に関して重要となってきている。 

我が国では、がん薬物療法の経済毒性に関して、愛知県がんセンターから重要な臨床研究が行わ

れて、世界的な科学雑誌に発表されている。 

治療と仕事の両立支援の効果を、科学的に証明するためには、経済毒性の臨床研究が必要とな

る。 

このたび、愛知県がんセンター 薬物療法部 本多和典先生に、我々の主旨をご説明したとこ

ろ、本田先生その他の愛知県がんセンターのご厚意により、同センターにて行われた臨床研究の

プロトコール、患者への説明書、同意書、アンケート用紙などをご提供頂くことができた。ま

た、東京大学大学院薬学系研究科医薬政策学 梶本裕介先生には、最近開始した婦人科がんを対

象とした臨床研究のプロトコールを見せて頂けた。 
療養・就労両立に興味を持つ大学病院の関連診療科等で経済毒性に関する研究が開始できるよ

うに、経済毒性に関する臨床研究プロトコールひな型を作成した。内容は、本多先生が COST の

日本語訳を作成した際のプロトコールと、梶本裕介先生の研究のプロトコールを参考とし、それ

らで用いたアンケート用紙を付加し、施設名等を一般化したにすぎない。このひな形はあくまで

も一例であり、各目的に沿って修正が必要なことは論を待たないが、経済毒性に関して知識を持

たない多くの研究者にとっては、大きな助けになると考える。 
療養・就労両立に係る大学病院・がん診療連携拠点病院の各教室・各診療科等が、本資料を活用

することで、結果として、同領域の臨床研究・疫学研究の発展に役に立つことを祈る。 

最後に、本プロトコール等の資料をご提供いただいた、愛知県がんセンター 本多和典先生、東

京大学の梶本裕介先生、その他の方々に、心からお礼を申し上げます。 

 
令和 3 年 3 月 1 日 

 
北海道大学大学院医学研究院 

連携研究センター 

療養・就労両立医学教室 

教授 白土 博樹 
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－研究の概要－ 

 
【目的】 

１．がん治療の経済毒性の実態を明らかにする。 

2．経済毒性に影響する因子を明らかにする。 

３．経済毒性の予後に対する影響を明らかにする。 

４．がん患者の治療と仕事の両立に資する医学研究法を確立する。 

 

 

【背景】 

がん治療の進歩に伴い、身体的・精神的な指標による生活の質と生存率だけで治療法の優劣を決定

する弊害も生まれつつある。特に、患者側の負担するコストが増加しており、治療後も十分な経済力を維

持できることが、がん治療の生存率にも影響する事態となっており、がん治療学として看過できない状況

になっている。経済的な負担が生存や QOL に悪影響を及ぼす報告があり、治療による経済的な負担を

“経済毒性（Financial Toxicity）”として、身体的な治療関連毒性と同様に考えることが提唱されている。し

かし、経済毒性を勘案したうえでの標準治療を選択することがガイドラインで謳われるまでには至っていな

い。そのような背景において、がん患者の治療と仕事の両立に資する医学研究法を確立をすることは、世

界的な課題である。 

 

【研究デザイン】 

・質問紙調査及び診療記録調査 

 

【対象者の選択条件】 

選択基準 

１．取り込み基準 

以下のすべてを満たすものとする。 

（１）〇〇大学病院へ通院または入院中のがん患者 

（２）年齢 20 歳以上 

（３）本研究への参加同意が得られている 

（４）がん療法開始後 2 ヶ月以上経過している（術前術後の補助化学療法も含む） 

２．除外基準 

以下のいずれかにあてはまるものとする。 

（１）身体･精神状態が重篤で、研究者が調査を完了できないと判断したもの 

（２）研究者が本研究の対象として不適当と判断したもの 

 

【調査方法】 

１．予備調査 

１）〇〇大学病院に通院中または入院中の患者（10 名程度）を対象とする 

２）研究者は、本研究について説明文書を用いて説明し、文書同意を得る。 

３）研究参加に同意が得られた場合は、質問紙用紙と返信用封筒を手渡す。 

４）質問紙回答後は、返信用封筒に入れ、返送してもらう（来院時に手渡しで受け取ることも可）。 

５）対象者の診療記録を閲覧し、必要な情報（年齢、性別、癌腫、治療歴など）を入手する 

６）経済的毒性解析の結果に対して、クロンバックのα係数を算出し信頼性を検討する。α＞0.80
を信頼性ありとする。0.80 以下の場合は研究の継続の可否を研究者内で相談する。 

７）回収率や質問紙以外での質問内容の妥当性（未回答や回答の偏りなど）を検証する 

 



11 
 

２．本調査 

１）研究者は、本研究について説明文書を用いて説明し、文書同意を得る。 

２）研究参加に同意が得られた場合は、質問紙用紙と返信用封筒を手渡す。 

３）質問紙回答後は、返信用封筒に入れ、返送してもらう（来院時に手渡しで受け取ることも可）。 

４）対象者の診療記録を閲覧し、必要な情報（年齢、性別、癌腫、治療歴など）を入手する 

５）化学療法の薬剤変更の際には、同一患者で質問紙調査を繰り返してもよい 

 

【解析方法】 

＜予備調査＞ 

1．質問紙の結果に対して、クロンバックのα係数を算出し信頼性を検討する。α＞0.80 を信頼性

ありとする。0.80 以下の場合は研究の継続の可否を研究者内で相談する。 

＜本調査＞ 

１．経済毒性の実態（頻度や程度）を明らかにする。 

経済毒性を表す各項目について、記述統計の算出を行う。 

２．経済毒性に関連する因子を調査する。 

経済毒性を従属変数として予後に影響を与えうる因子との単変量解析を行い、その結果を踏まえて多変

量解析を行う。 

３．経済毒性の予後に対する影響を明らかにする。 

予後を従属変数として経済毒性を含む予後に影響を与えうる因子との単変量解析を行い、その結果を踏

まえて多変量解析を行う。 

４．COST 質問紙の妥当性を検証する 

COST スコアと他の経済毒性の指標（客観的評価や医療費を賄うために行ったこと）との相関係数を算出

する。 

 

【調査項目】 

１．主要評価項目：経済毒性 

（１）主観的評価（経済的毒性総スコア Comprehensive score for financial toxicity : COST） 

（２）客観的評価（かかった医療費/世帯収入、かかった医療費：自己負担額、保険料（民間、公的）、交通

費、代替療法、その他の費用など） 

（３）その他（医療費を賄うために行ったこと、医療者からの医療費に関する説明） 

 

２．関連要因項目 

（１）社会学背景（年齢（診断時、現在）、性別、婚姻の状態、世帯規模（何人、子供の数）、最終学歴、就

労状況、収入（世帯収入）、民間保険への加入の有無、貯蓄額） 

（２）医学的背景（原発巣、Stage（local/distant）、抗がん剤の治療期間、合併症） 

上記（１）を対象者から、（２）を診療記録から得る。 

 

【対象者数】 

・目標対象者数：150 名 

＜算定根拠＞ 

多変量解析：多変量解析の独立変数項目数（15 項目の 10 倍）から 150 名とした。先行研究では 100 名

程度であった。 

 

【中止基準】 

質問紙配布開始から 2 ヶ月経った時点で、回収率が 50％以下の場合は、調査を一時中断し、理由を検

討する。回収率不良の原因を検討し、修正可能であれば修正し、再度調査を開始する。また、質問紙のう

ち未回答が多い項目や、回答が不適切であった項目等を検討し、必要に応じて質問内容を修正し、本調
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査を継続する。COST 質問紙の日本語訳は変更しない。 

※）回収率：選択基準を満たし、調査に協力を依頼した対象者数を分母としたときの、調査説明の拒否、

調査参加の拒否、質問紙返送なしを合計した数を１から引いたもの 

 

【研究期間】 

１．研究期間 

研究承認日から令和〇年〇月〇〇日 

２．対象者集積期間 

  12 ヶ月 
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―本研究の詳細― 
 

１．背景（例：本多プロトコール参照） 

 がん治療は年々進歩している。その進歩には手術、放射線治療、化学療法、免疫療法等の進歩が大き

く寄与している。ロボット手術や粒子線治療等により、根治的治療の低侵襲・入院期間の短縮か進み、キ

ャンサーサバイバーの生活の質(Quality of Life, QOL)や治療と仕事との両立可能性が問われる時代にな

った。また、従来の殺細胞性の抗がん薬に加えて、分子標的薬や免疫チェックポイント阻害薬の登場によ

り、様々な進行がんの予後は改善し、一部では長期奏効例を認めるようになった。 

一方で新規医療技術・新規薬剤は一般に高額であり、また生命予後や治療後の生活の質の改善と引

き換えに、その経済的負担が問題となっており、療養と就労両立の可否が予後に直結し得る時代に入っ

た。米国からは破産した患者は破産しなかった患者よりも予後が不良であった、経済的な蓄えが限られた

患者では痛みなどの症状が強く QOL が悪い、といった報告がある[1, 2]。本邦では国民皆保険制度や高

額医療費制度、また生活困窮者に対する医療費免除などの公的な制度がある。しかしながら、本邦でも

一部の患者で治療費の問題で最も適切な治療を諦めているとの報告もある[3]。 

このようながん治療による経済的な負担を“経済毒性（Financial Toxicity）”として、身体的な治療関連

毒性と同様に考えることが提唱されている。しかし、身体的な毒性が Common Terminology Criteria for 

Adverse Events(CTCAE)という形式で世界的に標準化されているのに対して、経済毒性には定まった評

価方法はない。また、“経済毒性（Financial Toxicity）”以外にも economic well-being、financial wellness、 

financial satisfaction、financial stress、economic distress、financial burden など様々な用語が用いられてお

り、その定義も現時点ではあいまいである。 

経済毒性の評価には大きくわけて、主観的評価と客観的評価の二つの方法が提唱されている。客観的

な評価の方法としては、かかった医療費が世帯収入の 20%以上の場合を経済毒性とするのが一般的であ

る[4]。しかし、どこまでをかかった医療費とするかの範囲があいまいであり、また患者の QOL に与える影

響か、患者の主観的な感じ方は不明である。そこで主観的に評価する方法が検討されている。主観的な

経済毒性を単純な質問で４段階評価したところ、30%の患者で何らかの問題があった[5]、0-10 のスケール

で評価した研究では 90%の患者で経済毒性を認めた[6]、などの報告があり、経済毒性の頻度はばらつき

がある。このように、評価方法の標準化されていないことが問題であるため、標準化を目指し、

Comprehensive score for financial toxicity（COST）が提唱された[7]。実際に米国で COST を用いて多発

性骨髄腫患者を対象とした検討が行われ[8]、COST と医療費を捻出するために行ったこと（レジャーを減

らす、借金をするなど）の頻度との相関関係が証明されており、その有用性が示された。同様な結果は、よ

り広いがん患者を対象した研究でも示されており、医療保険のカバーがあったとしても、がん患者は経済

毒性に苦しんでいることを示した[9]。 

患者の経済毒性は、米国を中心とした海外からの報告が多く、保険制度の違いもあり、海外のデータを

そのまま外挿はできないため、本邦での実態調査が必要である。昨今、Honda らは、我が国におけるがん

化学療法に関する経済毒性を COST を活用して評価し、経済毒性に関連する因子を検討した[10]。その

結果、我が国でも低い COST スコアを示している症例もあることが判明している。 

しかし、治療法の影響に関する経済毒性を論じた報告は、世界的にも緒に就いたばかりで、特に、その

経済毒性が不明確な新規医療技術に関しては、ほとんど報告がないが、その論文数は急増しつつある。 

 

１’．背景（例：梶本プロトコール参照） 

＜Financial Toxicity＞ 
 医療の進歩に伴い、患者のアウトカムを著しく向上してきたが、分子標的薬等の治療費用の高額

化が保険医療財政を圧迫し、社会経済的に大きな問題となっている。近年では、抗がん剤や生物学

的製剤の費用が月に$10,000 を超えることも珍しくない[11]。将来的に再生医療や分子標的薬の併

用療法等の新規治療法により治療費用の高額化はさらに進むことが予想される。この問題は保険

医療財政のみならず、患者や患者家族の経済的負担も増大させている[11-13]。患者への経済負担

により、米国の膀胱がん患者の治療が遅れ、身体的および精神的影響により QoL が低下すること
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が示されている[14]。治療に関する経済的負担による患者の身体的または精神的、さらには QoL や

生存年数を害することを「経済毒性（FT; Financial Toxicity）」と呼ぶ[11,15]。Gordon らのシス

テマティックレビューでは、28-48%の患者に FT があり、特に影響の大きい因子として女性、若

年者、低所得者、アジュバンド治療、診断から間もない患者であった[16]。 
 FT の病因は、患者への経済的負担から始まる。この経済的負担には検査、薬剤、治療、入院費用

等の直接医療費、通院の交通費等の直接非医療費、通院や入院または病気により収入が得られなく

なる間接費用が含まれる。米国ではがん患者はがん患者以外と比較して、年間で$1,170 多くの医

療費支出があり、22.3 日の労働損失がある[17]。これらの経済負担により、医療費や衣食住等の生

活必需品の支払い困難となり、資産売却、借金、破産につながる[18]。医療費や生活必需品の支払

い困難が、治療の中断、薬剤アドヒアランスの低下、必要なケアの拒否、現状の生活の破綻を引き

起こす。また、経済的ストレスにより精神的な負担を受ける。その結果、身体的および精神的影響、

さらには QoL や生存期間に悪影響を与える[11,19]。 
 日本では、国民皆保険制度や高額療養費制度の公的保健医療システムにより患者の経済的負担

は少ない[20]。しかし、がん患者の医療費の自己負担がないイギリスやイタリアにおいても、直接

非医療費や間接費用による経済毒性が示唆されている[21,22]。Kodama ら（2012）によって日本

で実施された、2008 年に慢性骨髄性白血病でイマチニブを使用した患者への調査において、75.8%
の患者が大きな経済的負担を感じていた[23]。経済的な理由で治療の中止を考えた患者が 31.7%、

実際に治療を中断した患者が 2.6%だった。経済的負担による精神的ストレスのみならず、実際に

治療を中断している患者がいることから、日本においても高額薬剤の経済毒性の影響はあると考

えられる。乳がんの放射線治療と外科手術による治療費について、半数以上の患者は治療費用が高

いと感じており、多くのがん患者に経済毒性が発現している可能性がある[24]。 
 
＜COST 調査紙＞ 
 de Souza らは経済毒性を定量的に測定するツールとして、“Comprehensive Score for Financial 
Toxicity (COST) measure（COST 質問紙）”を開発した[25,26]。COST 質問紙は、患者報告アウ

トカム測定（Patient-reported outcome Measures）であり、経済活動に関する 11 項目の質問か

ら FT をスコア化する。スコアは 0-44 の範囲をとり、スコアが低い方が FT は強い。内的妥当性

として、Cronbachαは 0.92、級内相関係数は 0.80 の結果が得られている。FT が大きい集団の特

徴として、高い貧困度、多い入院回数、失業者ではない患者である。QoL 指標との相関について

はピアソン相関係数にて EORTC-QOL が 0.33（P<.001）と弱い相関が見られている[26]。Myeloma
患者を対象とした COST 調査紙を用いた結果では、若年者、未婚者、診断からの期間が長いおよ

び低収入がリスク因子であった[27]。FT を測定する COST 質問紙は、米国のがん患者集団におい

てバリデーションされた。 
 日本において、本多らが COST 質問紙の日本語版を開発している[10, 28,29]。内的整合性とし

て、Cronbachαは 0.87 と良好な成績であった[10]。分布も良好（range, 0-41; median, 21; mean
±SD, 12.1±8.45）であり、がん患者の日本人集団においても、COST 質問紙は使用可能であるこ

とを証明した。また、COST スコアが低い集団の特徴として、若年者、低収入、低貯蓄額であるこ

とを明らかにした。 
 
＜〇〇がん治療の経済毒性＞ 
 日本での〇〇がん治療の高額薬剤として、抗血管内皮細胞増殖因子（VEGF; Vascular 
Endothelial Growth Factor）ヒト化モノクローナル抗体であるベバシズマブ、白金系抗悪性腫瘍

剤感受性の再発癌における維持療法としてポリアデノシン 5’二リン酸リボースポリメラーゼ

（PARP）阻害薬のオラパリブが承認されている。〇〇がん治療においても、直接医療費、直接非

医療費、間接費用により経済毒性が発現することが予想される。 
〇〇がん治療患者は、強い経済毒性が見られる若年者（30 代～50 代）または低収入の患者が多

いという特徴がある。そのため、〇〇がん治療患者集団に限定して COST 質問紙の内的整合性や
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test-retest 再現性を調査し、COST 質問紙の妥当性を評価することが必要である。さらに、COST
スコアと外的基準である QoL の各ドメインおよび Performance status（PS）との関連は、FT の

重要性や位置づけを明確にする。 
本研究では、〇〇がん患者における COST 調査紙の内的整合性と再現性による妥当性の評価、

および COST スコアと外的基準との関連を明らかにすることを目的とする。本研究の結果により、

今後の経済毒性の研究や対策に寄与することができる。 
 

  

２．目的 

２－１．Comprehensive score for financial toxicity（COST）質問紙日本語版の信頼性を検証する。 

２－２．がん患者の経済毒性の実態を明らかにする。 

２－３．経済毒性に影響する因子を明らかにする。 

２－４．経済毒性の予後に対する影響を明らかにする。 

 

３．研究デザイン 

観察的横断研究：質問紙調査及び診療記録調査 

 

４．対象者の選択条件 

選択基準 

４－１．取り込み基準 

以下のすべてを満たすものとする。 

（１）〇〇大学病院に通院・入院中のがん患者 

（２）年齢 20 歳以上 

（３）本研究への参加同意が得られている 

（４）化学療法開始後 2 ヶ月以上経過している（術前術後の補助化学療法も含む） 

 

４－２．除外基準 

以下のいずれかにあてはまるものとする。 

（１）身体･精神状態が重篤で、研究者が調査を完了できないと判断したもの 

（２）研究者が本研究の対象として不適当と判断したもの 

 

５．説明と同意 

５－１．説明 

研究者は研究の実施に先立ち、対象者に対して説明同意文書の内容にしたがって文書と口頭で研究に

関する十分な説明を行う。具体的には、目的、方法、予想される利益と不利益、予想される経済的負担、

プライバシーの保護、研究への参加が自由意思によるものであること等を説明する。 

５－２．同意 

同意書に対象者本人に署名をいただく。同意書は事務局保管とする。 

 

６．研究参加による対象者の利益・不利益 

本研究参加による参加者の利益はない。また、本研究では、身体的な負担はほとんどないと考えられる一

方で、質問内容によって不快感やストレスを感じる可能性は否定できない。また、意識していなかった経

済毒性を意識させてしまうかもしれない。これらに関しては、研究の説明をしっかり行うなど常に十分な配

慮を行い、負担軽減に努める。 

 

７．調査方法 

７－１．予備調査 
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７－１－１． 

〇〇大学病院に通院中または入院中の患者（10 名程度）を対象とする。 

７－１－２ 

研究者は、本研究について書面を用いて口頭で説明し、文書同意を得る。 

７－１－３ 

研究参加に同意が得られた場合は、質問紙用紙と返信用封筒を手渡す。質問紙には番号をふり、患者

ID と連結できるようにする。 

７－１－４ 

質問紙回答後は、返信用封筒に入れ、返送してもらう。 

７－１－５ 

対象者の診療記録を閲覧し、必要な情報（年齢、性別、癌腫、治療歴など）を入手する。 

７－１－６ 

COST 質問紙の結果に対して、クロンバックのα係数を算出し信頼性を検討する。α＞0.80 を信

頼性ありとする。0.80 以下の場合は研究の継続の可否を研究者内で相談する。 

７－１－７ 

回収率や COST 質問紙以外での質問内容の妥当性（未回答や回答の偏りなど）を検証する。回収率が

50％以下の場合は質問内容を再考し、予備調査を再度行う。COST 質問紙の日本語訳は変更しない。 

※）回収率：選択基準を満たし、調査に協力を依頼した対象者数を分母としたときの、調査説明の拒否、

調査参加の拒否、質問紙返送なしを合計した数を１から引いたもの 

 

７－２．本調査 

７－２－１． 

研究者は、担当医より選択基準を満たす対象者を紹介してもらう。 

７－２－２． 

研究者は、本研究について書面を用いて口頭で説明し、文書同意を得る。 

７－２－３． 

研究参加に同意が得られた場合は、質問紙用紙と返信用封筒を手渡す。質問紙には番号をふり、患者

ID と連結できるようにする。 

７－２－４． 

質問紙回答後は返信用封筒に入れ、返送してもらう。 

７－２－５． 

対象者の診療記録を閲覧し、必要な情報（年齢、性別、癌腫、治療歴など）を入手する 

７－２－６ 

化学療法の薬剤変更の際には、同一患者で質問紙調査を繰り返してもよい 

 

８．解析方法 

８－１．予備調査 

８－１－１．COST 質問紙の信頼性の検証  

COST 質問紙の結果に対して、クロンバックのα係数を算出し信頼性を検討する。α＞0.80 を信

頼性ありとする。0.80 以下の場合は研究の継続の可否を研究者内で相談する。 

８－２－２．回収率  

回収率を算出し、50％以上であれば本調査に移行する。50％以下のときは、質問紙内容を再考して、予

備調査を再検する。ただし、COST 質問紙の日本語訳は変更しない。 

 

８－２．本調査 

８－２－１．経済毒性の実態を明らかにする 

経済毒性を表す各項目について、記述統計の算出を行う。主観的評価であるCOSTスコアは先行研究で
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は中央値である 23 をカットオフとして用いられていたので、今回もその基準を踏襲するが、今回のデータ

で再検討する。客観的評価であるかかった医療費/世帯収入は 10%あるいは 20%をカットオフとするのが一

般的である。 

８－２－２．経済毒性に関連する因子を調査する 

経済毒性を従属変数として予後に影響を与えうる因子との単変量解析を行い、その結果を踏まえて多変

量解析を行う。 

８－２－３．経済毒性の予後に対する影響を明らかにする 

予後を従属変数として経済毒性を含む予後に影響を与えうる因子との単変量解析を行い、その結果を踏

まえて多変量解析を行う。 

８－２－４．COST 質問紙の妥当性を検証する 

COST スコアと他の経済毒性の指標（客観的評価や医療費を賄うために行ったこと）との相関係数を算出

する。 

８－３．欠損値 

欠損値については欠損した項目を除外して扱う。 

 

９．調査項目 

９－１．主要評価項目：経済毒性（別紙） 

９－１－１．主観的評価（Comprehensive score for financial toxicity: COST）[7]  

９－１－２．客観的評価（かかった医療費/世帯収入） 

かかった医療費とは 

・ 自己負担額 

・ 保険料（民間、公的） 

・ 交通費 

・ 代替療法 

・ その他の費用 

９－１－３．その他 

① 医療費を賄うために行ったこと[9] 

・ 処方された薬を、頻度を落として飲んだ 

・ 処方箋をもらったが、薬を受け取らなかった 

・ 外来や抗がん剤の頻度を下げた 

・ 勧められた検査（CT など）を受けなかった 

・ 勧められた抗がん剤治療を受けなかった、変更した 

・ 食費や衣料費を削った 

・ レジャー（旅行、外食、映画など）を減らした 

・ 預貯金を切り崩した 

・ 資産を売った 

・ 借金をした 

・ 自分の仕事を増やした（あるいは家族が余計に働いた） 

・ 保険の費用を得るために入院期間を延長した 

② 医療者からの医療費に関する説明 

 

９－２．関連要因項目 

９－２－１．社会学背景 

・ 年齢（診断時、現在） 

・ 性別 

・ 婚姻の状態 

・ 世帯規模（何人、子供の数） 
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・ 最終学歴 

・ 就労状況 

・ 収入（世帯収入） 

・ 民間保険への加入の有無 

・ 貯蓄額 

９－２－２．医学的背景 

・ 癌腫 

・ Stage（local/distant） 

・ 抗がん剤の治療期間 

・ 合併症 

上記、社会学背景を対象者から、医学的背景を診療記録から得る。 

 

１０．対象者数 

１０－１．目標対象者数 

予備調査：10 名 

本調査：目標対象者数：150 名 

１０－２．算定根拠 

１０－２－１．予備調査 

実施可能性を確認するものなので 10 名程度で十分と判断した。 

１０－２－２．本調査 

多変量解析：多変量解析の独立変数項目数（15 項目の 10 倍）から 150 名とした。先行研究では 100 名

であった。[8] 

 

１１．中止基準 

質問紙配布開始から 2 ヶ月経った時点で、回収率が 50％以下の場合は、調査を一時中断し、理由を検

討する。回収率不良の原因を検討し、修正可能であれば修正し、再度調査を開始する。また、質問紙のう

ち未回答が多い項目や、回答が不適切であった項目等を検討し、必要に応じて質問内容を修正し、本調

査を継続する。ただし、COST 質問紙の日本語訳の修正は行わない。 

 

１２．研究期間 

１２－１．研究期間 

研究承認日から令和〇年〇月〇日 

１２－２．対象者集積期間 

１２ヶ月 

＜算出根拠＞ 

選択基準を満たす対象者は週に 4 名とし、参加率は先行研究より 80％とする。1 ヶ月の対象者は 13 名と

なり、対象者収集期間を 12 ヶ月とすると、156 名のサンプル数が見込める。 

 

１３．倫理的配慮 

本研究は、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成 26 年 12 月 22 日、文部科学省/厚生労

働省）」に従って実施する。調査者は研究の実施に先立ち、対象者に対して説明文書にて人権の擁護に

関する十分な説明を行う。すなわち、研究への参加および参加辞退は自由意思であり不参加によるいか

なる不利益も受けないこと、また同意後も随時撤回が可能であること、人権擁護に十分配慮した上で個人

情報は完全に保護されること、等を説明する。研究成果の公表の際には、個人情報は完全に匿名化し、

対象者が特定されることは一切ないように対応する。研究者および研究協力者は、全ての個人情報の取

り扱いを、研究組織である〇〇大学病院の施設内に限定し、その保管には全責任を負う。経済状態など

の個人情報の漏出の危険性があるため、解析する情報は連結可能匿名化とする。また、研究代表者は、
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保管すべき必須文書（質問紙原本、署名入り同意書など）を、少なくとも当該研究の終了について報告さ

れた日から 5 年を経過した日又は当該研究の結果の最終の公表について報告された日から 3 年を経過

した日のいずれか遅い日まで保管する。対応表ならびに保管文書の保管場所は、化学療法センター長

室内の鍵のついた棚とする。 

 

１４．研究費用 

本研究の資金源は〇〇大学病院の研究費とする。本研究の費用は企業、財団等より資金提供を受けて

おらず、利益相反はない。本研究の参加者に対する謝礼もしくは費用負担はない。 

 

１５．研究に関する情報公開の方法 

本研究は実施に先立ち事前に大学病院医療情報ネットワーク研究センター臨床試験登録システム

（UMIN-CTR）に登録する。また、本研究の結果は国内外の学会および英文論文（レフリーのある雑誌）で

発表する。 

 

１６．研究機関の長への報告内容および方法 

研究代表者は研究の進捗状況および終了に関して定期的に研究機関の長へ報告する。また、研究継続

の上で重大な問題が発生した場合、研究者は研究代表者に速やかに報告し、研究機関の長に報告する。 

 

１7．研究組織 

〈研究施設〉 

〇〇大学病院 

〈研究代表者〉 

〇〇〇〇病院 〇〇〇科 科長 〇〇〇〇 

〈研究者〉 

〇〇〇〇病院 〇〇〇科中 部長 〇〇〇〇 

同上 医長 〇〇〇〇 

同上 医長 〇〇〇〇 

同上 医長 〇〇〇〇 

同上 専門員 〇〇〇〇 

同上 医師 〇〇〇〇 

同上 医師 〇〇〇〇 

○○大学医学研究院 〇〇教室 教授 〇〇〇〇 

○○大学〇〇研究院 〇〇分野 准教授 〇〇〇〇 

 

〈事務局〉 

〇〇大学病院 〇〇〇〇科  

〒〇〇〇 

〇〇市〇区北〇〇条西〇丁目  

担当：〇〇〇〇 
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化学療法実施中のがん患者を対象とした経済毒性（Financial 

Toxicity）に関するアンケート調査研究 
 

説 明 文 書 

                                                                

１研究の趣旨 

（１）研究目的、意義と研究参加へのお願い 

 私たちは患者さんに対して最良の治療を提供することを目的に、効果や安全性の優れた治療法

の開発に取り組んでいます。新しい治療法の開発のためには、患者さんを対象とした臨床研究が必

要となります。今回参加をお願いする研究は、私たちが通常の臨床の一環として、安全性の優れた

治療法の確立を目的に計画して行うものです。この研究の実施にあたっては、人を対象とする医学

研究の倫理原則を示した「人と対象とする医学系研究に関する倫理指針」などに則って計画され、

〇〇大学病院倫理審査委員会で、研究の科学性及び倫理性が審議・承認され、当医療機関の長の許

可を受けています。研究に参加されるかどうかを決める前に、あなたに十分にこの研究の内容を知

っていただくことが必要です。説明の中で分かりにくい言葉や疑問、質問がありましたらどんなこ

とでも遠慮なくお尋ね下さい。 

 

 がん治療は年々進歩し、治療成績は向上しています。その進歩には新規の抗がん剤が貢献してい

ます。しかし、新規の抗がん剤は高額であり、治療期間が長期に及ぶほど、その経済的な負担が問

題となります。海外ではがん治療による経済的負担で破産したり、痛みなどの症状のコントロール

が悪化したりすることなどが報告されています。日本では国民皆保険制度や高額医療費制度、また

生活困窮者に対する医療費免除などの公的な制度があり、海外よりも経済的負担が少ないことが

予想されますが、日本でも一部の患者さんが治療費の問題で最も適切な治療を諦めているという

報告もあります。 

 このようながん治療に伴う経済的負担を“経済毒性”として、身体に対する副作用と同じように

扱う考え方が提唱されています。身体に対する副作用については世界的な共通基準がありますが、

経済的な副作用には世界共通の基準はありません。様々な評価方法が検討されていますが、その多

くの研究は米国を中心に行われており、その結果をそのまま日本に当てはめることはできません。 

 

 今回、私たちは経済的な負担を様々な方法で評価し、日本人での評価方法を確立するために研究

を計画しました。また、海外の調査研究結果と比較したり、経済的負担に影響する因子を検討した

りします。経済的負担の評価方法が確立すれば、各抗がん剤による経済的負担を比較したり、同じ

抗がん剤でも日本と海外での経済的負担の違いを比較したりすることができるようになります。

日本人を対象とした抗がん剤治療による経済毒性を調査した研究の報告は少なく、本研究は意義

のある研究と考えています。 

 

（２）研究参加の同意表明の任意性と、表明後の同意撤回の自由について 

  本研究に参加されるかどうかはよくお考えいただき、あなた自身の自由な意思でお決め下さ

い。また研究に参加することに同意された後、もしくは研究が始まった後でも、いつでも同意を

取り下げることができます。ただし研究結果発表後は対応できないことがありますのでご了承

ください。また、本研究への参加をお断りになっても、その後も責任をもって治療を行いますの

で、あなたが不利益を受けることはありません。 

 

２研究計画の説明 

（１）研究目的 
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この研究は、経済的な負担を様々な方法で評価し、日本人での評価方法を確立することを目的と

しています。 

 

（２）研究への参加をお願いする理由 

この研究の対象は、抗がん剤治療を受けているがんの方にお願いしています。 

 

（３）研究方法と研究期間、参加人数 

・アンケート調査を行います 

・お配りしたアンケートを返送用封筒で返送していただきます。 

・病気の種類や治療内容を診療情報記録から抽出します。 

・最後にアンケート結果から経済的負担を評価し、それに影響を与える因子を検討します。 

・研究期間は研究実施承認日から令和〇年〇月〇〇日までを予定しており、約 160 名の方に参加

いただきます。 

 

（４）実施計画などをさらに知りたいとき 

本研究における内容で不明な点、もしくは更に知りたい場合は、遠慮せず担当医までお尋ねくだ

さい。個人情報の保護や研究の独創性の確保に支障を来たさない範囲内で、この研究計画の内容を

見ることができます。 

 

３ 本研究に参加した場合に考えられる利益及び不利益  

利益 

本研究の参加により、あなた自身に直接利益となる可能性はありません。本アンケート調査にご

回答いただいた場合でも、特別な謝礼等は用意しておりません。本研究の成果により、今後の日本

人の経済的負担を評価する基準になることが期待されます。 

 

不利益 

 本研究で、身体に対する影響はほとんどないと考えられます。しかし、質問内容によってご不快

に思われたり、ストレスを感じたりされたりする可能性があります。また、今まで意識されていな

かった経済的負担を意識させてしまうかもしません。そのような場合には、お気軽に担当医にご相

談ください。なお、本研究では、お見舞い金や各種手当てなど、健康被害に対する特別な経済的な

補償は準備しておりませんのでご了承ください。 

 

５ 個人情報の保護 

研究のために提供していただいたあなたのアンケート用紙（無記名です）にはあらかじめ番号を

つけてあります（この作業を匿名化といいます）。あなたとこの番号を結びつける対応表は、研究

事務局で厳重に保管します。病気や治療の情報について、あなたの診療記録から情報を取得しま

す。アンケート結果と診療情報とを対応表を用いて結びつけます。結果の解析や研究結果の発表に

際しては、匿名化された情報のみが外部に公表されますので、個人を特定することはできません。 

 

６ 調査結果の開示と相談窓口  

この研究結果があなたの治療に直接反映される可能性がないこと、匿名化された状態で解析を

行うことから、あなたご自身の経済的負担の検査結果を個別に告げることはありません。経済的な

悩みのある方は、当院の専門相談窓口をご紹介しますのでお気軽に担当医までご相談ください。 

 

７ 研究登録、研究結果の公表 

本研究は、以下のホームページに概要が公開されています。研究結果は、学術論文や学会等で発

表されます。また、本研究で得られたデータについては、公的なデータベース等に公開することが
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あります。ただし、あなたの氏名や個人を識別できるような情報は、この研究結果の報告書、論文

やデータベース等に使用されることはありません。 

 

 ・UMIN 臨床試験登録システム：http://www.umin.ac.jp/ctr/index-j.htm 

 

８ 研究から生ずる知的財産権について   

本研究の結果に基づいて、特許等の知的財産権が生じる可能性があります。この知的財産権は、

研究者と〇〇大学病院に属します。 

 

９ データの保管と二次利用について 

アンケート調査結果原本は、原則として研究終了後は 5 年間あるいは研究の最終結果ついて公

表された日から 3 年間のいずれか遅い日まで保管され、その後廃棄されます。また将来、本研究

で得られたデータを二次利用することが有益であると研究代表者が判断した場合は、匿名化され

たデータが別の研究等に二次利用される可能性があることをご了解ください。この場合も個人が

特定されることはありません。 

 

１0 研究にかかるあなたの費用負担について   

あなたの費用負担はありません。 

 

１１ 本調査にかかる費用と利益相反 

本調査にかかる費用は、当院薬物療法部の研究費によって賄われます。利益相反とは研究成果に

影響する可能性のある利害関係を指し、金銭及び人的、物的関係を含みます。本研究の費用は企

業、財団等より資金提供等を受けておらず、そのような可能性のないことが、利益相反審査委員会

の審査のうえ、倫理審査委員会により確認されています 

 

１２ 問い合わせ・苦情の受付先 

何かわからないことがありましたら、いつでも遠慮なく担当医に尋ねて下さい。担当医の説明で

どうしても納得がいかない場合や不明な点についての詳しい説明を望まれる場合は、下記の連絡

先にご連絡いただければ対応させていただきます。 

 

担当医：                         

 

★研究代表者（本研究の責任者、連絡窓口） 

   担当：〇〇〇〇 

〇〇大学病院 〇〇〇〇科  

〒〇〇〇 

〇〇市〇区北〇〇条西〇丁目  

担当：〇〇〇〇 

 

〇 苦情の受付先 

〇〇大学病院 〇〇〇〇 

TEL: 〇〇〇〇（内線〇〇〇〇）  

FAX: 〇〇〇〇 

  



26 
 

 

同 意 書 
 

令和  年  月  日 
〇〇○○○  殿 
 
（研究課題名） 
「化学療法実施中のがん患者を対象とした経済毒性（Financial Toxicity）に関するアンケート調

査研究」 
 
上記研究の実施に当たり、    から説明文書を用いて説明を受け、以下の項目について十分

理解しましたのでその実施に同意します。 
 
説明を受け理解した項目（□の中に自分でレを付けてください。） 

□ 研究目的、意義と研究参加へのお願い 
□ 研究参加の同意表明の任意性と、表明後の同意撤回の自由について 
□ 研究目的 
□ 研究への参加をお願いする理由 
□ 研究方法と研究期間、参加人数 
□ 実施計画などをさらに知りたいとき 

□ 本研究に参加した場合に考えられる利益及び不利益 

□ 個人情報の保護 

□ 調査結果の開示と相談窓口 
□ 研究登録、研究結果の公表 

□ 研究から生ずる知的財産権について 

□ データの保管と二次利用について 

□ 研究にかかるあなたの費用負担について 

□ 本調査にかかる費用と利益相反 

□ 問い合わせ・苦情の受付先 

 

 

             令和  年  月  日 
                    本人 署名              
               
             説明年月日 令和  年  月  日 
             説明者の所属・職名                
             説明者の氏名    署名              



27 
 

がん治療による経済的負担を調査するためのアンケート 
 
 

                   記入日    年   月   日 
 
質問の内容が分かりにくいときや、どのように答えたらよいのか分からないときは以

下の連絡先までお気軽にお問い合わせください。 
TEL: 〇〇〇―○○〇ー〇〇〇〇（代表） 
〇〇大学病院 〇〇〇科 〇〇〇〇 
 
 
Q1. 婚姻状況について教えてください 
1. 既婚 
2. 既婚であったが、離婚あるいは死別などで現在は独身 
3. 結婚の経験はない 
 
 
Q2. 現在、同居しているご家族の数（ご自身を含めて）を教えてください 
 
   人 
 
 
Q3. 子供の数とその年齢を教えてください。 
 
   人 
 
 
１人目   歳 2 人目   歳 3 人目   歳 4 人目   歳 
5 人目   歳 
 
 
Q4. 最終学歴を教えてください 
1. 中学校 
2. 高等学校 
3. 専門学校、短期大学 
4. 大学、大学院 
 
Q5. 現在の就労状況を教えてください 
1. 働いている（正社員） 
2. 働いている（非正社員） 
3. 休職中 
4. 退職した（がんが理由で） 
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5. 退職した（定年など、がん以外の理由） 
6. 就職経験なし 
 
休職（３）あるいは退職（４、５）と答えた方に質問です。 
休職あるいは退職前は正社員でしたか非正社員でしたか？ 
 
正社員 ／ 非正社員 
 
 
Q6. 世帯収入（ご自身を含む同居家族の収入の合計）を教えください 
1. 200 万円未満 
2. 200～400 万円 
3. 400～600 万円 
4. 600～800 万円 
5. 800～1000 万円 
6. 1000 万円以上 
 
 
Q7. 現在、民間の医療保険に加入していますか？ 
1. はい 
2. いいえ 
 
はいの場合は以下の質問にお答えください 
 
①いくつの民間の医療保険に加入していますか？                件 
 
②現在、年間に民間保険の保険料をおおよそいくら払っていますか？ 

          円 
 
③通院に対する給付はありますか？またそれは 1 日でいくらですか？ 

 はい / いいえ            円 
 
④入院に対する給付はありますか？またそれは 1 日でいくらですか？ 

              はい / いいえ            円 
 
⑤何か特約はありますか？あれば具体的に教えてください 
例：がんと診断されたら○○万円など  
具体的に 
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Q8. 貯蓄額（ご自身を含む同居家族の預貯金や株式などの資産の合計、車や不動産は

除く）をわかる範囲で教えてください 
1. 200 万円未満 
2. 200～400 万円 
3. 400～600 万円 
4. 600～800 万円 
5. 800～1000 万円 
6. 1000～1500 万円 
7. 1500 万以上 
 
ここからは治療にかかった費用やその対応についてお聞きします 
 
Q9. 先月、先々月に入院や外来治療にかかった自己負担額はいくらですか？ 
＊可能であれば領収書を参照してください 
＊高額医療費制度に該当する方は自己負担限度額をご記載ください 
 
先月          円   
 
自己負担限度額が適応されている         はい / いいえ 
入院費（食事代、個室料金など）も含まれている  はい / いいえ 
 
先々月          円  
 
自己負担限度額が適応されている         はい / いいえ 
入院費（食事代、個室料金など）も含まれている  はい / いいえ 
 
Q10. 過去 1 年間に入院はありましたか？またその回数を教えてください。 
 
過去 1 年に入院は ある / ない 
 
入院がある場合     回 
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Q11. 先月の自己負担以外に治療にかかった費用のおおよそを教えてください。 
 
交通費（月額）          円 
 
民間療法（サプリメントなど）         円 
具体的に 

 
 
 
 
 
その他         円 
具体的に                                 

 
 
 
 
 
Q12. 医療費をまかなうために以下のようなことを行ったこと、もしくは行う予定が

ありますか？ 
 
1. 処方された薬を、量や回数を落として飲んだ      はい / いいえ 
2. 処方箋をもらったが、薬を受け取らなかった       はい / いいえ 
3. 外来や抗がん剤の回数を減らした            はい / いいえ 
4. 勧められた検査（CT など）を受けなかった        はい / いいえ 
5. 勧められた抗がん剤治療を受けなかった、あるいは変更した 

 はい / いいえ 
6. 食費や衣料費を削った                  はい / いいえ 
7. レジャー（旅行、外食、映画など）を普段より減らした はい / いいえ 
8. 預貯金を切り崩した                   はい / いいえ 
9. 資産（車、家、土地など）を売った          はい / いいえ 
10. 借金をした                      はい / いいえ 
11. 自分の仕事を増やした（あるいは家族が余計に働いた） はい / いいえ 
12. 保険金を得るために入院期間を延長した         はい / いいえ 
 
 
Q13. 必要時に子供、親、兄弟あるいは友人などから医療費の援助を受けることがで

きますか？また、それは誰ですか？ 
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はい / いいえ   誰（複数回答可）                
 
 
Q14. どの医療者（医師、看護師、薬剤師、相談窓口など）から医療費に関する説明

がありましたか？またそれは十分でしたか？ 
 
 
誰（複数回答可）                    
 
1. 十分な説明があった 
2. 説明はあったが、十分ではなかった 
3. ほとんど説明はなかった 
4. 全く説明はなかった 
 
 
 
最後にこのアンケートや医療費に関することで何かご意見がありましたら、ぜひ記載

をお願いします。 
（例）アンケートにこんな項目があった方がいい、この質問は答えにくかった、など 
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初回質問票 Ver.1.0  
医療機関名：                 被験者番号：        

 
がん治療による経済的負担を調査するためのアンケート 

 
今日の日付を書いて下さい。 20      年（平成       年）    月    日 
 
Q1. 現在の就労状況を教えてください 
7. 働いている（正社員） 
8. 働いている（非正社員） 
9. 働いている（自営業／経営者） 
10. 休職中 
11. 退職した（がんが理由で） 
12. 退職した（定年など、がん以外の理由） 
13. 就職経験なし 
 
Q2. 世帯の主たる生計者はどなたですか？ 
1. 自分 
2. 自分以外 
 
Q3. 扶養している、あるいは育児中のお子さんはいますか？ 
1. いる 
（お子さんの年齢：1 人目：  才、2 人目：  才、3 人目：  才、4 人目：  才） 
2. いない 
 
Q4. 介護が必要な家族がいますか？ 
1. いる 
2. いない 
 
Q5. 世帯収入（ご自身を含む同居家族の収入の合計）は年間いくらですか？ 
7. 200 万円未満 
8. 200～400 万円 
9. 400～600 万円 
10. 600～800 万円 
11. 800～1000 万円 
12. 1000 万円以上 

 
Q6. 現在、民間の医療保険に加入していますか？ 
3. はい 
4. いいえ 

アンケート用紙 B 
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Q7. 高額療養費制度（医療費が安くなる制度）を利用していますか？ 
1. 利用している／利用する予定 
2. 利用していない 
3. 制度をよく知らない 

 
Q8. 貯蓄額（ご自身を含む同居家族の預貯金や株式などの資産の合計額。ただし、車

や不動産は除く）をわかる範囲で教えてください 
8. 200 万円未満 
9. 200～400 万円 
10. 400～600 万円 
11. 600～800 万円 
12. 800～1000 万円 
13. 1000～1500 万円 
14. 1500 万以上 
 
Q9. 先月、先々月に病院で支払った自己負担額はいくらですか？ 
＊可能な限り領収書を参照してください 
 
先月          円    医療費の自己負担は何割ですか？ 
 
先々月          円    ・1 割  ・2 割  ・3 割 
 
Q10. 先月の自己負担以外に治療にかかった費用のおおよそを教えてください。 
※出費がなかった場合は 0 円と記載してください。 
 
交通費（電車、バス、ガソリン代など）（月額）          円 
 
その他（サプリメント、健康食品、健康器具など）         円 
 
Q11. 医療者（医師、看護師、薬剤師、相談窓口など）から医療費に関する説明があ

りましたか？また、医療費について十分に相談できましたか？ 
1. 説明があり、十分に相談できた 
2. 説明があったが、もっと相談できるとよい 
3. 説明がなかったので、説明があるとよい 
4. 説明も相談もいらない 
 

ご協力ありがとうございました。 
封筒にて「〒  東京都〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇」までお送りください。 
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医療機関名：            被験者番号：         

 

・今日の日付を書いて下さい。 20      年（令和         年）   月   日 
 

COST 質問表 

 ここ 7 日間に当てはまるものを一つ

選んでください 
全く 

思わない 
少し 

そう思う 
 

そう思う 
かなり 

そう思う 
とても 

そう思う 

1 
治療にかかるお金を支払うのに十分な貯

蓄、年金や資産を持っていると思う。 0 1 2 3 4 

2 
治療にかかるお金は予想していたよりも多

い。 0 1 2 3 4 

3 
病気や治療による、将来の経済的な問題を

心配している。 0 1 2 3 4 

4 
治療などにかかる金額に仕方がないと思

う。 0 1 2 3 4 

5 
以前のように会社や家庭で働けないことに

がっかりしている。 0 1 2 3 4 

6 現在の経済状態に納得している。 0 1 2 3 4 

7 毎月の出費に対処することができる。 0 1 2 3 4 

8 経済的に苦しいと感じている。 0 1 2 3 4 

9 
自分の仕事や収入、あるいは家庭での役割

が維持できるか、気にかかる。 0 1 2 3 4 

10 
病気や治療のせいで、自分の経済状態に対

する満足度が減った。 0 1 2 3 4 

11 
自分の経済状態をコントロールできている

と思う。 0 1 2 3 4 

COST 質問票 
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使用方法 
１．“回答”の欄に点数を記載する。未回答の場合は X とする 
２．“計算処理”を行い、各スコアを計算し、合計する 
３．合計スコアを１１倍し、回答のあった質問数で割る 
４．低いスコアが、より強い経済毒性である（0-44） 

 
 

   質問番号          計算処理                回答        スコア 

 
 1               0 + ________  =________ 
2         4 - ________  =________ 
3         4 - ________  =________ 
4        4 - ________  =________ 
5         4 - ________  =________ 
6         0 + ________  =________ 
7         0 + ________  =________ 
8         4 - ________  =________ 
9         4 - ________  =________ 

10         4 - ________  =________ 
11        0 + ________  =________ 

 
            スコアの合計:________   

                          ×１１: ________ 
             回答があった質問数で割る: ________= COST score 
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アンケート No. 

  

アンケートお渡し日 

  

患者 ID 

  

患者氏名 

  

担当医 
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（参考資料２） 
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大学病院・がん診療連携拠点病院等における 

療養と就労・就学・介護両立支援マニュアル 

（第一版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Version 1. 令和 3 年 1 月 1 日 

Version 2. 令和 3 年 2 月 1 日 

 

 

 

 

厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究（20JA0601） 
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 はじめに 

 

疾病の治癒率が高まり、少子高齢化と 70歳定年が叫ばれる今、疾病の治療と

就労・就学・介護との両立は、すべての国民ひいてはわが国の発展にとって重要

性が増している。治療と就労の両立では、産業医や両立支援コーディネーターの

講習会などの頻度は増えているが、医療機関側の対応が不十分であることが課

題となっている。 

本課題を根本的に解決するために、大学医学部・研究科等では、以下が重要で

あり、これらに関して科学的検討をするべきである。 

・治療の優劣を判断する指標として従来の生存率・安全性・生活の質(QOL)

等に加えて経済毒性(financial toxicity FT)を科学的に比較すること。 

・治療と就労・就学・介護の両立の観点から、臨床医学・薬理学・医理工

学・社会医学の点から、標準治療としての選択肢を再検討すること。 

また、大学病院等では、がん治療に関して腫瘍センター内に「治療と仕事の両

立支援外来」を開設し、がん相談支援室等の看護師およびメディカル・ソーシャ

ルワーカー(MSW)とともにがん患者への両立支援を開始すべきである。 

ただ、療養・就労両立支援指導のために、各疾患の治療の専門家から、各企業

の産業医などに「意見書」を提出する必要があるが、他業務で忙殺されている大

学病院等の治療専門医は、その「意見書」をどのように書くべきなのか、のノウ

ハウを知る機会がほとんどない。よって、「意見書」を読んだ産業医が、理解可

能で、かつ根拠資料を参照できるようにするためには、治療の専門家が活用すべ

きマニュアルが必要である。 

 そこで、まず出発点として、北海道大学病院を例として、各疾病の治療の専

門家向けに、「大学病院・がん診療連携拠点病院等における療養と就労・就

学・介護両立支援マニュアル」の作成を開始することとした。本資料が、医療

現場で役立ち、将来的に、各疾患毎のガイドライン作成の一助になれば、幸い

である。 

 

（注）本マニュアルは、厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事

業）「医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究

（20JA0601）」の支援を受けて作られている。 
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目次 
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２．就労支援       ５ページ 

３．就学支援              ２３ページ 
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参考資料 

別紙１．勤務情報を主治医に提供する際の様式例 

別紙２．各企業へ意見書を渡す場合の鑑文例 

別紙３．治療の状況や就業継続の可否等について主治医・両立

支援外来医師の意見 

別紙４．職場復帰の可否等についての主治医・両立支援外来医

師の意見書 
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１．背景 

 

療養と就労との両立に関して、我が国ではがん治療に関する議論が、最初に

取り上げられた。欧米のメタアナリシスで、がん生存者は健康なコントロール

群よりも失業しやすいことが示されており（失業率 33.8% : 15.2%、相対リス

ク; 1.47(95%信頼限界；1.21-1.55)（de Boer, et al.  JAMA 2009）、我が国

の厚労科研「がんの社会学」（主任研究者 山口健）でも、がん患者の勤務者

の34％が依頼退職、解雇され、自営業者の13％が廃業していた(2004年)。2016

年には、改正がん対策基本法で、事業主の責務としてがん患者の雇用の継続等

に配慮するよう努めることが記載され（第8条）、事業場向きガイドラインが公

表され、2017年の働き方改革事項計画に「7. 病気の治療と仕事の両立」が大

きく明記された。 

また、医学教育モデル・コア・カリキュラムに、「患者の苦痛や不安感に配

慮しながら、就学・就労、育児・介護等との両立支援を含め患者と家族に対し

て誠実で適切な支援を行える。」ことが全人的実践的能力として、学修目標に

加えられた。 

ちなみに、治療と仕事の両立支援の実際は、以下に示すような順番で進み、

医療機関、企業・産業医、両立支援コーディネーターが関係する。 

 

① 患者が両立支援を希望 ：患者から両立支援コーディネーターと企業へ 

（口頭での依頼・各病院側の問診表など） 

                                  

② 企業/産業医から、保健医療機関へ勤務情報を提供   

（別紙１） 

                                  

③ 保険医療機関から、企業/産業医等へ「意見書」提出  

（別紙２～４） 

 

2020年 4月から、医療施設が一定の条件を満たし、①～③が成就されたこと

が確認された場合に「療養・就労両立支援指導料」として、国民健康保険でカ

バーされることになった。詳細は省くが、初回 800点、2回目以降 400点であ
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る。 

しかし、各疾患の治療を専門とする医師は、③の意見書を的確に書くための

教育・研修・研究が十分になされていないために、北海道大学病院では「療

養・就労両立支援指導料」を算定できたのは、半年間数例に留まっており、保

健医療施設として国民のニーズに十分に答えているとは言い難い状況にある。 

北海道大学では、厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）「中

小企業等における治療と仕事の両立支援の取り組み促進のための研究

（19JA1004）」の支援をうけ、日本全国のがん診療連携拠点病院が保健医療機関

として両立支援を始めるために必要な整備内容を検討するため、2019年 11月に

本領域のリーダーである産業医科大学を見学・研修し、同大学にならい、2020年

5月より北海道大学病院腫瘍センターに「就労・療養両立支援外来」を設置した

（図１）。 

また、札幌医師会・北海道労働保健管理協会の協力等を経て腫瘍センター内に

医師数名と両立支援コーディネーターの研修を受講した看護師２名・社会福祉

士３名とで「就労・療養両立支援チーム」を立ち上げている。会社からの情報を

もとに治療中に仕事をする上で配慮してほしいことを会社の産業医等に伝え、

主治医に仕事との両立を配慮して治療計画を立てるための情報提供やアドバイ

スをできる体制を整えた。 

今回、既存の資料を基に、「大学病院等における療養と就労・就学・介護両立

支援マニュアル」を整備することとし、就労支援だけではなく、小児・AYA 世代

の就学支援、および非就労者におる介護支援に関しても、本マニュアルにおいて、

資料として参考となるものを纏めておくこととした。今後の改定で、その内容を

随時、アップデート可能とした。 

 

２．就労支援 

  治療と仕事の両立支援に関して、患者からの申し出により、開始することが

可能である。北海道大学病院の関連各外来には、以下のポスターが張られてお

り、患者からの申し出を受け付けている。 
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 各事業所からは、以下のような情報が提供される。実際の書式は（別紙１）

であり、外来あるいはがん相談支援センターが、患者本人に手渡す。 

 腫瘍センターでは、両立支援・就労支援のウエブサイトを開設しており、別

紙１は、以下のサイトからのダウンロードを可能としている。  

 

  https://cancer.huhp.hokudai.ac.jp/about/patient-support_pr-

group/hellowork 

図１．北海道大学病院の各科外来に設置されたポスター 
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両立支援外来を開設してから半年間の経験で、実際には患者が自らこのポス

ターに気が付いて看護師に相談することは少ないことがわかっており、診断初

期からの両立支援を実現するためには、医療者側の意識改革と組織整備の両面

からさらなる改善が必要である。 

また、実際には、会社が診断書（意見書）を病院から貰ってくるようにと患

者（労働者）に要求する、ということが多い。産業医を雇用しているのは大企

業だけであるが、療養・就労両立支援指導料の算定にある「産業医等からの情

報を提供」の「産業等」には、「安全衛生推進者」が含まれる。よって、意見

書発行の希望が事業場からある場合、事業場の従業員数を聞くとよい。事業場

の従業員数が１０名以上であれば「安全衛生推進者」を設置することが義務

（労基署に届け出不要）になる。「産業医等」について労働者が知らない場合

においても、患者から「安全衛生推進者」がだれか事業者に聞いてもらい、 

いない場合には患者を通じて事業者に新たに選任してもらい、意見書を発行す

ることを勧める。「厚労省の指導で、従業員１０名以上の事業場に勤務する労

職  種 ※事務職、自動車の運転手、建設作業員など 

職務内容 

 （作業場所・作業内容） 

 

 

□体を使う作業（重作業） □体を使う作業（軽作業） □長時間立位 

□暑熱場所での作業    □寒冷場所での作業    □高所作業 

□車の運転        □機械の運転・操作    □対人業務 

□遠隔地出張（国内）   □海外出張        □単身赴任 

勤務形態 □常昼勤務 □二交替勤務 □三交替勤務 □その他（       ） 

勤務時間 

  時  分 ～  時  分（休憩  時間。週  日間。） 

（時間外・休日労働の状況：                    ） 

（国内・海外出張の状況：                     ） 

通勤方法 

通勤時間 

□徒歩 □公共交通機関（着座可能） □公共交通機関（着座不可能） 

□自動車 □その他（        ） 

通勤時間：（            ）分 

休業可能期

間 

   年  月  日まで（   日間） 

（給与支給 □有り □無し 傷病手当金●％ ） 

有給休暇日数 残   日間 

その他 

特記事項 

 

 

利用可能な 

制度 

□時間単位の年次有給休暇 □傷病休暇・病気休暇 □時差出勤制度 

□短時間勤務制度 □在宅勤務（テレワーク） □試し出勤制度 

□その他（              ） 
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働者については上記の流れをすることが診療報酬上要求されています」という

説明が妥当である。また、そうすることで、意見書発行費用は保険でカバーさ

れることを併せて説明することで、患者・事業場にもメリットがあることを説

明することが相応しい。 

病院全体としては、入退院センターでのトリアージ業務を改善することが効

果的であるが、コロナ禍ですでに多忙を極めており、現段階(2021年 1月)で、

各病院での導入は難しいと判断している。 

また、保健医療において、「療養・就労両立支援指導料」は、令和 2年度か

ら、がん以外にも、脳卒中、肝疾患、難病、心疾患にも適応が拡大されてお

り、がん相談支援センターの一部機能として両立支援を続けつつ、他疾患患者

の支援を含めて病院全体としての取り組みをするべきである。 

入退院センターでのトリアージ業務を改善することが効果的であるが、コロ

ナ禍ですでに多忙を極めており、現段階(2021年 1月)での導入は難しいと判断

している。 

 

２．１．主治医は、意見書にどのようなことを書くべきなのか？ 

 ２．１．１．治療の状況や就業継続の可否（別紙３） 

• 大手優良企業と異なり、中小企業や個人事業主は、産業医等もおらず、療養と就労

の両立支援が十分受けれない場合もあるので、丁寧な説明が必要である。両立支援

外来では、別紙２の鑑文を付けて、別紙２あるいは別紙３の「意見書」を、各事業

所に提出している。 

• 現在の症状： 療養と仕事を両立するうえで、最も問題となるのは、疾

患自体の症状と、療養に伴う症状（薬や放射線による副作用など）。そ

の患者に行う療養により発生する症状の①時期と②頻度と③重症度を考

えて、記載する。 

• 治療の予定： 入院治療・通院治療の必要性と今後のスケジュール（半

年間，月 1回の通院が必要、等） 

• 退院後/治療中の就業継続の可否：可、条件付き可、不可等 

• 業務の内容について職場で配慮したほうがよいこと（車の運転等）。 

• その他配慮事項（休憩場所の確保等） 

• 上記の措置期間 
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２．１．２．職場復帰の可否（別紙４） 

• 復職に関する意見：可、条件付き可、不可 

• 業務内容に関する配慮：車の運転、残業、等 

• その他配慮事項：通院時間の確保、休憩場所の確保 

• 上記の措置期間 

 

 

病名   

現在の症状 

（通勤や業務遂行に影響を及ぼし得る症状や薬の副作用等） 

 

治療の予定 

（入院治療・通院治療の必要性、今後のスケジュール（半年間、月 1回の通院が必要、等）） 

 

退院後／治療
中の就業継続 
の可否 

□可     （職務の健康への悪影響は見込まれない） 
□条件付きで可（就業上の措置があれば可能） 
□現時点で不可（療養の継続が望ましい） 

業務の内容につ
いて職場で配慮
したほうがよい
こと（望ましい
就業上の措置） 

例：重いものを持たない、暑い場所での作業は避ける、車の運転は不可、残業を避ける、長
期の出張や海外出張は避ける など 
注）提供された勤務情報を踏まえて、医学的見地から必要と考えられる配慮等の記載

をお願いします。 

その他配慮事
項 

例：通院時間を確保する、休憩場所を確保する など 
注）治療のために必要と考えられる配慮等の記載をお願いします。 

上記の措置期
間      年  月  日 ～   年  月  日 
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２．２．さて、その根拠資料としては、どこまで科学的なものが要求されるの

か？  

 

• 使われる薬剤・医療機器に関する添付文書は、客観的な資料として利用で

きると思われる。 

• 日本の添付文書は、薬機法に基づいて作成される公文書である。 

• 添付文書は、医薬品、医療機器において、警告や使用上の注意、品目仕

様、その他の重要事項を記載した、医薬品の使用者や医師、薬剤師向けの

製品情報を記載した書面である。 

• 独立行政法人医薬品医療機器総合機構(PMDA)の「副作用が疑われる症

例報告に関する情報」 も、重要な情報源である。たとえば、岡本ら

は、交通事故報告のあった医薬品について、PMDA「副作用が疑われる症

例報告に関する情報ラインリスト検索ページ」から副作用名に「交通事

故」を含む報告症例を抽出し、優れた服薬指導基準を作成している

（Okamoto et al., Jpn J Drug Inform 17:59–68,2015）。 

• 診療ガイドラインは、昨今の医療訴訟では引用されることが増えてお

り、過失の有無の判断に利用されることも多いと報告されている(Minds

ガイドラインライブラリー、

復職に関する 
意見 

□ 復職可 □ 条件付き可 □ 現時点で不可（休業：～  年 
月 日） 
意見 
 
 

業務の内容に
ついて職場で
配慮したほう
がよいこと 
（望ましい就
業上の措置） 

例：重いものを持たない、暑い場所での作業は避ける、車の運転は不可、残業を避け
る、長期の出張や海外出張は避ける など 

注）提供された勤務情報を踏まえて、医学的見地から必要と考えられる配慮等の記
載をお願いします。 
 
 
 
 

その他配慮事
項 

例：通院時間を確保する、休憩場所を確保する など 
注）治療のために必要と考えられる配慮等の記載をお願いします。 

 

上記の措置期
間 

   年  月  日 ～   年  月  日 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81%E3%80%81%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E5%99%A8%E7%AD%89%E3%81%AE%E5%93%81%E8%B3%AA%E3%80%81%E6%9C%89%E5%8A%B9%E6%80%A7%E5%8F%8A%E3%81%B3%E5%AE%89%E5%85%A8%E6%80%A7%E3%81%AE%E7%A2%BA%E4%BF%9D%E7%AD%89%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%B3%95%E5%BE%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E5%99%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%BF%E7%94%A8%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E5%89%A4%E5%B8%AB
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https://minds.jcqhc.or.jp/s/guidance_special_articles2_1)。患者

への説明義務違反に問われることのないように、十分に利用されるべき

である。 

 

２．３．添付文書の警告と禁忌 

 

• 警告は、目立つように冒頭部に赤枠の中に赤字で記され、きわめて重大

な副作用や事故につながるおそれがある場合の注意である。禁忌は、そ

の次に、赤枠の中に黒字で記載され、医薬品を投与すべきでない場合に

ついて記されている。原則禁忌は同様だが、なんらかの理由で医薬品を

使用する際には特別な注意が必要である場合についてである。禁忌と

は、してはいけないという意味であり、リスクが伴うというということ

が認識される。 

• 例えば、プラミペキソール塩酸塩の添付文書は、前兆のない突発的睡眠

及び傾眠等が生じる可能性を理由に、自動車運転や高所作業などの危険

を伴う作業を控えるよう警告している。 

Wikipedia 最終更新 2020 年 4 月 27 日 (月)  

 

２．４．多くの場合には問題とならないが、万が一、仕事中に重大な事故が起き

た場合に、「治療の状況や就業継続の可否等や職場復帰に関する意見書」を書い

た治療の専門家として、どこまでの責任を取る必要があるのか？ 

 

• 患者が災害などを起こして医師が訴訟対象になることは考えにくく、虚偽記載がな

ければ、あまり神経質にならなくてもいいと言われている。 

• 主治医が勧める雇用形態（例えば時間単位の就業時間短縮）をとれない企業も多

く、患者に過度な不利益な状況を作らないためには、断定的な表現ではなく、「可

能な範囲で」「できるかぎり」「望ましい」など柔らかい表現を使い、企業側に判断

の余地を残すべきである。 

• 下記のガイドブックに、記載のために注意すべきことが記載されている。 
 が ん 治 療 ス タ ッ フ 向 け 治 療 と 職 業 生 活 の 両 立 支 援 ガ イ ド ブ ッ ク

https://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/05survivor/pdf/ryoritsushien_vo
l1.pdf 

 

２．５．添付文書と最高裁判決 

•  1996 年 1 月 23 日の日本の最高裁判決は、合理的な理由のないまま添付

文書に記載された注意に従わず発生した事故については、医師の過失が

推定されるとしている。 

https://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/05survivor/pdf/ryoritsushien_vol1.pdf
https://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/05survivor/pdf/ryoritsushien_vol1.pdf
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•  2002年 11月 8日最高裁判決は、向精神薬の副作用について最新の添付文

書を確認し、必要に応じ文献を参照するなど最新の情報を収集する義務

があり、当該裁判においてはフェノバルビタールによるスティーブンス・ジョ

ンソン症候群を予見し回避する義務があったとされた。 

Wikipedia 最終更新 2020 年 4 月 27 日 (月) 

 

２．６．自動車運転等の制限 

 ２．６．１．添付文書   

• 副作用として眠気や意識障害などを生じうる医薬品の添付文書は、「眠気、

注意力・集中力・反射運動能力等の低下が起こることがあるので」などの

理由を付して、「本剤投与中の患者には自動車の運転等危険を伴う機械の

操作に従事させないように注意すること」などと危険業務の制限の説明

を薬剤師等に要求したり、「重篤かつ遷延性の低血糖を起こすことがある

ので、高所作業、自動車の運転等に従事している患者に投与するときには

注意すること」などの注意を医師・薬剤師に与えている。 

• 2013年（平成 25年）3月、総務省が行政文書の中で、この自動車運転に

関する注意書きを「自動車運転等の禁止等」と記載した。これ以降、医薬

品の添付文書が医薬品使用者の運転を禁じているという解釈が医療者の

間に広まった。一方で、眠気などの副作用が生じていない医薬品使用者に

ついても、その運転が制限（または「禁止」）されるのかどうかは明らか

にされていない。 

Wikipedia 最終更新 2020 年 4 月 27 日 (月) 

•  岡本らは、「「PMDA副作用が疑われる症例報告」を用いた自動車運転に

関する服薬指導基準の作成」を 2015年に発表している(Okamoto et 

al., Jpn J Drug Inform 17:59–68,2015)。同論文の表３（上記）に

は、「交通事故報告があり、添付文書で自動車運転等「禁止」とされて

いる医薬品の交通事故・意識障害等報告件数が記されている。 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%91%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E8%96%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A7%E3%83%8E%E3%83%90%E3%83%AB%E3%83%93%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%83%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%BC%E3%83%96%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%83%BB%E3%82%B8%E3%83%A7%E3%83%B3%E3%82%BD%E3%83%B3%E7%97%87%E5%80%99%E7%BE%A4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%BC%E3%83%96%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%83%BB%E3%82%B8%E3%83%A7%E3%83%B3%E3%82%BD%E3%83%B3%E7%97%87%E5%80%99%E7%BE%A4
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Okamoto et al., Jpn J Drug Inform 17:59–68,2015 より転載 
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２．６．２．添付文書以外の自動車運転制限が望ましい薬剤 

 

  岡本らの調査では、添付文書の組成にエタノールが記載されている薬材

（内服薬剤、内用軟カプセル剤、内用ゼリー剤、注射薬）は 96品目あり、そ

のうち、エタノール含有量が判明した医薬品は 27品目に関し、飲酒運転の危

険性を考慮して、エタノールをビール換算で 1回約 15mL以上含有する医薬品

を「自動車運転を強く禁止する」に分類した(表４、表５ 、Okamoto et al., 

Jpn J Drug Inform 17:59–68,2015)。この中には、抗がん剤としてよく使われ

る薬剤が含まれており、がん治療の専門家は注意が必要である。 

   

 

２．７． 多様な副作用の説明 

 癌に対する分子標的薬などでは、投与初期から副作用の初期症状が多様で、

その中でも重大な副作用の発現に関しては、死亡に至る症例が報告されている

ため、初期症状の確認と定期的な胸部画像検査の実施等、観察を十分に行うこ

とが警告とされている。治療と仕事を両立させることで十分な観察ができない

ような状況を作らないために、十分な留意を必要とする薬剤が増えている。 

（Okamoto et al., Jpn J Drug Inform 17:59–68,2015 より転載） 
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２．７．１．例：タグリッソ（肺がん治療薬）添付文書の警告 

  

（タグリッソ添付文書より転載） 

２．７．２．重大な副作用 

 

（タグリッソ添付文書より転載） 
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２．７．３．その他の副作用 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（タグリッソ添付文書より転載） 

２．７．４．添付文書の副作用頻度 

• 例にとれば、ラモトリギンの医薬品の添付文書には、第Ⅱ・Ⅲ相臨床試験で

の発疹は 15例（7.0%）、重篤例 1例（0.5%）といった記載があるが、こう

した頻度は治験における皮膚障害の出現頻度であって、それは用量、併用

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%83%A2%E3%83%88%E3%83%AA%E3%82%AE%E3%83%B3
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薬、年齢、薬疹の既往歴といった様々な要因によって変化しうる。用量だ

けを見ても、日本での統計では、服用量を遵守した場合に 2.9%に副作用

が生じ、承認された用量より多い場合には 10.4%に生じるなど条件によっ

て異なってくる。期間も重要であり、ゾルピデムやゾピクロンのような薬

剤では、2週間程度の医薬品承認のための治験では離脱症状は生じないが、

平均 7.4カ月の使用では 20～38%に 3つ以上の離脱症状が生じる。 

• また、試験対象とした集団では 1%前後に起きるまれな精神病症状であっ

ても、そうした症状を起こす家族の病歴がある場合に、より一般的に生

じやすくなる場合もある。臨床試験では典型的な症例の集団が選別され

ている。 

 Wikipedia 最終更新 2020 年 4 月 27 日 (月)  

 

２．8．医療機器：放射線治療 

２．８．１． 添付文書 

      放射線治療の場合には、医療機器として、治療装置の添付文書に、重大

な有害事象とその他の有害事象が列挙してある。個々の有害事象の頻度は書い

ていないが、重大なものは 3%未満であることが多く、その発生時期は晩期障害

と言われるものが多く、3か月以降、数年たってから発生することも多いの

で、治療終了後、職場に復帰してからの留意事項となることが多い。 

 放射線治療装置の添付文書を以下に示すが、極めて概略的に記載されてお

り、放射線治療の専門医以外が、その記載だけを読んで、「意見書」を記載す

ると、誤解に繋がりかねない。 

「意見書」に放射線治療に係る有害反応を記載する場合は、放射線治療医に記

載を依頼する、あるいは記載内容を確認することが必要である。 

たとえば、頭部の放射線治療では重大な有害事象として、 

・脳壊死およびそれに伴う巣症状・症候性てんかん・白質脳症・認知機能低

下 

・視野狭窄/視野障害・失明・聴力消失 

・血管閉塞に伴う脳梗塞・髄液漏 

・皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内の重大有害事象（本表下部に記載） 
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とある。 

まず、これらはいずれも晩期障害である。放射線治療は、基本的に照射され

た部位のみに有害事象が出るので、視力に関係した部位に照射されていなけれ

ば、視野狭窄/視野障害・失明が起きることはない。しかし、一方で、標的と

する腫瘍の存在部位とは別に、放射線ビームの物理学的特性で正常組織に一定

線量が照射されてしまう場合があり、実際の照射部位や有害反応は、実際にそ

の患者の治療を行う放射線治療医に確認することが必須である。  
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２．８．１．１． 警告 

  現在の外部放射線治療装置の「警告」は、医師側への「警告」となってお

り、「意見書」に記載すべきような内容ではない。 

  

  （例：東芝粒子線治療装置 CT-1000） 

２．８．１．２． 禁忌 

   現在の外部放射線治療装置の「禁忌」は、就労に係ることとしては、妊

婦、産婦、授乳および小児等に関する部分である。 

 

（例：東芝粒子線治療装置 CT-1000） 

 

２．８．１．３．重大な有害事象（放射線治療装置の添付文書より） 

照射部位 重大な有害事象 

頭部 
－脳壊死およびそれに伴う巣症状・症候性てんかん・白質脳症・認知機能低
下 

－視野狭窄/視野障害・失明・聴力消失 

－血管閉塞に伴う脳梗塞・髄液漏 
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－皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内の重大有害事象（本表下部に

記載） 
眼・眼
窩、 
頭蓋底、 
鼻・副鼻
腔、 
咽喉頭、 
口腔、 
唾液腺、 
耳、 
顔面、 

頚部 

－角膜潰瘍・網膜剥離・緑内障・視野狭窄/視野障害 

－失明 

－脳壊死 

－脳神経障害・下垂体機能低下・口腔粘膜潰瘍・唾液消失・味覚消失・

開口困難・嚥下困難・頚部硬直・聴力消失・構音障害・甲状腺機能

消失・肺臓炎 

－皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内の重大有害事象（本表下部に

記載） 
肺、 
食道、 
縦隔、 
乳房、 

胸壁 

－嚥下困難・喉頭潰瘍・食道潰瘍/狭窄/穿孔 
－肺臓炎/肺線維症による呼吸困難・気管潰瘍/狭窄/穿孔・気管支潰瘍/狭窄/
穿孔 

－放射線肺臓炎による呼吸不全・肺出血・肺動脈出血 
－虚血性心疾患・心タンポナーゼ・心不全 
－甲状腺機能消失・腕神経麻痺・消化管潰瘍/穿孔/腸閉塞 

－皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内の重大有害事象（本表下部に

記載） 
腹部、 

骨盤 
－劇症肝炎・肝機能低下・胆管狭窄/閉塞・消化管潰瘍/穿孔/閉塞/癒着・

排尿困難・膣狭窄/萎縮・下肢浮腫・尿閉・膀胱萎縮/潰瘍・尿道潰

瘍・膀胱膣瘻・直腸膣瘻・腎不全・勃起不能・不妊・副腎不全・虚血

性心疾患 

－皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内の重大有害事象（本表下部に
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記載） 

皮膚・軟

部組織・

筋・骨・そ

の他の照

射範囲内

の組織 

－照射範囲内の皮膚潰瘍・血管狭窄・血管閉塞・血管閉塞に続発する

組織梗塞・知覚神経麻痺・運動神経麻痺・脊髄麻痺・骨髄炎・骨成長停

止（若年者）・関節硬直・筋拘縮・広範リンパ浮腫・汎血球減少・軟部組織

壊死・骨壊死・骨折・膿瘍・続発性悪性腫瘍 

 

２．８．１．４． その他の有害事象（放射線治療装置の添付文書より） 

「その他の有害事象」に関しては、重症度は低いが、高頻度の場合もある。

この表には、3か月以内に発症する急性期障害と晩期障害のいずれも含まれ

ている。発生する時期が治療開始直後ではなく、２週間程度経ってからの有

害事象が多いので、「意見書」に記載する場合には、発生が予測される時期

に関しても、記載されるべきである。 

照射部位 その他の有害事象 

頭部 －頭痛・悪心・嘔吐・脱毛・結膜炎・角膜炎・中耳/内耳の障害（耳鳴、聴力低下、めまい）・脳

神経障害・下垂体機能低下症 

－白内障、髄膜炎・血管狭窄 

－皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内のその他の有害事象（本表下部に記載） 

眼・眼窩、 

頭蓋底、 

鼻・副鼻腔、 

咽喉頭、 

口腔、 

唾液腺、 

耳、 

顔面、頚部 

－結膜炎・角膜炎・虹彩炎・齲歯・慢性副鼻腔炎・開口障害・外/中耳炎・耳/内耳障害（耳鳴、

聴力低下、めまい）・嗄声・咳嗽・甲状腺機能低下 

－白内障 

－鼻副鼻腔炎・口腔粘膜炎（痛み、出血）・口腔内乾燥・味覚異常・嚥下痛・嚥下障害・血痰・頚

部痛 

－血管狭窄・肺尖部の肺臓炎・線維化 

－皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内のその他の有害事象（本表下部に記載） 

肺、 

食道、 

縦隔、 

乳房、 

－食道炎・嗄声・嚥下痛・肺臓炎/肺線維症による咳嗽/発熱・気管炎・気管支炎・血痰・胸膜炎・

胸水・気胸・心外膜炎・心筋炎・不整脈・上腕のリンパ浮腫・甲状腺機能低下症・肝臓炎によ

る肝機能低下・消化管炎症/びらん・乳房線維化/変形 
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胸壁 －皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内のその他の有害事象（本表下部に記載） 

腹部、 

骨盤 

－悪心・嘔吐・腹痛・下痢・便秘・頻便・血便・排便痛・尿管狭窄・頻尿・排尿痛・尿意切迫・

血尿・失禁・膣線維化・睾丸浮腫・精液減少・勃起減退・性機能低下・肝機能異常・胆管炎・

胆嚢炎・膵炎・消化管びらん/出血・前立腺炎・下肢しびれ・腎機能障害・肺臓炎/肺線維症に

よる咳嗽/発熱・胸膜炎・心外膜炎 

－皮膚/軟部組織/筋/骨等の照射範囲内のその他の有害事象（本表下部に記載） 

皮膚・軟部組織・

筋・骨・その他の

照射範囲内の組

織 

－照射範囲内の皮膚発赤/掻痒感/びらん/色素沈着/脱色/毛細血管拡張/脱毛 

－皮下組織の線維化/硬結/浮腫・一時的な神経障害・しびれ・知覚麻痺・脊髄炎（脱髄症状）・骨

炎（疼痛・圧痛）・骨成長遅延（若年者）・骨以外の成長障害・骨粗しょう症・関節痛・関節運

動制限・部分リンパ浮腫・骨髄抑制（白血球数減少、血小板減少、貧血）・続発性良性腫瘍 

照射部位に関わ

らず 

－全身倦怠感・食思不振・体重減少 

 

２．８．２．放射線治療医の根拠資料 

 

・放射線治療医は、添付文書の他に、 

診療ガイドライン 

放射線治療計画ガイドライン 

その他の教科書的知識 

個々の患者の治療計画 

を基に、個々の患者毎の慎重に判断して、「意見書」に記載するべき内容を決

定する。放射線治療は、全身のがんを対象としており、一定以上の経験をもた

なければ、晩期障害を含む有害反応の発生に関する知識を正確に「意見書」に

記載することは、困難である。 

そのためには、放射線治療に関しては、放射線治療専門医が、この「意見

書」を直接記載あるいは監修すべきである。 
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図．放射線治療ビームと各臓器との関係．CT や MRI で腫瘍と重要な正常臓

器の輪郭を抽出し、それぞれにどの程度の放射線量が照射されたかを表示し

ている。このような評価を、ほぼ全症例に行っているので、どのような副作

用が、どのような頻度で、いつ出現するかをかなり予測できる。 

 

・また、放射線治療では、常に新しい治療関連装置が導入されることから、

最新の治療技術の場合には、企業からの情報に加えて、最先端の論文・学会発

表等を参考にすることも重要である。 

・放射線治療医は、患者が服用している併用薬を精査する必要があり、他

科・他院からの処方がある場合には、それらの医師との連携により、「意見

書」に記載すべき内容を決定する。 

・もし、受診科が多数に跨っている場合には、腫瘍センター等に情報をまと

めることを依頼するシステムがあると、スムーズに「意見書」の記載が可能と

なる。 

 

２．８．３．放射線治療の最適化 

 患者が、「放射線治療と仕事の両立」の面から、外来的な放射線治療を望んだ場

合、それに沿った対応をすべきである。ただし、医療的な理由で入院が望ましい

場合には、その限りではないが、その旨を患者に説明する必要がある。 

 「放射線治療と仕事の両立」のために、治療開始日・治療回数を調整することを

患者が望んだ場合、それに沿った対応をすべきである。ただし、医療的な理由で

入院が望ましい場合には、その限りではないが、その旨を患者に説明する必要が

ある。 
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 患者が、「放射線治療と仕事の両立」の面から、毎日の治療開始時間の調整を望

んだ場合、仕事を失うリスク・収入が低下するリスクなど、患者の経済毒性を考

慮したうえで、最大限の努力をすべきである。すでに、先進的な病院では、早朝

や夕方の治療時間を、療養・就労両立支援が相応しい患者に優先的に充てるなど

の対応をしている。 

 一方、一般的には、８：３０－１７：００以外の時間や、休日・祝日などを利用

した放射線治療は、我が国の現在の医療体制では、困難であり、ほとんど行われ

ていない。それを望まれる患者がいた場合に、我が国全体の現状を伝えること

は、意義があるかもしれない。 

 他国では、土日・祝日にも放射線治療を行うことがあるとは聞いているが、放射

線治療の品質管理体制などを考慮し、安易に土日・休日の照射を推奨できないこ

とも、明記したい。 

 ただし、十分な品質管理体制への対策を講じたうえで、土日・祝日の放射線治療

を行う試みを先進的な施設が行うことはあり得る。 

 

３．就学支援 

3.1. 公的支援 

 我が国では、児童福祉法第 19条の 2、第 53条に基づき、子どもも慢性疾患

のうち、費用が高額な治療を長期間に渡り継続しなければならない疾患につい

て小児慢性特定疾患対策において、公平で安定的な医療費助成の仕組み（医療

費助成を義務的経費として位置付け）の構築がなされ、自己負担額には上限が

設けられている。また、児童福祉法第 19条の 22、第 53条に基づき、小児慢性

特定疾患児童等自立支援事業によって、地域による支援の充実により自立促進

が図られつつあり、小児慢性特定疾患児童自立支援員が地方自治体に義務付け

られ、就職支援事業も行っている都道府県が増えている。 

 また、難病に関しては、難病法第 5条、第 31条第 1項に基づき、指定難病

患者のうち症状が一定程度以上（重症）の者と軽症だが医療費が一定以上の者

への医療費助成がある。難病診療連携拠点病院（独立行政法人国立病院機構北

海道医療センター）を中心として、難病相談支援センター（北海道難病センタ

ー）やハローワークなどとの連携などで、難病医療支援ネットワークが形成さ
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れ、就労や仕事との両立にかかる相談がされている。 

小児期から成人への移行期医療に関しては、「都道府県における小児慢性特

定疾患の患者に対する移行期医療支援体制の構築に係るガイド」にて、移行期

医療支援センターを各都道府県で 1つ以上を確保することが示され、「小児慢

性特定疾患対策等総合支援事業実施要綱」では、移行期医療支援コーディネー

ターの配置が推奨されている。就労・両立支援を含めた対応を行いつつある。 

小児がんに関しては、全国１５か所の「小児がん拠点病院」の指定がされ、

北海道では北海道大学病院が指定され、専門医療の集約化、ネットワーク化が

進められつつある。 

本邦における小児・AYA世代のがん治療と就学の両立支援に関して、「公益財

団法人 がんの子供を守る会」が発行する「がんの子どもの教育支援に関する

ガイドライン」が発行されている、北海道大学病院では、同ガイドラインで理

想としている状況を実現すべく、就学支援を行っている。 

 同ガイドラインは、以下の項目立てとなっており、大人への両立支援ガイド

ラインとは異なり、教育支援の望ましいあり方として記述されている。 

 
１．小児がんと診断された時 

  1. 1. 教育の意義 

    1. 2. 入院初期の学校との連絡 

  1. 3. 病院での学習の機会   

   1. 4. 担任教師の心構え 

  1. 5. 学校の友達の親たちとのつながり 

  1. 6. きょうだいへの心配り 

２．入院中の学校教育（治療開始後） 

  2. 1. 病院での学校教育 

  2. 2. 病気の子ども同士の関わり 

  2. 3. もとの学校のクラスの子ども達とのコミュニケーション 

    2. 4. 院内学級に参加できない子ども達と、もとの学校との関わり 

３．もとの学校へ戻る時 

  3. 1. 学校と家族のコミュニケーション 

  3. 2. 学習状況を引き継ぐための情報整理（院内学級担任の心がまえ） 
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  3. 3. 医療者・院内学級の教師ともとの学校の教師のつながり 

    3. 4. もとの学校へ戻ってからの生活 

  3. 5. 学校内のほかの親たちとのつながり 

  3. 6. きょうだいへの心配り 

４．治療後に配慮が必要な子どもの教育 

  4. 1. 治療後に特別な配慮を必要とする子ども達 

    4. 2. 精神的支援を必要とする子ども達 

５．ターミナルの子どもの教育 

     上記は、小児がんの資料 « がんの子どもを守る会 (ccaj-found.or.jp)のウエブ

サイトからダウンロード可能となっている。 

   

３．２．ひまわり分校 

 北海道大学病院には、平成 27年に開校した札幌市立幌北小学校ひまわり分

校、札幌市立北辰中学校ひまわり分校があり、それぞれ 1学級であり、小学生

は１年生から 6年生まで、中学生は１年生から３年生まで一緒に学習する。6

名の職員からなり、各自の進度に合わせた学習を行っている（図）。 

 

 

 

学校の教育目標は病気やけがなどのために入院加療を要する小・中学生に対

し、医療側と密接な連携を取りながら、適切な生活指導と効果的な学習指導を

行うことで、病気やけがに立ち向かい、心身の健康回復や改善を図りつつ、心

豊かにたくましく生きる児童生徒を育成することとなっている。 

http://www.ccaj-found.or.jp/materials_report/cancer_material/
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患児の保護者は、北海道大学病院の入院にあたり、医師に相談し、登校の許

可が下りたあと、分校にて面談。手続きは、原籍校と分校間で相談し、転校手

続きが完了する。費用はかからない。 

ひまわり分校のウエブサイトに転入学に関する Q&Aがあり、不安軽減に努め

ている。 

https://www.himawari-ej.sapporo-c.ed.jp/contact.html 

 

３．３．小児がんチーム 

北海道大学腫瘍センターでは、「小児がん相談」として、小児がんの患児と

家族に対し、就学・復学に関することに関して、ソーシャルワーカーが療養上

や日常生活上の悩みや不安などについて相談を受けつけている。 

 

４．介護支援 

 仕事と介護の両立を支援する制度は、医療機関には直接の関係はない。しか

し、当該患者が家族の介護をしているという状況は増える一方であり、治療を

受けることで介護が不可能になるために、離職を考えるという事例も並行して

増えている。よって、医療者としては、仕事と介護の両立を支援する制度があ

ることを知っているべきである。 

 仕事と介護の両立支援制度を利用できるのは、要介護状態の家族を介護する

男女の労働者である。パートやアルバイトなどでも、一定の要件を満たせば利

用できる。ただし、会社によっては、労使協定によって、一定の労働者を利用

対象外にしている場合もあるので、会社に確認が必要である。 

要介護状態とは、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、２

週間以上の期間にわたり常に介護を必要とする状態である。対象家族は、父、

母、祖父母、兄弟姉妹、配偶者、配偶者の父母、子、孫である。要介護状態の

家族を介護する制度としては下記の 6種類がある。 

 

４．１．介護休業 

 対象家族１人につき３回まで、通算 93日まで休業可能。パートやアルバイ

トなど雇用期間の定めがある労働者の場合、①入社１年以上であること、かつ

②取得予定日から起算して、93日を経過する日から 6か月を経過する日までに

契約期間が満了し、更新されないことが明らかでないこと、が条件となる。 

 休業中には、①市区町村、地域包括支援センター、ケアマネージャーなどへ

の相談、②介護サービスの手配、③家族で介護の分担を決定、④民間事業者や
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ボランテイア、地域サービスなど、利用できるサービスを探すことが求められ

る。 

 

４．２．介護休暇 

  対象家族が 1人の場合、年５日、2名以上の場合は年 10日まで取得可能。 

 取得単位は、1日または時間単位で取得可能（令和 3年 1月 1日から）。な

お、法令では「中抜け」（就業時間の途中から時間単位の休暇を取得し、就業

時間の途中に再び戻ること）なし、での時間単位休暇が取得可能であることを

求めているが、企業によっては「中抜け」を認めている。 

通院の付き添いや介護サービスの手続き代行の場合などでも利用できる。ケ

アマネージャーなどの短時間の打ち合わせにも活用できる。 

 

４．３．短時間勤務等の措置 

 利用開始日から 3年以上の期間に 2回以上取得可能。短時間勤務制度、フ

レックスタイム制度、時差出勤の制度、介護費用の助成措置のいずれか 1つ以

上の制度を設けることが、会社に義務付けられている。どのような制度が設け

られているかは、会社に確認が必要である。 

 

４．４．所定外労働の制限 

 就業規則などで定められている勤務時間以外の残業を免除する制度。介護

が終了するまで利用可能。 

 

４．５．時間外労働の制限 

  1日 8時間、一週間で 40時間という法定労働時間を超える労働を制限でき

る。労働者側の申し出があれば、１か月で 24時間、1年で 150時間を超える時

間外労働をさせてはいけないという制度。介護が終了するまで利用可能。 

 

４．６．深夜業の制限 

  午後 10時から午前 5時までの労働を免除する制度。介護が終了するまで

利用可能。 

 

４．７．介護休業給付金 

介護休業給付金は、介護のための休業をした被保険者に支給される制度。ただ

し、介護休業の開始日から過去２年間に、賃金支払基礎日数が１１日以上ある

月が１２か月以上ある労働者が対象となる。 
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５．おわりに 

今回は、療養と就労・就学・介護支援に関するマニュアル第一版（案）を、学

内向けに作成してみた。さらに、各項目をブラッシュアップするとともに、医

学教育コア・カリキュラムに沿って、療養と育児の両立に関する支援マニュア

ルを追加したい。 
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勤務情報を主治医に提供する際の様式例 

 （主治医所属・氏名） 先生 

  今後の就業継続の可否、業務の内容について職場で配慮したほうがよいことなどについ

て、先生にご意見をいただくための従業員の勤務に関する情報です。 

  どうぞよろしくお願い申し上げます。 

従業員氏名  生年月日    年   月   日 

住所   
 

職  種 ※事務職、自動車の運転手、建設作業員など 

職務内容 

 （作業場所・作業内容） 

 

 

□体を使う作業（重作業） □体を使う作業（軽作業） □長時間立位 

□暑熱場所での作業    □寒冷場所での作業    □高所作業 

□車の運転        □機械の運転・操作    □対人業務 

□遠隔地出張（国内）   □海外出張        □単身赴任 

勤務形態 □常昼勤務 □二交替勤務 □三交替勤務 □その他（       ） 

勤務時間 

  時  分 ～  時  分（休憩  時間。週  日間。） 

（時間外・休日労働の状況：                    ） 

（国内・海外出張の状況：                     ） 

通勤方法 

通勤時間 

□徒歩 □公共交通機関（着座可能） □公共交通機関（着座不可能） 

□自動車 □その他（        ） 

通勤時間：（            ）分 

休業可能期

間 

   年  月  日まで（   日間） 

（給与支給 □有り □無し 傷病手当金●％ ） 

有給休暇日数 残   日間 

その他 

特記事項 

 

 

利用可能な 

制度 

□時間単位の年次有給休暇 □傷病休暇・病気休暇 □時差出勤制度 

□短時間勤務制度 □在宅勤務（テレワーク） □試し出勤制度 

□その他（              ） 

 

上記内容を確認しました。 

 平成   年  月  日   （本人署名）                

 別紙１ 
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平成   年  月  日   （会社名）     

 

 

 年 月 日 
 

様  担当者 殿 
 

北海道大学病院 
腫瘍センター 
両立支援外来 

〇〇〇〇 
 

 
平素より大変お世話になっております。 
北海道大学病院で治療中の         様からご依頼があり、治療と

仕事の両立に資する意見書を、医療機関の視点で作成致しました。意見書は、本

人と、主治医と腫瘍センター両立支援外来医師、および両立支援コーディネータ

ーで吟味して作成しております。 
本意見書を参考に貴事業場内で事業者としての立場で就業配慮等をご検討い

ただければ幸甚です。 
 
なお、本意見書は、厚生労働省から、治療と仕事の両立をするために医療機関

と職場の連携を深めるよう医療機関への指導がなされており、それに基づき作

成しております。 
 

 本患者様はもちろんのこと、貴事業場の従業員の方々が北海道大学病院で治

療を受けられる場合には、仕事との両立支援を行うことが可能です。引き続き連

携を取らせていただけたらと思っております。今後ともよろしくお願いいたし

ます。 
 
 
※ご不明な点がございましたら下記へご連絡ください。 

北海道大学病院 がん相談支援センター 
直通電話 ： 011-706-7040 

 
 
 
 
 

 別紙 2 
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治療の状況や就業継続の可否等について主治医・両立支援外来医師
の意見書 

 

 

上記のとおり、診断し、就業継続の可否等に関する意見を提出します。 

         年  月  日   （主治医署名）                   

   年  月  日 （両立支援外来医師署名）                

 (注)この様式は、患者が病状を悪化させることなく治療と就労を両立できるよう、職場での対応を検討す
るために使用するものです。この書類は、患者本人から会社に提供され、プライバシーに十分配慮し
て管理されます。 

患者氏名  生年月日   年   月   日 
住所   

病名   

現在の症状 

（通勤や業務遂行に影響を及ぼし得る症状や薬の副作用等） 

 

治療の予定 

（入院治療・通院治療の必要性、今後のスケジュール（半年間、月 1回の通院が必要、等）） 

 

退院後／治療
中の就業継続 
の可否 

□可     （職務の健康への悪影響は見込まれない） 
□条件付きで可（就業上の措置があれば可能） 
□現時点で不可（療養の継続が望ましい） 

業務の内容につ
いて職場で配慮
したほうがよい
こと（望ましい
就業上の措置） 

例：重いものを持たない、暑い場所での作業は避ける、車の運転は不可、残業を避ける、長
期の出張や海外出張は避ける など 
注）提供された勤務情報を踏まえて、医学的見地から必要と考えられる配慮等の記載

をお願いします。 

その他配慮事
項 

例：通院時間を確保する、休憩場所を確保する など 
注）治療のために必要と考えられる配慮等の記載をお願いします。 

上記の措置期
間      年  月  日 ～   年  月  日 

上記内容を確認しました。 
      年  月  日   （本人署名）                       

 別紙 3 
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職場復帰の可否等についての主治医・両立支援外来医師の意見書 

患者氏名  生年月日    年   月    

住所   
 
 

復職に関する 
意見 

□ 復職可 □ 条件付き可 □ 現時点で不可（休業：～  年 
月 日） 
意見 
 
 

業務の内容に
ついて職場で
配慮したほう
がよいこと 
（望ましい就
業上の措置） 

例：重いものを持たない、暑い場所での作業は避ける、車の運転は不可、残業を避け
る、長期の出張や海外出張は避ける など 

注）提供された勤務情報を踏まえて、医学的見地から必要と考えられる配慮等の記
載をお願いします。 
 
 
 
 

その他配慮事
項 

例：通院時間を確保する、休憩場所を確保する など 
注）治療のために必要と考えられる配慮等の記載をお願いします。 

 

上記の措置期
間 

   年  月  日 ～   年  月  日 

 
 

上記内容を確認しました。 
   年  月  日   （本人署名）                

 上記のとおり、職場復帰の可否等に関する意見を提出します。 

       年  月  日     （主治医署名）                   

       年  月  日 （両立支援外来医師署名）                   

 
(注)この様式は、患者が病状を悪化させることなく治療と就労を両立できるよう、職場での対応を検討す

るために使用するものです。この書類は、患者本人から会社に提供され、プライバシーに十分配慮
して管理されます。 

 

 別紙 4 
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参考資料 

 厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115267.html 

 事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000621298.pdf 

 事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン（参考資料） 
企業・医療機関連携マニュアル 
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000614146.pdf 

 が ん 治 療 ス タ ッ フ 向 け 治 療 と 職 業 生 活 の 両 立 支 援 ガ イ ド ブ ッ ク
https://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/05survivor/pdf/ryoritsushien_vol1
.pdf 

 治療と仕事の両立に関する支援制度・機関 
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000609357.pdf 
 

 （嘱託産業医向け）「がん就労」復職支援ガイドブック http://ohtc.med.uoeh-
u.ac.jp/cancer.pdf 

 企業（上司・同僚・人事労務・事業主）のための「がん就労者支援マニュアル」
https://ganjoho.jp/data/public/support/work/qa_files/kigyomukeManu_2013.
pdf 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115267.html
https://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/05survivor/pdf/ryoritsushien_vol1.pdf
https://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/05survivor/pdf/ryoritsushien_vol1.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000609357.pdf
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令和 2 年度 厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究 

手術を含む集学的療法の際の就業上の留意点の整理 
 

研究分担者  田中文啓 （産業医科大学 第２外科学講座 教授） 

研究要旨 

 「病気の治療と仕事の両立支援（両立支援）」のためには、企業や産業医側の

体制整備に加え、実際に保険診療を行う医療機関側の取り組みも非常に重要で

ある。 
 
極めて予後不良で難治性がんの代表である悪性胸膜中皮腫に対しては、従来

「胸膜肺全摘術（患側の肺と胸膜を一塊に摘出する）」という非常に侵襲の高い

手術に加え、化学療法や放射線療法を行う集学的治療が行われてきた。しかし、

近年「胸膜切除/肺剥皮術」という肺を温存する低侵襲な手術が行われるように

なり、術後に ADL を保つことで、術後の化学療法を行いながらも仕事との両立

を行えた症例を経験した。 
 

 しかし、実際に手術を含む集学的治療を行った患者において、治療と仕事の両

立が可能であった症例は非常に少なく、悪性胸膜中皮腫における両立支援に関

しては解決すべき課題が多い。 
 
本研究では、これまで実際に手術を含む集学的治療を施行した症例において、

両立支援により治療と仕事の両立が行えた症例と行えなかった症例に関して情

報収集し、悪性胸膜中皮腫において両立支援をさらに進めていくための課題や

実際に就業する上での留意点などを整理することで、多くの患者に両立支援を

行うことができる体制づくりに有用な情報を得る。また、両立支援が進まない理

由として、医療スタッフの両立支援に関する関心の低さも懸念されるため、これ

まで悪性胸膜中皮腫に対して手術を含む集学的治療を行いながら仕事との両立

を行った症例を示すことにより、一般的に就労が難しい疾患であったとしても

就労継続できることを示し、医療スタッフの両立支援に関する関心を高める。 

研究協力者  

黒田耕志 （産業医科大学 第２外科学講座 准教授） 

金山雅俊 （産業医科大学 第２外科学講座 助教） 

森将鷹  （産業医科大学 第２外科学講座 助教） 
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Ａ.目的 
「病気の治療と仕事の両立支援（両立

支援）」のためには、企業や産業医側の

体制整備に加え、実際に保険診療を

行う医療機関側の取り組みも非常に

重要である。しかし、悪性胸膜中皮腫は

非常に予後が不良であること、手術

を含む治療の侵襲が大きいこともあ

り、両立支援の取り組みはほとんど

なされていなかった。近年、より低

侵襲な手術「胸膜切除/肺剥皮術」が

行われるようになり、これまで両立

支援が困難と考えられていた悪性胸

膜中皮腫において、治療と仕事の両

立を実現した症例を経験した。しか

し、現実としてそのような症例は極

めて少なく、改善するために取り組

む課題は多い。 
本研究の目的としては、これまで

両立支援が行えた症例と行えなかっ

た症例に関して情報収集し、悪性胸

膜中皮腫における両立支援への課題

や就業する上での留意点を整理する

ことで、両立支援を行うことができ

る症例を増やすことに役立てる。ま

た、両立支援が進まない理由とし

て、医療スタッフの両立支援に関す

る関心の低さも懸念されるため、悪

性胸膜中皮腫に対して手術を含む集

学的治療を行いながら仕事との両立

を行った症例を示すことにより、一

般的に就労が難しい疾患であったと

しても就労継続できることを示し、

医療スタッフの両立支援に関する関

心を高める。 
 

Ｂ.方法 
これまで悪性胸膜中皮腫において

手術を含め集学的治療を行った症例

で両立支援が進まなかった原因を整

理し、改善すべき課題を提起する。ま

た、医療側の両立支援に関する関心の

低さを改善するために、実際に仕事と

治療を両立した経験を共有すること

により、悪性胸膜中皮腫を始めとした

疾患における両立支援の意識改革を

行う。 
さらに、実際に治療を受ける患者の

中には、治療と仕事の両立に関しての

情報が少なく、職場への復帰を諦める

方も多いため、診療科のホームページ

を改変し、両立支援に関する取り組み

などを紹介する動画を示すことによ

り、治療を受ける患者においても治療

と仕事の両立に関心を示してもらう。 
 
Ｃ.結果 
現時点では、これまでの症例情報を

蓄積することで、悪性胸膜中皮腫にお

ける両立支援の課題を検索している。 

また、両立支援に関する意識改革とし

て、実際に治療と仕事の両立を実現し

た症例の情報を共有することで、実際

両立支援を行っていく流れについて

確認を行った。 

さらに、当診療科における両立支援

に関する取り組みを提示するために、

現在、ホームページを更新しており、

情報提供できる体制を整えている。 

 
D.結論 

悪性胸膜中皮腫における両立支援
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は非常に課題が多い。しかし、一般的

に就労が難しいとされていた悪性胸

膜中皮腫における両立支援の課題を

整理することは、今後多くの患者にお

いて両立支援を進めていく上で有用

な情報になると考える。 
 

Ｆ.引用・参考文献 

なし 
 
Ｇ.学会発表 
なし 

 
H. 論文業績 

Tanaka F, Takenaka M, Imanishi N, Hirai 
A, Kanayama M, Mori M, Matsumiya H, 
Taira A, Shinohara S, Kuroda K. Non-
incisional pleurectomy/decortication for 
malignant pleural mesothelioma. 2021, 
Gen Thorac Cardiovasc Surg. In press. 

 
Ｉ．研究に関連した実務活動 

なし 
 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし 
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第 93 回日本産業衛生学会地域交流集会（誌上開催）、2020 年 

5 月 

 

・立石清一郎：災害産業保健分野の確立について―災害産業保健マニュアルと人材育成―、第 93 回日

本産業衛生学会、シンポジウム「産業保健スタッフとしての災害への備えと対応～災害産業保健分野の

確立について～」、2020 年 5 月、web 開催 

 

・立石清一郎：治療と仕事の両立支援の現状と課題、第 93 回日本産業衛生学会、地域交流集会「それ

ぞれの個性を生かす職場づくりを目指して」、2020 年 5 月、web 開催 

 

・立石清一郎：治療と仕事の両立において心理職に期待すること、2020 年度公認心理師の会年次総会

産業・労働・地域保健部会シンポジウム、2020 年 9 月、web 開催 

 

・白土博樹．がん治療と仕事の両立―放射線治療医が期待去れていること．シンポジウム５「がん患者

と治療の両立支援「放射線治療が期待されていること」日本放射線腫瘍学会第 33 回学術大会 . 

2020.10.1-3. 札幌(web 開催) 

 

・岩崎由加子、白土博樹、青山英史、立石清一郎、高橋健夫、茂松直之．がん放射線治療における仕事

ととの両立に関する全国施設アンケート調査結果．日本放射線腫瘍学会第 33回学術大会. 2020.10.1-3. 

札幌(web 開催) 

 

・白土博樹、石岡明子、渋谷麻実．医療の経済毒性と「治療と仕事の両立．2020 年度第 8 回北海道大

学病院腫瘍センターセミナー. R3. 2.19. 札幌 (web 開催) 

 

書籍 

・立石清一郎、はじめての産業医活動「職場復帰・両立支援」、労働調査会、ｐ61-70、2020 

 

・立石清一郎、監修；職場の健康が見える「治療と仕事の両立支援」、p286～292 メディックメディア、

2020 

 

・立石清一郎、監修；職場の健康が見える「職場の健康にかかわる外部機関」、p294～302 メディックメデ

ィア、2020 

 

・立石清一郎・中谷淳子編著、両立支援に欠かせない産業保健スタッフに必要な疾患の知識と最新の



治療法、産業保健と看護、2020 年春季増刊（通巻 72 巻）、メディカ出版、2020 

 

・立石清一郎：就業配慮を構造化して理解する、両立支援に欠かせない産業保健スタッフに必要な疾患

の知識と最新の治療法、立石清一郎・中谷淳子編、産業保健と看護、2020 年春季増刊（通巻 72 巻）、

14-17、メディカ出版、2020 

 

・立石清一郎：両立支援におけるメンタルヘルス不調と身体疾患との相違点、両立支援に欠かせない産

業保健スタッフに必要な疾患の知識と最新の治療法、立石清一郎・中谷淳子編、産業保健と看護、2020

年春季増刊（通巻 72 巻）、18-20、メディカ出版、2020  
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博士(医学) 
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年卒） 

准教授 

永田 昌子(44) 

1977.04.01 

70525469 

産業医科大学 産業医学、両立

支援 
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有 5 

産業生態科学研

究所 産業保健

経営学 
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医学部） 

助教 
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有 有 

 

有 5 

産業医実務研修

センター 
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有 5 
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博士（医学） 

（北海道大学医
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50722146 

産業医科大学 産業医学 有 有 有 5 

産業生態科学研

究所 産業精神

保健学 

博士（医学） 

（信州大学大学

院） 
教授 

田中 文啓(60) 
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有 5 
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医学部 博士（保健学） 

（東京大学大学客員教授 



院） 

森 晃爾(60) 
1960.09.11 

50230066 

産業医科大学 
産業医学、両立

支援 
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産業生態科学研

究所 産業保健

経営学 

博士（医学） 

（産業医科大学

大学院医学研究

科） 教授 

金城 泰幸(39) 
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20772312 

 

産業医科大学 臨床医学、両立

支援 

有 有 
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産科婦人科学 博士（医学） 

（産業医科大
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助教 
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(35) 
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有 10 
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助教 

 


